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第 1章 序論 
 
本論文の目的は，人的資源管理における従業員のアイデンティティ形成について，特に日
本企業を対象として考察することにある。この章では，次章以降の本論に入る前に，このよ
うな目的をもつに至った問題意識（1.1），そこから導かれる検討課題（1.2），および本論文
の構成（1.3）について論じる。 
 
1.1 問題意識と目的 
かつて人事労務管理（Personnel Management: PM）と呼ばれていたヒトの管理は，現代
では人的資源管理（Human Resource Management: HRM）と呼ばれている。人的資源管
理とは，従業員を人的資源とみなすことに特徴をもつヒトの管理である。現在では，ヒトの
管理は人的資源管理であることが世界的な共通見解となっている。 
そうしたなかで，本論文は日本企業の人的資源管理における従業員のアイデンティティ
形成に着目して考察を進めていく。まずは，その必要性について実務と学術の両面から説明
する。 
 
1.1.1 日本的経営と従業員のアイデンティティ 
高度経済成長期の日本企業の成功の要因として，しばしば日本的経営と呼ばれる経営方
式が指摘される。終身雇用，年功制賃金，企業別労働組合からなる三種の神器を通じて，従
業員は企業との生涯にわたる関係（a lifetime commitment）を築いたとされる（Abegglen, 
1958, p. 11）。日本的経営において，従業員は会社の一員としての自分自身を強く意識して
いくようになる。 
このような企業と従業員の関係は，日本企業に特徴的なものだとされる。その根底には，
西欧人と日本人のアイデンティティの方向性の違いが指摘される。西欧人が独立したアイ
デンティティ（separate identity）を確立していくのに対し，日本人は周囲の者を含めた包
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括的なアイデンティティ（inclusive identity）を成長させていく（Pascale and Athos, 1981, 
pp. 121-122）。こうした方向性の違いから，日本人は個人よりも組織の成員性を強く意識し
てアイデンティティを形成していくのである1。また，日本企業の従業員は，しばしば「う
ちの会社」という表現を好んで用いる（Clark, 1979, p. 180）。このような表現は，従業員
が会社という共同体に対して過度に従属したアイデンティティをもつことの証左である。 
以上のように，日本企業の従業員のアイデンティティは，企業とその管理に強く影響され
ている。そうしたアイデンティティの現れの 1 つが，会社人間と呼ばれる従業員たちであ
る。会社人間とは，会社に対して強く思い入れる従業員たちである（田尾, 1998, pp. 8-9）。
彼らは，組織に対して過剰に同調していることに気付かず，組織に対して異議も挟まない。
日本企業においてこうした会社人間を形成する主要因が，集団主義のイデオロギーを背後
にもつ日本的経営である。日本的な賃金決定方式と日本的な能力主義の働かせ方は，日本企
業の従業員を会社人間に仕立てる直接の要因になる（熊沢, 1994, pp. 51-54）。そのため，日
本的経営は会社と自我を区別できないような強いアイデンティティを調達するのに抜群の
成功を収めた管理方式であるとされる（田尾, 1998, pp. 70-71）。 
会社に従属する会社人間のイメージは，日本人の勤勉さによって支えられているとされ
る（間, 1996, pp. 218-219）。しかし，こうした日本人の勤勉さは，日本人が本来的にもつ
気質によるものではない。武田（1999, pp. 159-164）は，1880年代に日本を訪れた外国人
による記述を例示しながら，当時の日本人が非常に怠惰で享楽を好む人々として描かれて
いることを指摘する2。こうした指摘は，日本人の勤勉さが本来的な気質として備わってい
る訳ではないことを示している。だとすれば，会社人間としてのふるまいは，日本人の気質
によって支えられていた訳ではない。会社人間は，あくまで日本的経営という管理の影響に
よって生じた特異なアイデンティティが発露した存在だったのである。 
                                                   
1 同様に，Ouchi（1981, p. 47）も，日本企業の従業員の特徴は集団的価値観（collective 
values）に対する強い志向性にあると指摘している。 
2 一方で，武田（1999, pp. 164-167）は，農民や職人のなかには貧困ゆえに長時間の労働
を強いられていた者がいることも指摘している。 
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1.1.2 人的資源管理へと移行する日本企業の人事 
日本企業におけるヒトの管理は，長らく「人事」と呼ばれてきた。そうした「人事」は，
日本的経営の特徴を色濃く反映している。人的資源管理という用語が世界的に普及した今
でも，日本ではヒトの管理に対して「人事」という呼称を用いることが一般的である。その
理由は，日本企業の「人事」が人的資源管理の特質を持ち合わせていたからである（赤岡, 
2005, pp. 5-9）。特に，従業員を人的資源とみなす人間観は，日本では取り立てて新しい考
え方ではなかった。むしろ，アメリカにおいて考案された人的資源管理は，そもそも日本的
経営を手本としたものだという指摘もある（上林, 2011, pp. 26-28）。しかし，それがアメリ
カナイズされるなかで，人的資源管理はとりわけ戦略性を強調し，市場志向を強めた管理と
して成立していったのである。 
ただし，近年ではそうした「人事」も，人的資源管理の影響を免れない状況にある。日本
企業のヒトの管理は，緩やかに市場志向へとシフトしつつあることが指摘されるためであ
る（Jacoby, 2005, p. 260; 清家, 2003, pp. 24-26）。このシフトが行き着く先は，アメリカナ
イズされた人的資源管理である3。現在の日本企業のヒトの管理は，市場志向の人的資源管
理としての特質をもつものへと移行している。 
日本企業のヒトの管理が人的資源管理へと移行することで，現在では会社人間とはかけ
離れた従業員の存在が問題になっている。例えば，入社早々に退職する新入社員4や，メン
タルヘルスに問題を抱える従業員5，「お荷物社員」と呼ばれる自発的に働かない高齢の従業
員6，などがメディアで取り上げられている。こうした従業員たちは，人的資源の概念では
                                                   
3 ただし，Jacoby（2005, pp. 173-174）は，日米間のヒトの管理が同じ市場志向へと収斂
している一方で，二か国間の格差が次第に拡大していることを指摘している。この指摘
は，アメリカ企業のヒトの管理が市場志向を強めていくスピードが，日本企業のそれと比
べて遥かに速いことを示している。 
4 『日本経済新聞（朝刊）』「大卒 32％，3年以内に離職，11年 3月卒，前年比 1.4ポイン
ト増。」2014年 11月 8日, 42頁。 
5 『日本経済新聞（朝刊）』「メンタル休職，42％退職，期間短く完治せぬまま，復職後の
支援も課題。 」2014年 3月 19日, 38頁。 
6 『週刊ダイヤモンド』「オジサン世代に急増中！職場の「お荷物」社員」第 102巻第 30
号，2014年 8月 2日号, 26-55頁。 
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決して説明できない存在である。 
 
1.1.3 人的資源管理研究におけるヒト 
こうした実務における変化を，人的資源管理研究は十分に捉えることができていない。人
的資源管理研究では，以前から管理の対象であるヒトの存在を軽視していることが問題視
されてきた（Bolton and Houlihan, 2007, p. 1）。人的資源管理研究は，市場の観点から従
業員を捉えることで，管理と業績との結び付きを強調するようになった（Keenoy, 2009, pp. 
462-465; Legge, 2001, pp. 32-33）。人的資源管理と業績との関係性が研究の焦点に置かれ
ることで，人的資源管理研究はヒトの存在を変数化し，彼らを非常に単純化して扱うように
なった。変数化されたヒトは，組織の期待を人的資源管理実践のうちから読み取り，その期
待通りに行動する協調的な存在として捉えられている。 
こうした研究は，人的資源管理をマクロな視点で捉えて経営全体のなかに位置付けてい
く上で，十分に学術的な貢献を果たしたと言えよう。しかし，その反面，人的資源管理が従
業員の感性に及ぼす影響は十分に議論されなくなった（Keenoy, 2009, p. 467）。人的資源管
理研究は，マクロな視点から管理を論じるようになったことで従業員が意思と感情をもっ
て相互作用する職場から離れ，ヒトそのものに対する関心を低下させてしまったのである
（守島，2010, pp. 71-72）。 
 
1.1.4 本論文の目的 
以上のように，人的資源管理研究は，従業員という存在に対する十分な配慮を欠いたまま
展開している。そのため，現在の日本企業のヒトの管理が従業員のアイデンティティに対し
て与える影響についても，十分な研究蓄積がないのが現状である。本論文は，こうした不足
を補うために，日本企業における現在のヒトの管理の影響を解明しようとするものである。 
以上の問題意識から，本論文では，日本企業の人的資源管理における従業員のアイデンテ
ィティ形成について考察することを目的とする。 
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1.2 本論文の検討課題 
本論文は，日本企業の人的資源管理における従業員のアイデンティティ形成について考
察することを目的としている。この目的に沿って導かれる研究上の問いは，日本企業の人的
資源管理は従業員のアイデンティティ形成にどのような影響を及ぼしているのかである。
ここでは，この問いを検討するための具体的な検討課題を設定する。 
第 1に，人的資源管理はヒトの管理としてどのような特質をもつのか，である。ヒトの管
理に対する呼称は人事労務管理から人的資源管理へと移行した。そうした名称の変化に伴
って，ヒトの管理としての特質にも変化が生じているはずである。また，そうした特質は，
ヒトの管理における人間観を色濃く反映したものとなる。人的資源管理の人間観にさかの
ぼって検討すれば，人的資源管理がもつ新たな特質について考察することができる。本論文
の分析枠組みを構築するためにも，まずは人間観を手掛かりとして，人的資源管理がもつ特
質について明らかにしていく。 
第 2 に，人的資源管理の枠組みにおいて従業員はどのように位置付けられているのか，
である。戦略的人的資源管理の登場以降，人的資源管理研究では，人的資源管理と業績の連
関が重視されるようになった。この枠組みの課題を明確にするために，従業員がどのような
存在として捉えられ，どのように位置付けられているのかについて検討していく。 
第 3 に，日本企業の人的資源管理と従業員のアイデンティティの関係はどのように捉え
られるのか，である。批判派人的資源管理の枠組みは，ヒトの管理と従業員のアイデンティ
ティの関係を分析可能にする。そこで，批判派人的資源管理の視座について概観し，その課
題を明らかにしながら，本論文の分析枠組みの土台について検討する。その上で，日本企業
の人的資源管理と従業員のアイデンティティの関係を捉えるための分析枠組みを提示して
いく。 
第 4に，日本企業において従業員のアイデンティティはどのように形成されているのか，
である。本論文の分析枠組みに基づいて，日本企業の人的資源管理と従業員のアイデンティ
ティの関係について具体的に分析していく。 
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以上の検討課題を要約すれば，以下のように整理できる。 
 
RQ：日本企業の人的資源管理は従業員のアイデンティティ形成にどのような影響を及ぼ
しているのか？（第 9章） 
RQ1：人的資源管理はヒトの管理としてどのような特質をもつのか？（第 2章） 
RQ2：人的資源管理の枠組みにおいて従業員はどのように位置付けられているのか？
（第 3章） 
RQ3：日本企業の人的資源管理と従業員のアイデンティティの関係はどのように捉え
られるのか？（第 4章，第 5章） 
RQ4：日本企業において従業員のアイデンティティはどのように形成されているの
か？（第 6章，第 7章，第 8章，第 9章） 
 
1.3 本論文の構成 
本論文は，以下のように構成される。 
第 2章では，人的資源管理の特質について明らかにする。この章では，人事労務管理との
比較から人的資源管理の特質を見出していく。その際には，人事労務管理と人的資源管理の
人間観の違いを検討し，人的資源管理の特質を批判的に考察することで新たな特質を見出
していく。 
第 3章では，戦略的人的資源管理の枠組みについて検討する。戦略的人的資源管理は，マ
クロな視点から人的資源管理を捉えるものである。そうした枠組みにおいて従業員がどの
ような存在として位置付けられているのかを明らかにするために，この章では戦略的人的
資源管理の展開を概観する。そして，戦略的人的資源管理の枠組みで従業員を捉える際の課
題について考察する。 
第 4 章では，ヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係について検討する。この章
では，組織的な管理・統制と従業員のアイデンティティの関係を分析の対象とする研究とし
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て，批判派人的資源管理を取り上げる。その際には，批判派の分析枠組みを検討し，その枠
組みに即した具体的な分析を例示する。そして，次章において構築される分析枠組みの土台
について検討する。 
第 5章では，本論文の分析枠組みを提示する。最初に，これまでの研究の課題について整
理する。次いで，そうした課題に対して分析枠組みを構築するために，まずは従業員のアイ
デンティティ形成を捉えるための概念と枠組みについて検討する。そして，その枠組みに即
して，これまでの日本企業におけるヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係につい
て考察する。その上で，日本企業の人的資源管理における従業員のアイデンティティ形成を
捉えるための分析枠組みを構築する。また，次章以降の分析の方法と対象について簡潔に説
明する。 
第 6 章，第 7 章，第 8 章では，具体的な分析を試みる。第 6 章では住宅メーカーＸ社に
おける人事制度改革を，第 7 章では製造業Ｙ社における給与計算業務改革を，第 8 章では
製造業Ｙ社における各種プロジェクトの設立を取り上げる。各章では，それぞれの改革の概
要とその効果について分析を行う。 
第 9章では，分析結果を踏まえてディスカッションを行う。この章では，第 6章から第 8
章までの分析結果を整理し，各事例における人的資源管理の特質と従業員のアイデンティ
ティ形成について考察する。そして，本論文の検討課題に対する考察を試みる。 
第 10 章は，本論文の結論に相当する。この章では，本論文の要約と結論について述べ，
次いで本論文から導かれる含意を論じる。最後に，本論文では十分に検討できなかった点を
今後の課題としてまとめ，今後の展望について述べる。 
以上のような構成に基づいて，本論文では日本企業の人的資源管理における従業員のア
イデンティティ形成について考察を試みる。 
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第 2章 人的資源管理の特質 
 
この章では，人的資源管理の特質について明らかにする7。ヒトの管理は，1920年頃のア
メリカにおいて人事労務管理として成立した（岩出, 1989, p. 9）。また，1920年には人事労
務管理に関する初めての教科書として Tead and Metcalf（1920）が公刊されている
（Kaufman, 2007, p. 23）。この時期から，ヒトの管理に対する呼称は人事労務管理が一般
的となった。 
ヒトの管理に対する新たな呼称として人的資源管理が登場したのは 1950 年代であるが，
それが一般的な用語として普及したのは 1970年代に入ってからである（石井, 2011, p. 53）。
人的資源管理という用語はすでに新しいものではなくなったが，現在でもヒトの管理を表
す用語として流行している（Guest, 1987, p. 503）。こうした流行に伴い，人的資源管理は
いまやヒトの管理の当然の考え方と見なされるようになっている。 
では，こうした呼称の変化に伴って，ヒトの管理はどのように変化したのであろうか。こ
の問いに対しては，2つの立場がある（Kaufman, 2007, p. 34; 宮坂, 2010, p. 70）。第 1に，
人的資源管理は人事労務管理の単なる言い換えであり，ラベルが変わっても内容は同じだ
とする立場である。この立場では，人的資源管理は人事労務管理の現代的な表現に過ぎない
とされる。第 2 に，人的資源管理は人事労務管理と異なる新たな管理モデルだとする立場
である。この立場では，人的資源管理は伝統的なヒトの管理とは根本的に異なるものとされ
る。 
こうした 2 つの立場は，人的資源管理と人事労務管理の間に多くの類似点と相違点が混
在していることを示している。後述するように，人的資源管理の特質は一般的に①人間尊重
の人間観，②戦略性，③管理者の役割の 3つにあるとされる。ただし，これら 3つの特質の
うち最も根底にある①人間尊重の人間観に関しては，人事労務管理にも類似した考え方が
見受けられる。そのため，ヒトの管理の変化に関しては 2つの立場が存在してしまうので 
                                                   
7 この章は，櫻井（2014）に加筆・修正を加えたものである。 
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ある。そこで，この章では，一般的に論じられる人的資源管理の特質を批判的に考察し，人
間観・管理原則・研究視座の 3点における人的資源管理の新たな特質を明らかにしていく。 
 
2.1 人事労務管理と人的資源管理の比較 
人的資源管理は，それ以前のヒトの管理であった人事労務管理との比較によって，しばし
ばその特質が明らかにされてきた。例えば，Guest（1987）では，7つの項目を設けて人的
資源管理と人事労務管理を比較している8（表 2-1）。この比較によれば，人事労務管理は管
理者による統制と労働者による服従によって成立する，場当たり的な対応を中心とした管
理である。人事労務管理では，多様な利害をもつ労働者が起こす問題に対し，人事労務管理
の専門家が場当たり的に対応していく。 
これに対して，人的資源管理は従業員による自己統制によって成立する，戦略的な計画に
                                                   
8 この比較は，あくまでも人事労務管理と人的資源管理の特質に関するステレオタイプ
（紋切型）な見解を論じたものである。しかし，画一化されたそれぞれのイメージを比較
することで，両者の違いはより一層鮮明となる。 
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基づいた管理である。人的資源管理では，組織に貢献しようとする一元的な利害をもつ従業
員が自己統制しやすいように，現場の管理者が戦略的な視点から管理を行う。 
Storey（1992）は，25項目に及ぶ比較を行っている（表 2-2）。この比較によれば，人事
労務管理では労働者と書面をもって明確な契約を結び，明確なルール／相互関係を考案す
ることが重要だと考える。多元的な利害をもつ労働者を手続きや規範などによって厳格に
監視し，問題に対して事後的に処理することで，労働者から契約通りの成果を得ようとする。 
これに対して，人的資源管理は従業員に契約以上の働きを期待し，ルールを超えた意欲的
な態度を求める。従業員は組織に貢献することを望む存在であるとされるために，従業員に
対する中央集権的な管理が可能になる。そうした従業員の価値を向上させるために，管理の
焦点は育成に置かれる。また，ビジネス・ニーズに基づいた戦略性を強調し，組織全体とし
て統合された管理を目指す。管理を担うのは，人事の専門家ではなく，トップからラインま
での管理者である。従業員は個人ごとに契約以上の業績と連動した報酬を受け取る。また，
人事労務管理と比べて，労使関係への対応にはあまり焦点を当てない。以上のような管理に
よって，人的資源管理では従業員から契約以上の成果を得ようとする。 
Storey（1995）では，4つの項目において人的資源管理モデルを描いている（表 2-3）。こ
こでは，人的資源を競争優位の源泉として捉え，彼らのコミットメントを引き出すために戦
略的な管理が要求される。また，そのような人的資源に対する管理は，人事の専門家でなく
現場の管理者によって担われる。また，そのような管理者自身も管理の対象となる。このよ
うに，Storey（1995）では，①ヒトに対する信念と仮定（すなわち，人間観），②戦略性，
③管理者の役割，の 3 つに人的資源管理の特質を求めている。また，それらの特質に伴っ
て，手続きから文化へと管理の手段が移行するとしている。 
花岡・マクドナルド（1998）は，5つの先行研究を取り上げて，人事労務管理との比較か
ら人的資源管理の共通要素を抽出している（表 2-4）。ここでは，①人間重視，②環境への適
合組織文化，組織・システムの統合化，意思決定・ラインにおける HRM，③戦略性，の３
つの点が共通要素として取り上げられている。特に，①人間重視に関しては，行動科学にお 
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ける人間重視主義の影響から，ヒトの人間性が重視されることになったと論じる。ただし，
人間重視は人的資源管理にとって重要な視点である一方で，人事労務管理の段階から既に
存在していた視点でもあった。このために，花岡・マクドナルド（1998, p. 92）は，①人間
重視を「PMから HRMへの移行の必要条件であったとは理解しにくい」としている。これ
に対して，③戦略性は「HRMの概念規定に当たって一番重要な構成要素になる」と指摘し，
人的資源管理の戦略性について紙幅を割いて論じている。 
しかし，花岡・マクドナルド（1998）で注目すべきは，①人間尊重の項目としてヒトの人
間性がどのように位置付けられているかである。表 2-4 で取り上げられたほとんどの先行
研究において，従業員は組織目的（すなわち，競争優位の獲得）の達成に貢献する人的資源
として位置付けられている。すなわち，ここでの「人間尊重」には，従業員を人的資源（あ
るいは，競争優位の源泉）として位置付けることに強調点が置かれている。 
高橋（2007）では，イギリスにおける先行研究を検討した上で，日本における人的資源管
理に対する認識の特徴を論じている（表 2-5）。ここでは，①人事部門の役割の変化，②ライ
ン管理者のHRMへの統合，③コストではなく教育・開発される存在としての労働者観，④
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従業員コミットメント，⑤HRMの戦略的統合，⑥柔軟性のある組織構造，⑦人間的側面へ
の配慮，の７つの視点が日本における認識の特徴として列挙されている。①人事部門の役割
の変化と②ライン管理者の HRM への統合に関しては，人的資源管理の担い手が現場の管
理者に移行するのに伴い，人事部門には戦略的な役割が求められるようになることを示し
ている。③コストではなく教育・開発される存在としての労働者観，④従業員コミットメン
ト，⑦人間的側面への配慮に関しては，積極的に組織へ貢献しようとする人間観に基づき，
彼らのコミットメントを最大限に引き出すような教育・開発が要求される。また，⑤HRM
の戦略的統合に関しては，経営戦略と人的資源管理の統合を強調するものである。⑥柔軟性
のある組織構造に関しては，少なくとも日本の文献においてはほとんど取り扱われていな
い。以上より，高橋（2007）における人的資源管理の特質も，Storey（1995）と同様に①
人間観，②戦略性，③管理者の役割，の 3つに集約できる。 
以上の比較研究をまとめると，人事労務管理と人的資源管理の相違点として共通してい
たのは，以下の 3点である。第 1に，管理原則の背後にある人間観である。人事労務管理は
労働者に対する統制を管理原則とし，監視によって労働者を管理しようとする。これに対し
て，人的資源管理は従業員の自己統制を前提とした上で，育成によって従業員の価値向上を
目指す。こうした管理原則の違いは，それぞれの背後にある人間観の違いを反映している。
人事労務管理は労働者の利害を多元的に理解しているものの，彼らを共通して仕事を嫌が
る存在であると捉えることから，監視による統制を強調する。反対に，人的資源管理では人
的資源の戦略的価値が重視されており，従業員が組織に貢献することを望む存在であると
捉えている。 
第 2に，管理の視座である。人事労務管理は，問題の事後的な処理をするという視座から
管理を行っている。これに対して，人的資源管理は，将来生じうる問題に対して先見的な視
座をもつ。こうした先見性によって，人的資源管理は企業の事業戦略との統合を目指すよう
になる。 
第 3に，管理の担い手である。人事労務管理では労使関係への対応が要求されるため，人
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事の専門家が管理の主な担い手であった。しかし，人的資源管理では管理の担い手が管理者
に移行する。現場の管理者が従業員に対して直接管理を行うため，個々の従業員に応じた管
理が可能となる。  
こうした比較から，人的資源管理の特質が明らかになる。それは，①人間尊重の人間観，
②戦略性，③管理者の役割である。そして，これら 3つの特質のうち最も根底にあるのは①
人間尊重の人間観である9。人間観とは，管理対象であるヒトの性質についての考え方であ
る。人的資源管理は，ヒトの人間性を重視する考え方に基づいて，戦略性を強調しつつ現場
の管理者が管理を担い，従業員のコミットメントを有効に引出し・活用する管理である。ヒ
トの管理は，こうした人間観の違いによって様々な特質を伴う独自の管理となる。そして，
これまでの比較からも明らかなように，人事労務管理はしばしばヒトの人間性を軽視した
管理として捉えられている。 
 
2.2 人事労務管理の人間観 
人事労務管理における人間観には，ヒト（による労働）を生産要素の 1つとして考えてい
るという共通点がある10。人事労務管理では，労働者は代替・調達可能な労働力であり，コ
ストと見なされる。こうした人間観を検証するため，以下では人事労務管理の代表的な研究
者を取り上げ，それぞれの人間観について論じる11。 
 
2.2.1 Yoder（1948; 1956）の労働力管理 
ヒトの労働力としての側面を強調した代表的な研究は，Yoder（1948; 1956）である。Yoder
                                                   
9 例えば，伊藤（1992, p. 117）は，人的資源管理と人事労務管理の決定的な相違点として
「人間を成長し発展する潜在能力をもつものとみなす人間観」を指摘している。 
10 例えば，岩出（2002, p. 57）では，人事労務管理における人間観の 1つとして，労働者
を「コスト，労働力としての生産要素」と捉える考え方が示されている。また，宮坂
（2010, p. 72）では，人事労務管理において労働者は「指示以外の，余計なことを考えな
い，機械人（マシンマン machine-man）」として把握されてきたとされる。 
11 ここで取り上げる先行研究の選び方は，三戸（2004）を参考にした。 
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の研究は，後述する Tead and Metcalf（1920）のような温情主義的な管理ではなく，「従業
員を〈人的資源〉として把握する合理主義的管理」（三戸, 2004, p. 22）を論じたものであっ
た。 
Yoder（1948）は，労使関係（industrial relations），労働力管理（manpower management），
人事管理（personnel management）の 3 つを厳密に区分してヒトの管理を論じている12。
労使関係は 3 つの用語のなかで最も広い意味をもち，労使の関係および従業員と雇用シス
テムとの関係を研究するものである。労働力管理とは，人的資源の計画，協力，指揮を含む
機能のことである。人事管理とは，労働力管理のなかでも個人としての従業員に対する管理
である。Yoder（1948）は，この 3つのなかでも特に労働力管理を中心にしてヒトの管理を
論じている13。 
Yoder（1948, pp. 21-24）における近代的労使関係の基本理念の 1つは，労使利益の調和
である。労使の利害は，労働者ができる限り多くの賃金を求め，使用者がコストである人件
費の削減を求める限りにおいて，相容れないものとなる。一方で，使用者が生産能率を向上
させることによって労働者の賃金を増大させれば，双方の利害は調和しうる。こうした考え
方に基づいて，Yoder（1948）では，労使の利害は多くの場合共通であり，健全な管理によ
って労働者は得るものが多いとする。このように，Yoder（1948）は労働者の利害を多元的
に捉えているとは言えず，むしろ労使関係の性質については中央集権的な捉え方をしてい
る。こうした労使の利害の捉え方は，人事労務管理というよりも人的資源管理に近い。 
1956年に公刊された第 4版の冒頭で，Yoder（1956, p. 1）は近代産業社会におけるヒト
の管理の主題が人的資源の管理にあると断言する。ここでの人的資源とは，「あらゆるタイ
                                                   
12 1951年に公刊された邦訳（本多元吉・遠藤正介共訳）では，industrial relations を事
業管理，manpower managementを労務管理と訳出している。本論文では，論文全体にお
いて表記を統一するために，現在の一般的な訳を用いることにする。 
13 Yoder（1948, p. 3）が労働力管理に注目した背景には，アメリカにおける労使関係が大
企業の発展に伴って非人間的（impersonal）な傾向をもつようになったことがある。ま
た，企業経営の管理対象であるヒト・モノ・カネの経営資源のうち，モノ・カネの管理を
行うのがヒトである以上，実際には企業における管理の大部分は労働力管理となるとされ
る（Yoder, 1948, p. 9）。 
18 
 
プの，あらゆる仕事に従事している労働者（The human resources are "workers” of all types 
and in all occupations）」と定義される14。さらに，「我々は労働力をもっとも価値ある資源
と認識する（we recognize manpower as our most valuable resource）」とも論じている。
こうした言明は，人的資源管理にも共通して見られるものである。第 4 版が出版された時
期は人事労務管理から人的資源管理への移行期でもあるため，人間観や特質においてもそ
れ以前の版とは変化が見られる。 
さらに，第 4版の Yoder（1956, p. 6）では，第 3版の Yoder（1948）とは異なり，行動
科学の影響が感じられる人間観が提示される。まず，個人目標の多くは雇用を通じてのみ達
成できるとし，雇用を通じて賃金だけでなく「社会に貢献するメンバーであることの満足感」
を提供できることを強調する。第 4版の Yoder（1956）における人間観は，こうした社会的
欲求を強調していることに特徴がある。ただし，このような人間観は版が進むことに伴って
登場したものであって，少なくとも第 3版の Yoder（1948）には見られないものである。 
また，Yoder（1956, p. 30）は労働者の自己統制による管理の重要性を説く。その前提と
して，Yoder（1956, p. 7）は労働者が自らの作業組織や管理者を選ぶことができるとする。
このような考え方は，人的資源管理と極めて類似した発想である。すなわち，管理において
従業員の自由意志を尊重し，自己統制を要求するのである。ただし，こうした強調点はそれ
以前の版では論じられていない。Yoder（1956）は，Personnel Management and Industrial 
Relationsというタイトル通り人事労務管理の研究であるが，版を重ねるうちに人的資源管
理と同様の特質を論じるようになったと言える。 
以上のような Yoder（1948; 1956）の人事労務管理は，特に第 3版の Yoder（1948）にお
いてヒトの労働力としての側面を強調したものであった。それゆえに，Yoder（1948; 1956）
は Personnel Management and Industrial Relations というタイトルを用いながらも，労
働力管理を中心として論じたのであった。しかし，版を重ねるに応じて行動科学の影響を受
                                                   
14 このような定義も含め，Yoder（1956）における人的資源は労働力（manpower）とほ
とんど同義であると指摘される（三戸, 2004, p. 23）。 
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け，次第に社会的欲求をもつ人間観を論じるに至ったのである。 
 
2.2.2 Pigors and Myers（1947; 1956）の人事労務管理 
Yoder（1948; 1956）と同じく人事労務管理に分類される研究のなかにも，積極的にヒト
の人間性を管理の対象とするものもある。そのうちの 1つがPigors and Myers（1947; 1956）
である。Pigors and Myers（1947, p. 12; 1956, p. 12）では，専門職能としての人事労務管
理が，急速な技術の進歩のなかでヒトの人間性に十分な注意を向けてこなかったことへの
反省から発展してきたとする。そのため，彼らの提示する人事労務管理は「ヒューマニズム
の新しい経営倫理観」（Pigors and Myers , 1956, 邦訳 p. 324, 監修者である淡路圓治郎に
よる解説）に基づいたものとなっている。 
Pigors and Myers（1947, p. 316）では，従業員が働く目的は賃金だけではないとされる。
従業員に対しては，強制的に仕事を押し付けるよりも，裁量を与えて自由に思考・行動をさ
せた方が良い反応を得られる（Pigors and Myers, 1947, p. 311）。こうした言及からも，
Pigors and Myers（1947）の人事労務管理には，ヒトの人間性を重視した人間観が見出せ
る。 
さらに，第 3版である Pigors and Myers（1956）では，初版の Pigors and Myers（1947）
には存在しなかった新章として「第 7章 チームワークと個人目標」が設けられている。こ
の章において，従業員は組織のなかで認められ，有能でありたいと願う存在であるとされる
（Pigors and Myers, 1956, p. 90）。さらに，従業員が独創性，精気そして忠誠心をもつ一
方で，こき使われることや説教されることを嫌う存在であると強調する（Pigors and Myers, 
1956, p. 390）。第 3版の Pigors and Myers（1956）では，初版の Pigors and Myers（1947）
においてすでに確立されていた人間観に加えて，社会的欲求や承認欲求を取り入れた人間
観が提示されている。以上のような「人間尊重の精神」（Pigors and Myers, 1956, 邦訳 p. 
325, 監修者である淡路圓治郎による解説）に基づいた議論を展開しているところに，Pigors 
and Myers（1947; 1956）における人事労務管理の特徴がある。 
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Pigors and Myers（1947, p. 27; 1956, pp. 31-32）では，労働者の利害を多元的に捉えて
いる。労働組合への参加動機としては，賃金や昇進などの経済的動機の他に，意思決定への
参加，会社に対する不満解消，組合員からの承認・尊敬，仕事への裁量権などの要求が想定
されている。こうした多様な利害をもつ労働者を想定していることから，労使関係の性質に
関しては多元的な捉え方をしていることがわかる。 
以上のように，Pigors and Myers（1947; 1956）は，ヒトの人間性を尊重した人事労務管
理を論じた研究である。また，労使関係においても労働者の多種多様な利害を想定している
と言える。 
 
2.2.3 Tead and Metcalf（1920）の人事労務管理 
人事労務管理研究において，Pigors and Myers（1947; 1956）と同様にヒトの人間性を強
調した研究として，Tead and Metcalf（1920）がある15。Tead and Metcalf（1920, p. 2）
では，人事労務管理16について，「労働者にとっての真の幸福に対する敬意や最小限の努力
と摩擦によって最大限の必要な生産を得ることを目的とした，あらゆる組織における人間
関係の指揮・調整」と定義した上で，第 2章において「産業における人間の価値」を論じて
いる。これは，ヒトの特性に対する理解が管理の内容を左右すると考えているためである
（三戸, 2004, p. 21）。 
Tead and Metcalf（1920, pp. 13-19）が不変のヒトの特性として列挙するのは，身体の健
全さ，家族愛，創造的衝動，所有欲，好奇心の価値，結びつきへの欲求，承認欲求，正義へ
の欲求，美への愛情，善への愛情である。そして，ヒトの性質をこれらの要素や特性の相互
                                                   
15 三戸（2004; p. 22, 脚注 4）によれば，既述の Yoder（1948; 1956）は経済学に基づい
た人事労務管理の研究である。一方で，Tead and Metcalf（1920）は，人事労務管理の研
究者である Tead と心理学の研究者であるMetcalfによる研究である。このような学問的
背景が，それぞれの研究における人間観の違いにも影響を及ぼしていると考えられる。 
16 Tead and Metcalf（1920）は，Personnel Managementではなく Personnel 
Administrationを論じたものである。ただし，人的資源管理が普及した現在では，両者は
伝統的な管理として厳密に区別されずに扱われている。そのため，本論文では両者に対し
て人事労務管理という同一の表記を用いることにする。 
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作用が発露したものとして理解する（Tead and Metcalf, 1920, p. 19）。ここで，Tead and 
Metcalf（1920）がヒトの不変の特性として，創造的衝動や好奇心の価値を挙げていること
は注目に値する。1920 年に公刊された文献であるにもかかわらず，後の人的資源概念にお
いて論じられる知的欲求や創造性がヒトの特性として前提とされていたのである。そして，
特に知的欲求の充足に関して，組織的な教育訓練の重要性が説かれている（Tead and 
Metcalf, 1920, p. 17）。 
また，こうしたヒトの性質について論じた上で，Tead and Metcalf（1920, p. 21）はヒト
が生まれながらに悪よりも善を好み，破壊よりも創造を好み，非難よりも承認を好み，憎悪
よりも愛情を好み，不幸よりも幸福を好む存在であると認識されているとする。こうした性
善説にも似た人間観は，人的資源管理との比較において論じられる人事労務管理の人間観
とはまったく異なる。Tead and Metcalf（1920）の人間観は，人事労務管理というよりはむ
しろ人的資源管理における画一化された人間観に近い。 
以上のように，Tead and Metcalf（1920）における人事労務管理は，ヒトの人間的側面を
捉えて新たな論理を打ち出したものとして位置付けられる（岡田, 2008, p. 179）。心理学の
成果を応用し，統合的なヒトの性質としてパーソナリティー概念を提示することで，労働者
にとっての真の幸福を考慮した人事労務管理を展開しているのである17。 
 
2.2.4 Drucker（1954）の人的資源概念 
これまでの考察から，人事労務管理の人間観は研究者によって異なっていたと言える。
Guest（1987）や Storey（1992; 1995）などによって抽出された単純化された特質は，ここ
で取り上げた複数の人事労務管理研究の人間観を正確に表したものではない。人事労務管
理研究には，人的資源管理と同等以上にヒトの人間性に着目した研究も存在したのである。
                                                   
17 ただし，Tead and Metcalf（1920）の議論に関しては，パーソナリティー概念を中心に
人間性を重視した議論と，実際に提示された諸制度が上手く結び付いていないことが批判
される（岩出, 1989, p. 41, 脚注 30; 津田, 1977, p. 84）。 
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しかし，人事労務管理研究は，労働者の福祉を考慮する規範的なスローガンとしてヒトの人
間性を重視する一方で，その経営的なメリットについて十分に論じてこなかった。 
これを受けて，人的資源という概念を初めて定義した Drucker（1954）が登場する。
Drucker（1954: pp. 262-263）は，ヒトのもつ資源的側面として人的資源を定義した。この
定義では，人的資源とは「人間に託されたすべての資源のなかで，最も生産的で，最も万能
で，最も機知に富むもの」とされる。人的資源はあくまでもヒトがもつ労働力に類するもの
であるが，調整・統合・判断・想像する能力をもつという点で単なる労働力とは区別される。
そして，こうした人的資源の定義に基づいて，ヒトは「全人（the whole man）」（Drucker, 
1954, p. 262）として定義された。全人とは，人的資源を自らの自由意志によって用いる社
会的な存在である。すなわち，Drucker（1954）によって定義された人的資源とは，全人の
もつ 1つの側面に過ぎない。このような理解の上で，Drucker（1954）は全人の管理として
人事労務管理を位置付けようとしたのである18。Drucker（1954）が全人の管理を人的資源
管理と呼ばなかった理由もここにある（三戸, 2004, p. 24）。人的資源をもつ全人の管理は，
人的資源（だけの）管理ではなく，全人としてのヒトを対象とした人事労務管理において達
成されるべきものであった。換言すれば，Drucker（1954）にとっての人事労務管理は，ヒ
トの自由意志の実現を目指したものであったと理解できるのである19（石井, 2011, p. 57）。 
 
2.2.5 人事労務管理において画一化された人間観 
以上のように，人事労務管理における人間観は，ヒトの資源的側面だけを強調したもので
はない。むしろ，複数の研究者がヒトのもつ社会的欲求や自由意志を強調し，それに基づい
た管理を提示していたのである。すなわち，人事労務管理における人間観は，すべての研究
                                                   
18 こうした理由から，Drucker（1954）は人的資源という用語の初出であるものの，人事
労務管理の研究として分類するのが妥当だろう。 
19 ただし，石井（2011, pp. 58-59）は，全人仮説に基づいた人事労務管理は実現が困難で
あるとし，ヒトの管理の展開として科学化を追求することが現実的であるとの見解を示し
ている。 
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者がそうであった訳ではないにしろ，ヒトの人間性にも十分に着目したものであったと言
える。 
しかし，これまでの考察からも明らかなように，こうした人事労務管理の人間観は過度に
単純化され画一化されたまま理解されてしまう。人事労務管理の人間観は一部の（かつ初期
の）研究がヒトの労働力としての側面を強調したことを根拠に，あたかもすべての人事労務
管理の研究においてヒトの人間性が軽視されてきたかのように理解されてしまったのであ
る。 
 
2.3 人的資源管理の人間観 
人的資源管理という用語が普及するにつれて，人的資源管理の特質を明らかにしようと
する研究が登場した。これらの研究は，従来の管理における人間観との違いから，人的資源
管理とは何かを明らかにしようとしたものである。 
 
2.3.1 Miles（1965; 1975）における人的資源モデル 
Miles（1965）は，人間関係論との比較から人的資源を定義しようと試みた（表 2-6）。人
間関係論におけるヒトは所属・愛・尊敬に対する一連の基本的欲求をもつとされる。しかし，
それ以上に会社・部署・集団における有能な一部でありたいと願う存在として捉えられる。
そして，それらの欲求や願いが満たされれば，ヒトは組織目標に従って快く協力する。そう
したヒトの管理については，従業員に対して経営参加を促し，一定の自己決定・自己統制の
裁量を認めることで，一連の欲求を充足させることを狙いとする。そのような管理によって，
従業員のモラールが改善され，反抗も弱まることが期待される。 
一方で，人的資源管理におけるヒトは所属・尊敬の欲求に加えて価値ある目標の達成に効
果的かつ創造的に貢献したいと望み，職務以上の主導権・責任・創造性を発揮する能力をも
つ存在とされる。そして，そうした能力をもつヒトは有効に活用されていない「未開発の資
源の宝庫（reservoirs of untapped resources）」（Miles, 1965, p. 150）であると定義される。 
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この定義における未開発の資源とは，主導権・責任・創造性を発揮する能力のことである。
これらは，Drucker（1954）が人的資源の特徴として定義した調整・統合・判断・想像する
能力とほとんど同義のものである。Miles（1965）は，こうした能力を未開発の資源として
定義し，人的資源をそれらの能力の宝庫とした。また，ここでは人的資源に特有の能力が十
分に開発されていないことを強調するために，「未開発の（untapped）」という表現が用い
られている。Miles（1965）による人的資源の定義は，人的資源の開発可能性を特に強調し
たものとして理解できる。 
また，こうした人的資源としてのヒトの管理は，主導権・責任・創造性を発揮する能力の
開発が中心となる。そのため，重要な意思決定への参加を促し，自己決定や自己統制の範囲
を拡大することが求められる。そうした管理の結果として部門の業績は改善し，その副作用
として従業員の満足も充足されることが期待される。人間関係論とは対照的に，人的資源の
管理には組織の業績改善が期待されるのである。 
さらに，Miles（1975）では，管理者がもつ管理理論として，伝統的モデル，人間関係モ
デル，人的資源モデルの 3 つの代替的理論を提示している（表 2-7）。伝統的モデルでは，
ヒトはお金のために嫌々ながら仕事に取り組むことが仮定される。そのため，従業員に対し
ては詳細な手順・手続きに従うことが要求され，管理者はそれをもって厳格な監督・統制を
行う。その結果として，一定水準の生産が期待されるのである。 
人間関係論モデルでは，ヒトは所属や尊敬の基本的欲求によって動機づけられると仮定
される。そのため，管理者には従業員と情報を共有し，異議申し立てに真摯に対応すること
が要求される。こうした管理によって従業員は基本的欲求を満たし，その結果としてモラー
ルの改善と反抗の減少が期待される。 
人的資源モデルでは，ヒトは本来的に仕事を嫌がらず，自ら設定した目標には積極的に貢
献したいと望むことが仮定される。そのため，管理者には未開発の人的資源の活用，すなわ
ち人的資源の開発が要求される。管理者は従業員が限界まで貢献することに挑戦できるよ
うな環境を創造しなければならず，重要な問題に対しても参加を促す必要がある。その結果 
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として作業効率が改善し，さらにその副作用として従業員の満足が充足されることが期待
される。 
以上のような Miles（1965; 1975）による人的資源概念のモデル化は，Drucker（1954）
と同様に人的資源に特有の調整・統合・判断・想像する能力を強調したものと言える。ただ
し，両者の人的資源概念は，以下の 2点において大きく異なる。第 1に，人的資源を備える
ヒトの捉え方である。Drucker（1954）が自由意志をもつ「全人」としてヒトを定義したの
に対し，Miles（1965）は開発可能性を強調するために「未開発の資源の宝庫」としてヒト
を定義している。この両者の定義から，ヒトのもつ人間性と資源性のどちらを強調していた
のかがより明確となるだろう。少なくともMiles（1965; 1975）の人的資源モデルにおいて
は，従業員が本来的に組織に貢献することを願う存在であるとされる。このモデルには，従
業員の自由意志を尊重しようとする考え方もなければ，従業員の利害を多元的に捉えよう
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とする姿勢もない。極論を言えば，人的資源モデルにおいては，従業員が管理者に対して反
抗しようとする利害すら無視されてしまうのである。ただし，こうした資源性の強調が人的
資源管理を発展させたという側面は否定できない。特に，後に登場する戦略的人的資源管理
（Strategic Human Resource Management: SHRM）においては，こうした人間観に立脚
することで戦略との適合を目的とした枠組みが提示されることになる。 
第 2に，人的資源の開発可能性である。Miles（1965）では，人的資源を「未開発の資源
の宝庫」として定義し，その開発可能性を強調した。こうした定義から，自由意志を尊重し
ようとした Drucker（1954）と比べて，Miles（1965; 1975）ではヒトに対する管理的志向
が強まっていることが見出せる。すなわち，従業員の組織に貢献しようとする意欲を尊重し，
それを促進することに管理の焦点が置かれることになる。人事労務管理から人的資源管理
への移行に伴い，管理原則も統制から育成へと移行した。これに伴って，管理の目的も問題
行動の抑圧から能力の伸長へと変化したが，むしろ人的資源管理は従業員に対する期待を
実現させようとする度合いを強めていると言ってよい20。換言すれば，人的資源管理は，人
事労務管理以上に従業員を経営的に望ましい存在にすることに焦点化された管理なのであ
る。 
 
2.3.2 人的資源管理において画一化された人間観 
人的資源は Drucker（1954）やMiles（1965; 1975）が定義したように，調整・統合・判
断・想像する能力として把握された。こうした点で，人的資源は単なる労働力とは区別され
るものとなる。一方で，Drucker（1954）が強調したような，自らの自由意志をもつ社会的
存在としてのヒトという側面は軽視されるようになった。人的資源の開発可能性が強調さ
                                                   
20 同様の指摘は，先行研究にもある。例えば，黒田（2006, p. 7）では，人的資源管理と
人事労務管理の間には，労働者に対する計画・指揮・統制の活動としての基本的性格に変
化がないとする。その上で，むしろ人的資源管理はヒトの人間性に照準を合わせているこ
とから，その性格（管理的志向）を濃くしていると指摘している。また，岩出（1989, p. 
135）では，人的資源理念を「その本質上，経営の論理が強く滲む労務管理理念と考える
ことができる」と指摘している。 
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れることによって，ヒトの人的資源という側面のみが取り扱われるようになったのである。 
こうした流れのなか，人的資源はあたかもヒトのすべての側面かのように理解されるよ
うになる。この理解には，Miles（1965）による「未開発の資源の宝庫」という定義の影響
が色濃く残っている。そして，このような人間観に立脚することで，人的資源管理の特質が
より鮮明に強調されることになる。 
 
2.4 人的資源管理の特質に対する批判的考察 
人事労務管理との比較では，人的資源管理の特質が単純化されて抽出されていた。それは，
①人間尊重の人間観，②戦略性，③管理者の役割である。こうした単純化された特質のうち，
最も根底にあるのは①人間尊重の人間観である。そのため，人的資源管理の人間観はヒトの
人間性を強調するものとして把握される。 
ただし，これまでの考察からも明らかなように，人事労務管理と人的資源管理には多くの
類似点を見出すことができる。なかには，人間尊重の人間観のように，後者の特質として論
じられるものにすら類似性が認められる21。こうした状況から，人的資源管理は「新しいボ
トルに入った古いワイン（old wine in new bottles）」（Legge, 1995, p. 36）と揶揄される。 
一方で，両者がまったく同じものではない以上，いくつかの決定的な相違点も認められよ
う。こうした相違点は，一般的に論じられる人的資源管理の特質を批判的に考察することに
よって明らかになる。以下では，人間観・管理原則・研究視座の 3点における人的資源管理
の新たな特質について考察する。 
 
2.4.1 人間観に対する批判的考察 
第 1に，人的資源管理の人間観においては，従業員の利害が一元的に扱われている。人的
                                                   
21 特に，人的資源管理のソフト・モデル（ヒトの人間性とその開発可能性を強調するモデ
ル）は，人事労務管理の規範的モデルとほとんど変わりがないとの指摘もある（Legge, 
1995, p. 34）。なお，この指摘にある人事労務管理の規範的モデルとは，この章でも取り
上げた Pigors and Myers（1947; 1956）などを指しているものと思われる。 
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資源管理は，従業員を「組織のニーズと矛盾しない欲求をもつ資源とみなす」（伊藤, 1992, 
p. 117）ことに特徴がある。こうした人間観において，従業員は経営者と同じ利害をもち，
同じ目標を協調しながら達成しようとする。また，このような人間観に伴って，人的資源管
理では施策が正しく設計・運用される限りにおいて，経営者にも従業員にも利益がもたらさ
れることになる。 
こうした従業員の利害に対する理解の背景には，労使関係の変化がある。人的資源管理の
登場によって，労使関係は集団的なものから個別的なものへと移行した。それは同時に，敵
対的な労使関係から協調的な労使関係への移行を示している。人事労務管理においては，労
働者の多様な利害が想定されていた。そのため，多様な利害をもつ労働者集団を経営側と対
置させて，敵対的な関係のなかから交渉によって妥協点を探り合うことに焦点が置かれて
いたのである。一方で，人的資源管理においては，従業員は経営者と同様の利害をもつ存在
とされ，協調的な労使関係が強調される。こうした焦点の移行に対しては，「「暴力」によら
ない「組合つぶし戦略」の展開」（長谷川, 1998, p. 14; 黒田, 2006, p. 5）との理解もある22。 
いずれにせよ，従業員の利害に対する一元的な理解は，「未開発の資源の宝庫」としての
人間観の前提となっている。結局のところ，「人的資源はその資源性に対して価値を見出さ
れるのであって，人間性に対してではない」（Keenoy, 2009, p. 467）のである。すなわち，
人的資源管理の人間観は，ヒトの人間性を強調する一方で，その人間性に資源的価値を見出
そうとする点に特徴をもつのである。こうした特徴の前提となるのが，利害の一元化である。 
 
2.4.2 管理原則に対する批判的考察 
第 2 に，人的資源管理の管理原則においては，従業員に対して個人としての貢献が要求
される。人的資源管理では，利害の一元化に基づいて「管理の力点が集団から個人に比重が
移行する」（黒田, 2006, p. 7）ようになる。同一の利害をもつと仮定された従業員に対して，
                                                   
22 また，人的資源管理においては，従業員参加活動によって「労働者の忠誠心を組合から
企業へと転換させる」（長谷川, 1998, p. 17）との指摘もある。 
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管理者は彼らを個人単位で管理することによってそれぞれの貢献に報いることができるよ
うになる。こうした個人単位での管理を通じて，従業員は個人としての貢献が強く求められ
るようになる。そして，個人単位の管理と人間性を重視した人間観が相まって，従業員は自
己責任で成長し続けることを期待される存在となる。 
Keenoy（2009, p. 455）によれば，人事労務管理では，「受け身的で集産化された労働力
に対する直接的な統制」が管理者に求められた。しかし，人的資源管理では，「より反応の
良い個人化された労働資源を従事させ，動機づけること」が求められるようになる。すなわ
ち，人的資源管理によって従業員は「個人としての遂行性（individualized performativity）」
（Keenoy, 2009, p. 467）が求められるようになるのである。以上のことから，人的資源管
理の管理原則として，個人としての貢献の要求を見出すことができる。 
 
2.4.3 研究視座に対する批判的考察 
第 3に，人的資源管理の研究においても，管理主義の視座に立脚するようになる。人的資
源管理は，人事労務管理以上に従業員に対する期待を実現させようとする管理である。こう
した管理的志向の強化は，管理主義の視座をも強化した。管理主義とは，管理を業績と関連
付ける考え方であり，管理そのものに固有の視座である。そのため，どのような管理にも管
理主義の視座は存在する。人事労務管理にも，管理によって集団としての業績を求める管理
主義を見出すことができる。これに対し，人的資源管理では，集団から個人へと焦点が移行
したことに伴って，管理主義は個人としての貢献（＝業績）を要求するものとなった。 
こうした傾向は，実務だけでなく研究の視座にも影響を与えた。人事労務管理においては，
実務が管理主義の視座に立脚するのに対して，研究はヒトの管理の捉え方を問う知的関心
をもつものとして位置付けられていた。人事労務管理における研究は，ヒトの管理をどのよ
うに分析すべきかを議論の出発点にしていた。そうした研究関心の背後には，ヒトの管理を
正しく捉えることでよりよい管理が導かれるとの期待があった。しかし，人的資源管理にお
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いては，実務と研究の双方が管理主義の視座に立脚するようになる23。管理主義の視座から，
人的資源管理の研究は，従業員をどのように動機づけて統制するのかを議論の出発点にす
る。このように，人的資源管理の登場は，ヒトの管理に関わる研究の視座を変容させた。ヒ
トの管理を扱う学問領域は，知的問題から管理的問題を重視するものへと再構成されたの
である24（Keenoy, 2009, p. 465）。 
研究視座の変容に伴って，人的資源管理研究は，ヒトの管理に関わる問題を一手に引き受
けた研究領域となった。また，こうした研究対象の拡大によって，人的資源管理は「あらゆ
る管理的人事（all managerial personnel）を含んでいる」（長谷川, 1998, p. 18）用語とし
て世界的に普及した25。現在では，ヒトの管理に関するあらゆる問題が人的資源管理という
用語に内包されるようになっている26。 
また，ヒトの管理に関するあらゆる問題を内包するようになった人的資源管理研究は，そ
れらの諸問題を理論的枠組みに統合することを目指すようになる。その際に強調されたの
が，戦略性であった。また，人的資源管理に対しては，戦略性が強調されることで，その結
果生じる組織的な成果が要求されるようになった27。すなわち，研究における管理主義は，
                                                   
23 人的資源管理の研究においては，実務と同様に管理主義の視座に立脚したがゆえの問題
が生じている。実務と同じ視座に立脚して提示された理論は，必ずしも実務において参照
されている訳ではない（櫻井・浦野, 2014, p. 97）。この問題は「研究と実務の乖離」と呼
ばれ，研究における喫緊の課題とされている（e.g. Rynes et al., 2007）。 
24 この章でも取り上げた Guest（1987）や Storey（1992）における比較は，「人事労務管
理の記述的実践と，人的資源管理の規範的向上心という暗黙の対比を示す」（Legge, 1995, 
p. 36）との指摘もある。すなわち，人事労務管理研究が記述によって分析方法を示そうと
したのに対し，人的資源管理研究は管理方法を規範として示そうとしたのである。人事労
務管理と人的資源管理の比較は，それぞれの研究視座も明確に対比させていたと言える。 
25 既述のように，人的資源管理では労使関係に焦点が置かれていない。それにもかかわら
ず，日本の人的資源管理の教科書では，1章分を割いて労使関係が論じられていることが
多い（e.g. 経営能力開発センター, 2009, 第 9章; 澤田ほか, 2009, 第 14章; 奥林ほか, 
2010, 第 11章; 上林ほか, 2010, 第 10章）。また，同様の傾向は海外の教科書にも見られ
る（e.g. Bratton and Gold, 2007, Ch. 11）。このような事実は，研究者によって「人的資
源管理（あるいは，HRM）」に内包されるものが異なっていることを示している。 
26 こうした人的資源管理の用いられ方について，Keenoy（1999, p. 9）は人的資源管理と
いう用語が何を意味するのかについて合意を得ることは不可能なままであると指摘する。 
27 ヒトの管理が組織の成功／失敗に直接影響を与えることが認識されるようになった背景
には，行動科学の積極的な役割もあったとされる（岩出, 1989, pp. 134-135）。 
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戦略性とその成果を要求することで戦略的人的資源管理の発展の土台を築いたのである。 
その一方で，研究における管理主義は，幅広いコンテクストと利害を周辺に追いやること
にもなった（Keenoy, 2009, p. 465）。人的資源管理は，その特質として人間尊重の人間観を
もつものとされていた。しかし，管理主義に立脚した研究は，ヒトの人間性を把握するため
に必要なコンテクストや利害を見過ごし，従業員の戦略的な資源性を重視した枠組みを提
示するようになる。 
 
2.5 小括 
この章では，まず人事労務管理と人的資源管理の比較によって，人的資源管理の特質を明
らかにした。その結果，①人間尊重の人間観，②戦略性，③管理者の役割，という 3つの人
的資源管理の特質が見出された。ただし，その後の考察において人事労務管理と人的資源管
理の人間観の違いを検討すると，①人間尊重の人間観は必ずしも人的資源管理に固有の特
質ではなかった。むしろ，人的資源管理の人間観として特徴的なのは，ヒトの人間性を強調
する点ではなく，ヒトの人間性に資源的価値を見出そうとする点であった。 
こうした固有の人間観を手掛かりに，この章では人的資源管理の特質を批判的に考察し
た。その結果，人的資源管理の新たな特質として見出されたのは，①従業員の利害の一元化，
②個人としての貢献の要求，③管理主義，の 3つである。こうした新たな特質を備えること
により，人的資源管理は人事労務管理と区別される新たな管理パラダイムとなる。 
ただし，批判的考察によって見出された人的資源管理の新たな特質は，人的資源管理の課
題も提示する。それは，資源的価値に結びつけることが難しいヒトの人間的側面を見落とし
ていることである。確かに，人的資源管理の特質の 1つは人間尊重の人間観にあった。しか
し，人的資源管理の人間観における人間尊重の精神は，資源的価値に結びつけることが可能
な人間的側面のみに限定されている。そのため，人的資源管理研究では，資源的価値を見出
しにくいヒトの人間的側面をも対象とした管理についての理論構築が課題となる。しかし，
この課題は戦略的人的資源管理の登場によって，研究関心を払われなくなる。  
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第 3章 戦略的人的資源管理の枠組み 
 
この章では，人的資源管理の枠組みにおける従業員の位置付けを明らかにする。第 2 章
の考察から，人的資源管理の人間観の特徴は，ヒトの人間性を強調する点ではなくヒトの人
間性に資源的価値を見出そうとする点にあることが明らかとなった。しかし，人的資源管理
の普及に伴ってこうした特徴的な人間観も疑問視されなくなり，従業員は操作可能な対象
と見なされるようになる。 
このような傾向を推し進めることになった一因は，戦略的人的資源管理の登場である。戦
略的人的資源管理とは，人的資源管理の理論的土台を戦略との関連によって論じる枠組み
である。この枠組みでは，人的資源管理の特質である戦略性が強調される。また，それに伴
って，ヒトの人間性に資源的価値を見出そうとする人間観はますます自明視されるように
なる。 
以下では，戦略的人的資源管理の登場とその後の展開を概観し，人的資源管理研究におい
て従業員がどのように位置付けられているのかについて考察する。 
 
3.1 初期の戦略的人的資源管理 
人的資源管理の理論的基礎となったのは，人的資本理論（Human Capital Theory）と行
動科学（Behavioral Science）である（岩出, 1989, p. 98;岡田, 2008, pp. 142-144）。人的資
本理論では経済的資源としてヒトを捉え，行動科学では成長欲求をもつ存在としてヒトを
捉える。この 2つの理論を背景に，人的資源管理は「経済資源としての人間重視」と「人間
的存在としての人間重視」という 2 重の意味での人間重視の理念を含むものとなった（岩
出, 1989, p. 134）。 
その後，人的資源管理の戦略性を強調する理論的枠組みとして戦略的人的資源管理が登
場する28。この戦略的人的資源管理の土台となった研究には，Miles and Snow（1978; 1984）
                                                   
28 戦略的人的資源管理が登場する背景には，コンティンジェンシー理論（Contingency 
34 
 
や Galbraith and Nathanson（1978）がある。この 2つの研究は，組織の環境適応につい
て人的資源管理システムも含めて論じた研究である。 
そして，これらの研究を土台として，戦略的人的資源管理を題した最初の研究であるミシ
ガン・グループの研究が登場する。また，これと並んでハーバード・グループの研究も登場
する。これら 2 つのグループの研究によって提示された枠組みは，その後の人的資源管理
研究に対して大きな影響を及ぼしている。 
 
3.1.1 組織の環境適応における人的資源管理システム 
Miles and Snow（1978; 1984）と Galbraith and Nathanson（1978）は，どちらも組織
の環境適応について論じた研究である。両者に共通するのは，環境適応における組織過程と
して人的資源管理システムの重要性を強調したことである。 
Miles and Snow（1978; 1984）は，組織の環境適応において，組織の戦略，構造，過程，
および管理理論が，相互にどのような関連を示すのかについて論じたものである。これらの
関連を示すために，戦略的選択（strategic choice）が中心的概念として用いられている。経
営者による戦略的選択は，組織と環境の関係を規定する。Miles and Snow（1978）は，企
業の戦略とそれに適合する組織構造・過程を，防衛型，探索型，分析型の 3つに類型化する
29。さらに，Miles and Snow（1984）はそれら 3つの類型について人的資源管理システム
を含めて考察している（表 3-1）。ここでの人的資源管理システムは，人的資源戦略，採用・
選抜・配置，人員計画，教育訓練，業績評価，報酬の 6つの項目によって構成されている。 
また，Miles and Snow（1978）では，既述のMiles（1965; 1975）による人的資源モデ
ルに基づき，3つの戦略類型と管理理論の関連について論じている。表 2-7にある管理の代 
                                                   
Theory），競争戦略論（Competitive Strategy theory），資源ベース理論（Resource-
Based View）の影響があるとされる（岩出, 2002, pp. 41-55; 松山, 2005, pp. 27-48）。 
29 Miles and Snow（1978）による類型化には，防衛型，探索型，分析型の 3つに加えて
受身型も存在する。しかし，受身型は戦略と構造の適合を欠いた組織とされるため，それ
ぞれの類型における適合関係を示した表 3-1には記載されていない。 
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替的理論のうち，伝統的モデルと人間関係モデルは防衛型（および受身型）との関連が，人
的資源モデルは分析型と探索型との関連が見出される。伝統的モデルあるいは人間関係モ
デルの管理理論をもつ経営者は，探索型の組織を効率的に率いることは困難となる。一方で，
人的資源モデルの管理理論をもつ経営者は，分析型と探索型だけでなく，防衛型の組織を率
いることができる。このようなMiles and Snow（1978）による考察は，人的資源モデルの
優位性を強調したものとして理解できる。 
Galbraith and Nathanson（1978）は，戦略と組織構造・過程の適合において，戦略の実
行プロセスとしての人的資源管理システムを論じた研究である（Tichy et al., 1982, p. 48）。
Galbraith and Nathanson（1978）では，コンティンジェンシー理論が組織における組織構
造以外の側面を十分に論じてこなかったとして，組織過程に強調点を置く。そのため，組織
デザインの変数として戦略と組織構造だけでなく組織過程も取り上げ，それら 3 つの適合
が達成されれば有効な財務実績が導かれることを強調する。ここで組織過程として論じら
れるのが人的資源管理システムである（表 3-2）。この表では，5つの組織タイプごとに，適
合関係にある戦略，組織構造，組織過程（人的資源管理システム）が取り上げられている。 
また，Galbraith and Nathanson（1978）は，マクロな視点からそれぞれの組織タイプに
おける適合について論じたものであるため，人間観について詳細に論じている訳ではない。
ただし，それぞれの組織タイプの適合関係に人的資源管理システムを含めていることから，
Galbraith and Nathanson（1978）は従業員レベルの成果を通じて組織業績がもたらされ
ることを暗黙裡に想定していると言えよう。すなわち，Galbraith and Nathanson（1978）
における従業員は，人的資源管理システムというインプットに対して，組織業績に結び付く
何らかの成果をアウトプットとしてもたらす存在として捉えられているのである。 
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3.1.2 ミシガン・グル―プとハーバード・グループの人的資源管理 
Galbraith and Nathanson（1978）の研究を土台として，Tichy et al.（1982）および
Fombrun et al.（1984）が登場する30。これらの研究は，ミシガン大学の Tichyを中心とし
た研究だったことから，ミシガン・グループ（もしくは，ミシガン学派）による研究と呼ば 
                                                   
30 筆者の知る限りでは，戦略的人的資源管理という用語の初出は Thicy et al.（1982）で
ある。Thicy et al.（1982）は，論文のタイトルとして Strategic Human Resource 
Managementという表現を用いている。 
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れる（伊藤, 1991, p. 70）。 
Fombrun et al.（1984）では，企業戦略・組織構造・人的資源管理の適合を強調し，人的
資源管理を戦略的経営の構成要素の１つとして位置付けている（表 3-3）。この表は，
Galbraith and Nathanson（1978）の人的資源管理システムを，人的資源サイクルに基づい
て構成し直したものである。人的資源サイクルとは，すべての組織において人事担当者が行
っている一般的な機能であり，人的資源管理が業績に結び付くプロセスを概念化したもの
である（図 3-1）。この図では，人的資源管理を選抜・評価・報酬・開発の４つの機能に分類
し，その機能間の相互作用によって業績が得られるとしている。この図にある業績は 4 つ
の機能の従属変数として位置付けられ，個人レベルと組織レベルの両方を含んだ概念とし
て扱われている（伊藤, 1991, p. 74）。 
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Tichy et al.（1982）および Fombrun et al.（1984）は，戦略実行のツールとして人的資
源管理システムを位置付けた研究である。これらの研究でも，従業員は人的資源管理という
インプットに対して，個人・組織レベルの業績をアウトプットとしてもたらす存在として位
置付けられている。その一方で， Tichy et al.（1982）および Fombrun et al.（1984）の人
間観には，行動科学の影響が見出せる。例えば，これらの研究において従業員に対する報酬
として考えられているのは，金銭・昇進・雇用保障だけではない。キャリアの機会，フィー
ドバック，幸福感，責任，同僚からの賞賛や尊敬，同僚との親交なども，従業員に対する報
酬に含められている。こうした報酬の概念から，成長欲求や社会的欲求をもつ人間観が前提
とされていることがわかる。 
以上のようなミシガン・グループと比肩する研究として，ハーバード・グループ（もしく
は，ハーバード学派）の研究がある。これは，Harvard Business School のMBA課程にお
ける必修科目の新設のために，同校の研究者らがリーディングス（Beer and Spector, 1985），
ケース・ブック（Beer et al., 1985），テキスト（Beer et al., 1984）の教材 3部作を完成さ
せたことに由来する（山口, 1992, p. 267）。 
Beer et al.（1984）は，ゼネラル・マネジメントの視点から人的資源管理システムの統合
を論じた研究である。かつての人事労務管理は人事担当者によって担われており，ヒトの管 
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理にゼネラル・マネジャーの視点は含まれていなかった。そのことに対する反省から，Beer 
et al.（1984）では，ゼネラル・マネジメントの視点から人的資源管理を論じている。この
研究で提示された枠組みは，ステークホルダーの利害と状況要因に影響を受けた人的資源
管理施策の選択が，従業員レベルでの成果を経由して組織に長期的な成果をもたらすとい
うものである（図 3-2）。ゼネラル・マネジメントの視点に立脚すれば，人的資源管理の活動
は従業員の影響力，人的資源フロー，報酬システム，職務システムの４つの領域に分類され
る。この 4つの領域間に適合が保たれることで，社会的資本（social capital）としての従業
員の成果を引き出すことが可能となる。 
この図において，人的資源管理施策の決定要因はステークホルダーの利害と状況要因の 2
つである。ゼネラル・マネジャーは，この 2つの要因と適合するような人的資源管理施策を
選択しなければならないとされる。その結果，従業員レベルの成果（コミットメント，能力，
調和，コスト効果性）と，長期的な成果（個人の福祉，組織の効果性，社会の福祉）がもた
らされることが仮定される。 
また，人的資源管理施策については，3つの適合タイプが示されている（表 3-4）。この表
では，それぞれのアプローチごとに人間観が示されている。官僚主義的アプローチでは，従 
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業員は組織の権威に従属する部下として捉えられる。市場的アプローチでは，従業員は自ら
の利益を追求する契約者として捉えられる。家族的アプローチでは，従業員は共有された信
条・価値観や高いコミットメントをもつ組織のメンバーとして捉えられる。これらの 3 つ
のアプローチのうち，高コミットメントをもたらす人的資源管理システムを用いる家族的
アプローチの有用性が高いとされる。ここでは，高コミットメントが高い生産性をもたらす
ことが仮定されている。一方で，そのような高コミットメンをもたらす人的資源管理務シス
テム（もしくは，家族的アプローチ）は，ステークホルダーの利害や状況要因と適合するこ
とで効果を発揮するものであり，他の 2 つのアプローチと比べて絶対的に優位なシステム
ではないとする。 
Beer et al.（1984）は，アメリカ企業の競争力回復の手段として人的資源管理システムを
位置付けたものである。従業員を社会的資本と捉え，そのメンテナンスが不十分であれば質
が低下するとしている。また，従業員がもたらす影響について設計・管理することを中心に
据えている。ただし，この研究において従業員はモノと同一視される（岡田, 2008, pp. 264-
265）。従業員個々の目標や欲求の多様性に対する配慮もなく，ヒトの人間性は軽視されて
いる。この傾向は，図 3-2にも見出せる。この図では，従業員をステークホルダーの一員と
見なす一方で，彼らを一括りの存在として扱っている。これらのことから，Beer et al.（1984）
の人間観は，ヒトの人間性に資源的価値を見出そうとする人的資源管理の人間観と同様の
ものであると指摘できる。 
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3.1.3 戦略的人的資源管理の構成要素 
以上のような初期の戦略的人的資源管理の枠組みには，3 つの構成要素が共通している。
それは，戦略，人的資源管理システム，業績である。また，この 3つの要素間の関係は，戦
略→人的資源管理システム→業績という線型的な因果関係として捉えられている。すなわ
ち，戦略とそれによって規定される人的資源管理システムとの適合関係が達成されれば，
（個人レベルと組織レベルの両方を含む）高い業績がもたらされることが仮定されている
のである。また，それぞれの枠組みにおいて，人的資源管理システムを構成する施策間にも
適合関係が仮定されている。そして，それぞれの組織タイプやアプローチごとに適合関係に
ある施策が例示されている。 
また，戦略的人的資源管理を構成する要素のうち，業績については 2 つのレベルが想定
されている。1つは従業員個人レベルの業績で，Beer et al.（1984）では 4つの C（コミッ
トメント，能力，調和，コスト効果性）が取り上げられている。もう 1つは，組織レベルの
業績である。これに関しては，Galbraith and Nathanson（1978）では財務実績が，Beer 
et al.（1984）では 3つの長期的な成果（個人の福祉，組織の効果性，社会の福祉）が取り
上げられている。この 2つのレベルの業績の関係性は，従業員レベルの業績（の集積）が組
織レベルの業績を規定するとされている。 
以上のような戦略―人的資源管理システム―業績の関係性から，戦略的人的資源管理は以
下の 3つの特徴をもつ枠組みであると定義できる（小林, 2014, p. 65）。第 1に，戦略と人
的資源管理システムとの適合である。これは垂直的適合（vertical fit）あるいは外的適合
（external fit）と呼ばれ，戦略が人的資源管理システムを規定する関係が前提とされる。第
2に，人的資源管理システム内における施策間の適合である。人的資源管理システムを構成
する様々な施策の間にも適合が前提とされる。これは，水平的適合（horizontal fit）あるい
は内的適合（internal fit）と呼ばれる。第 3に，業績への寄与である。戦略的人的資源管理
では，垂直的適合と水平的適合を達成することで組織業績が向上するとされる。 
この 3 つの特徴のうち，第 3 の特徴はとりわけ重要となる。戦略的人的資源管理は人的
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資源管理システムをマクロ的アプローチによって捉える枠組みであるため，人的資源管理
システムが影響を及ぼす対象を必要とする。その対象となる業績は，戦略的人的資源管理の
枠組みの存在理由に関わるものであるとされる（岩出, 2013, p. 73）。 
以上のように，戦略的人的資源管理においては，戦略，人的資源管理システム，業績（従
業員レベル，組織レベル）の 3つが主要な構成要素となる。これらの構成要素は，戦略を筆
頭に，人的資源管理システム，従業員レベルの業績，組織レベルの業績の順に影響が及んで
いく。このような人的資源管理システムをマクロ的アプローチによって捉えるところに，戦
略的人的資源管理の最大の特徴がある31（岩出, 2002, p. 59）。 
また，戦略的人的資源管理の枠組みでは，ヒトの人間性に資源的価値を見出そうとする人
的資源管理の人間観に立脚して従業員を捉えている。この枠組みにおける従業員は，同じ利
害をもつ一括りの存在として扱われ，人的資源管理というインプットに対するアウトプッ
トとして個人・組織レベルの業績をもたらすことが所与とされる。従業員がインプットに対
して期待されるアウトプットをもたらすかどうかは，2つの適合にかかっている。すなわち，
垂直的適合と水平的適合を満たした人的資源管理システムによって，期待通りの個人レベ
ルの業績がもたらされると仮定されるのである。 
このように，戦略的人的資源管理の枠組みにおいて，従業員は過度に単純化された存在と
して扱われている。また，従業員が期待された（個人レベルの）業績をもたらすかどうかは
2つの適合にかかっているとされるため，従業員の存在感はますます小さくなっている。一
方で，従業員個人レベルの業績とその集積としての組織レベルの業績の存在が強調される。 
 
3.2 統計的検証とその批判 
1980 年代に戦略的人的資源管理が登場して以来，戦略→人的資源管理システム→業績と
いう因果関係が人的資源管理研究の前提となった。その後，1995 年頃を契機として戦略的
                                                   
31 これに対し，戦略的人的資源管理が登場する以前の人的資源管理は，人的資源管理の個
別の施策と従業員レベルでの業績に着目したミクロ的アプローチとして位置付けられる。 
44 
 
人的資源管理の枠組みを統計的に検証する研究が登場した（e.g. Arthur, 1994; MacDuffie, 
1995; Huselid, 1995; Delery and Doty, 1996）。これらの研究の争点は，①垂直的適合，②
水平的適合，③業績への寄与の 3つを検証することにあった。 
 
3.2.1 初期の統計的検証 
統計的手法を用いた検証は，1995 年頃を契機として数多く登場した。そのなかでも，と
りわけ影響力のある草分け的な研究が Huselid（1995）である（Kaufman, 2010, p. 287）。
Huselid（1995）は，高業績作業システム（High Performance Work Systems; HPWS）の
有効性を検証しようとした研究である。Huselid（1995, p. 643）は人的資源管理が業績に
対して与える影響の大きさ（回帰係数）を主効果（main effect）と呼び，その検証に取り組
んだ（Kaufman, 2010, p. 293）。この研究では，①垂直的適合，②水平的適合，③業績への
寄与の 3 つに応じた仮説が設けられ，アメリカの上場企業 968 社を対象として検証が行わ
れた。検証では，従業員の技能と組織構造および従業員の動機づけの 2 つの因子に分類さ
れる高業績作業システム，水平的適合，垂直的適合が独立変数とされた。また，離職率，生
産性，財務実績（トービンの q，総資本利益率）が従属変数とされた。その結果，高業績作
業システムは離職率・生産性・財務実績に対して正の影響をもたらすことが確認された。ま
た，水平的適合や垂直的適合の尺度は開発途上であるものの，少なくともHuselid（1995）
の検証ではそれらの適合と業績の関係性は十分に確認されなかった。すなわち，これらの結
果は高業績作業システムの有効性を支持する結果となったのである。 
Huselid（1995）以外にも，同様の研究がある。Arthur（1994）はアメリカにある 30の
小製鋼所を対象として，2つの人的資源管理システムと業績の関係性を検証した。検証では，
コミットメント型とコントロール型の 2 つに類型化された人的資源管理システムや離職率
が独立変数とされた。また，製造業績として労働時間と鉄くず発生率が従属変数とされた。
その結果，コミットメント型の人的資源管理システムは製造業績に対してコントロール型
よりも有意かつ高次の影響を与えていることが確認された。 
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さらに， MacDuffie（1995）は，世界各国にある 62の自動車組立工場を対象として，人
的資源管理施策の束と業績の関係性を検証した。検証では，バッファーの使用と作業システ
ムと人的資源管理施策の 3 つを独立変数とした。また，労働生産性と品質を従属変数とし
た。さらに，この 3つの指標に基づいてクラスター分析を行い，生産組織を大量生産型，移
行型，フレキシブル生産型の 3つに類型化した。その結果，人的資源管理施策は個別の時よ
りも束となった方が組織業績に与える影響が強いことが示された。また，チームを基準とし
た作業システムとハイ・コミットメント型の人的資源管理施策を採用するフレキシブル生
産型の生産組織は，他よりも常に高い業績を示すことが明らかとなった。 
216の銀行を対象とした Delery and Doty（1996）は，垂直的適合と水平的適合に関する
3つのパースペクティブの有効性を検証した。3つのパースペクティブとは，特定の人的資
源管理施策が常に他よりも高業績をもたらすと考える普遍的（universalistic）パースペク
ティブ，垂直的適合を重視するコンティンジェンシー・パースペクティブ，垂直的適合に加
えて水平的適合も重視するコンフィギュレーショナル・パースペクティブである。検証では，
内部昇進機会，教育訓練，成果に基づく評価，雇用保障，経営参加，職務記述書，利益分配
制度が独立変数とされた。また，ROA と ROE が従属変数とされた。その結果，成果に基
づく評価と ROA・ROEの間と，利益分配制度と ROA・ROEの間にそれぞれ正の関係性が
認められた。また，雇用保障は ROAとの間に正の関係性が認められた。以上の検証結果は，
3つのパースペクティブのなかでも普遍的パースペクティブを支持している。この検証によ
って有効性が確認された成果に基づく評価，利益分配制度，雇用保障は，ハイ・コミットメ
ント型の人的資源管理施策と共通するものでもある32。 
以上の統計的検証におけるそれぞれの人的資源管理システムと業績を整理すると，以下
のようになる（表 3-5）。この表からも明らかなように，初期の統計的検証はそれぞれが独
                                                   
32 例えば，Pfeffer（1998, pp. 64-65）は，ハイ・コミットメント型の人的資源管理施策と
して，①雇用保障，②選択的採用，③自己管理チームと分権的意思決定，④組織成果に応
じた高い報酬，⑤従業員に対する広範な教育訓練，⑥地位による賃金格差等の除去，⑦業
績情報の組織的共有，の 7つを取り上げている。 
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自の尺度を用いていた。これらの検証において独立変数に用いられる人的資源管理システ
ムは，大まかにはハイ・コミットメント型に分類される。しかし，測定項目はかなり多様で
あり，これらを統合して扱うことは難しい。また，従属変数となる業績には，さらに多様な
尺度が用いられている。例えば，製造業の企業・工場を対象にした Arthur（1994）と
MacDuffie（1995）では，作業組織における労働生産性と鉄くず発生率，品質が業績として
扱われている。これに対し，銀行を対象とした Delery and Doty（1996）では，ROAや ROE
などの財務実績を業績としている。また，多業種の上場企業を対象としたHuselid（1995）
では，財務実績に加えて離職率と生産性が業績として扱われている。 
これらの従属変数に共通しているのは，数値化されやすい尺度が用いられていることで
ある。ここで業績とされているのは，労働時間，鉄くず発生率，労働生産性，品質，離職率，
財務実績（ROE や ROA を含む）である。これらは，組織の効率性という観点から「多け
れば多いほど（あるいは，少なければ少ないほど）良い」ことが明確な尺度であり，研究者
が自ら測定する必要のないものである。 
初期の統計的検証は，人的資源管理システム→業績という因果関係を証明することを目
的の 1つとしていた。確かに，これらの検証結果を広義に捉えて集約すれば，これらの研究
は共通してハイ・コミットメント型の人的資源管理施策が多様な業績に対して正の影響を
もつことを示していたと言える。しかし，それぞれの尺度が異なるために，これらの研究に
おける検証結果を単純に比較することは難しい。また，それぞれの検証に用いられていた重
回帰分析では，因果関係を確定するような論拠を得ることが難しい33。そのため，これらの
研究が提示できたのは，人的資源管理システムと業績の因果関係というよりも，むしろ関連
性についての論拠であったとされる（Guest, 2011, p. 3）。 
以上の検証結果は，①垂直的適合，②水平的適合，③業績への寄与の 3つの争点のうち，
特定の人的資源管理システムによる③業績への寄与を支持していた。そのため，人的資源管 
                                                   
33 回帰分析は，予測のために変数間の相関関係から回帰係数を推定する分析であり，変数
間の因果関係を証明するものではない。 
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理研究の関心は，人的資源管理システムと業績の関連性に向けられることになった34。 
 
3.2.2 検証に対する批判 
Huselid（1995）に代表される統計的検証が登場して以来，人的資源管理システムが業績
に与える影響（HRM-Performance link）は，人的資源管理研究の中心的な研究課題となっ
た（Purcell and Kinnie, 2007）。しかし，その検証は，以下の 3つの問題のために行き詰っ
ている。 
第 1に，概念の定義とその測定方法が曖昧なことである。まず，人的資源管理システムに
関しては，システムを構成する施策についての認識が統一されていない。表 3-5にもあるよ
うに，親睦会の開催数や従業員構成，提案が実行された程度，定期的な意識調査や採用テス
トの有無など，それぞれの検証において独特な尺度が用いられている。また，業績に関して
も，作業組織レベルでの業績（労働時間，鉄くず発生率）や企業レベルでの財務実績が等し
く従属変数として扱われている。また，従属変数には，労働生産性，品質，離職率などのよ
うに，従業員個人レベルの成果と見なせる尺度も含まれている。以上のような多様な尺度が，
同じ人的資源管理システムおよび業績として扱われている。そのために，当該概念に含まれ
るべきものが何で，それがどのように測定されるべきかについて合意が形成されていない
のである（Legge, 2001, p. 25）。 
第 2 に，人的資源管理システムと業績の因果関係を特定する方法が確立されていないこ
とである。人的資源管理システムと業績の因果関係は相関から推論されたものであって，技
術的に検証されている訳ではない（Legge, 2001, p. 28）。よって，因果の向きが逆に機能し
ていると推論することもできる。例えば，企業は高業績になるほどハイ・コミットメント型
の人的資源管理システムを導入する傾向にあるという考察も成立するのである。また，検証
                                                   
34 ただし，高業績作業システムの普遍的な影響力が支持される一方で，戦略的人的資源管
理の枠組みはコンティンジェンシー要因にも微弱な影響力を認めている。Kaufman
（2010, p. 290）は，そのような枠組みを「弱いコンティンジェンシー（weak 
contingency）」と呼ぶ。 
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においては，客観性の尺度として財務実績が用いられることも多い。しかし，企業の財務実
績は人的資源管理施策以外の要因にも大きく左右されるものであり，人的資源管理施策の
みによって影響を受ける訳ではない（木村, 2007, p. 71）。実験室での実験とは異なり，人的
資源管理システムと業績の因果関係は他の要因の影響を制御して検証することができない。
また，どの時点の財務実績をデータとして用いるべきかの判断が難しいという問題もある。
人的資源管理施策が財務実績に結び付くまでには，数か月から数年におよぶ歳月を要する
ためである。 
第 3 に，分析レベルと対象に関する合意が得られていないことである。検証結果から得
られる知見は，調査対象を工場レベル，事業（単位）レベル，企業レベルのどれに設定する
のかによって異なる（Legge, 2001, pp. 27-28）。工場レベルでは企業としての財務実績に与
える影響を検証することはできない一方で，企業レベルでは個人レベルの業績との関係性
を検証することができない。すなわち，すべての問題を解消できる分析レベルが存在しない
のである。また，業績に対する影響が検証の焦点となったために，様々な要因が分析対象か
ら外されたことも問題視されている。例えば，特定の人的資源管理施策の普遍的な有効性が
支持されたことで，管理に伴うコンテクストの違いは問われないままとなっている。また，
人的資源管理施策の有無のみが検証の対象とされたために，従業員や従業員同士，あるいは
上司―部下間などコンフリクトが強調されなくなっている（Janssens and Steyaert, 2009, 
p. 145）。 
以上の 3 つの問題のために，人的資源管理研究は，人的資源管理システムが業績に影響
を与えている（もしくは，それらの間に因果関係がある）と言える立場にはまだないとされ
る（Guest, 1997, p. 274）。しかし，だからといって人的資源管理システムと業績の間に因
果関係が存在しないとも断言することはできない。統計的手法では因果関係を厳密に特定
できないのと同様に，人的資源管理システムと業績の間に因果関係がないことも証明でき
ないからである。このように，統計的検証は解決が困難な課題を抱えているのである。 
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3.2.3 新たな課題としてのブラックボックス問題 
統計的検証に対する様々な批判を受けて，人的資源管理研究の研究課題は人的資源管理
システムが業績に影響を与えるメカニズムの解明へと移行した。このメカニズムをブラッ
クボックスに見立て，この研究課題はブラックボックス問題（black box problem）とも呼
ばれる（Becker and Gerhart, 1996, p. 793; Paauwe, 2009, p. 131; Wright et al, 2003, p. 
21）。 
人的資源管理システムと業績の間の因果関係は厳密に証明することができない。しかし，
業績に至る経路を特定できれば説得的にそれらの関係を示すことはできる。そのため，人的
資源管理研究では，人的資源管理システムと財務実績を媒介する変数を特定することが要
求されるようになった。その際に着目されたのが，これまで軽視されてきた従業員の存在で
ある。 
 
3.3 人的資源管理が業績に影響するメカニズム 
ブラックボックス問題を解明するための手掛かりとなったのは，従業員の存在であった。
これまでの検証では，従業員はまったく無視されるか，個人レベルの業績として変数化され
るかのどちらかであった。しかし，ブラックボックス問題の解明に研究関心が移行するのに
伴い，人的資源管理に対する従業員の反応に分析の焦点が当てられることになった（Guest, 
2011, p. 5）。 
 
3.3.1 媒介変数としての従業員 
Boxall and Purcell（2003）は，AMO（Ability, Motivation, Opportunity）モデルとして
知られるアプローチを提唱した。AMOモデルとは，従業員個人レベルの業績を能力，動機
づけ，（表現の）機会の 3つの関数として説明するものである。このモデルをブラックボッ
クスのなかに当てはめることで，Boxall and Purcell（2003）は人的資源管理システムと業
績の間のメカニズムを説明した。AMOを高めるために設計された人的資源管理システムは，
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従業員の潜在能力と自発的な努力を高め，従業員の努力に対する組織的な対応を改善する。
そして，それが結果的に従業員個人レベルおよび組織レベルの業績を改善するのである。 
Bowen and Ostroff（2004）は，媒介変数として風土の強さ（climate）を提示した研究で
ある。この研究では，人的資源管理システムのメタ特性として人的資源管理システムの強さ
という概念を導入し，それが強い風土を生み出すとする。風土の強さには，従業員個人にと
っての心理的風土と，そこから生じる組織風土が含まれる。強い風土において，従業員は何
が重要でどのような行動が期待されているのかについての理解を共有する。この研究の含
意は，風土の強さに着目することで，ブラックボックスのなかにコンテクストと従業員の知
覚を取り込んだ説明図式を提示したことにある。風土の強さは，従業員間の知覚のバラつき
を弱める効果をもつコンテクストとして仮定される。Bowen and Ostroff（2004）は，人的
資源管理システムと業績の間のブラックボックスに，（コンテクストとしての）風土→従業
員の知覚→従業員行動というメカニズムを提示したのである。 
Purcell and Hutchinson（2007）は，媒介変数としてリーダーシップ行動に着目した。こ
の研究では，人的資源管理システムと業績の間のメカニズムに 6 つの段階を設けた。それ
は，意図された人的資源管理システム→実行された人的資源管理システム→知覚された人
的資源管理システム→従業員態度→従業員行動→（ユニット・レベルの）組織業績，という
ものである。この 6 つの段階のうち，現場のマネジャーによるリーダーシップ行動は実行
された人的資源管理システムの段階に相当する。すなわち，人的資源管理システムに込めら
れた意図と，それに対する従業員の知覚を媒介する変数として，リーダーシップ行動を提示
したのである。 
以上のようなブラックボックスのなかの様々な論点を内包して，Purcell and Kinnie
（2007: p. 544）では，人的資源管理システムが業績に影響を及ぼすまでのメカニズムにつ
いての枠組みが提示される（図 3-3）。この枠組みでは，設計者によって意図された人的資
源管理システムが現場のマネジャーのリーダーシップを通じて実践され，それが従業員の
知覚に対して影響を及ぼす。そして，その知覚が従業員の態度と行動へと影響を与える。個 
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人レベルの業績は，従業員行動の次元に含まれる。最後に，従業員行動が時間を伴って組織
レベルの業績へと結び付く。また，こうしたメカニズム全体に対して，作業戦略と組織文化
がコンティンジェンシー要因として影響を及ぼしている。 
 
3.3.2 戦略的人的資源管理の課題 
ブラックボックスの解明により，戦略的人的資源管理の枠組みにおいて軽視されてきた
従業員の存在に光が当てられるようになった。ブラックボックスのなかに従業員の知覚・態
度・行動が見出され，それらを媒介して人的資源管理システムは組織業績へと影響を及ぼす
ことが示されたのである。 
ブラックボックスの解明は，人的資源管理システムと業績の間に新たな媒介変数を見出
し，それらの関係性を特定することで一定の貢献を果たした。だが，そうした変数間の関係
がどのようにして生じるのかを十分に説明することはできない。人的資源管理システムの
成功は，従業員がそれを受容するかどうかにかかっているとされる（岩出, 2013, p. 77）。し
かし，従業員の知覚・態度・行動のみに着目しても，従業員がなぜ・どのように人的資源管
理を受容するのか（あるいは，しないのか）について明らかにすることは困難となる。 
この問題は，これらの研究の人間観に起因している。これらの研究は，従業員の捉え方に
おいて人的資源管理の人間観を継承している。初期の戦略的人的資源管理では，垂直的適合
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と水平的適合を満たした人的資源管理システムによって，期待通りの個人レベルの業績が
もたらされると仮定された。従業員は成長欲求や社会的欲求をもつと仮定する一方で，そう
したヒトの人間性に資源的価値を見出していたのである。また，初期の統計的検証では，従
業員の存在はほとんど取り上げられることがなかった。しかし，ブラックボックス問題へと
研究関心が移行することで，従業員の知覚・態度・行動が取り上げられるようになった。こ
れらの研究に共通するのは，人的資源管理（インプット）に対して個人・組織レベルの業績
（アウトプット）をもたらす存在として従業員を位置付けていることである。こうした従業
員の捉え方では，ヒトの人間性を十分に論じることは難しい。これらの研究の枠組みでは，
従業員がどのような感性をもち，どのような判断をし，それがどのような行動に結び付いた
のかについて説明することができないためである。 
人的資源管理システムが与える影響は，最終的に業績に結び付くものに限定されて検証
されてきた。この枠組みに即したままでは，従業員の多様な感性を検証することは困難とな
る。また，人的資源管理がもたらす業績におけるあらゆる利益は，従業員の積極的な反応の
結果によるものというよりもむしろ，彼らを犠牲にすることで得られたものだとの指摘も
ある（Guest, 2011, p. 5）。この指摘が正しければ，人的資源管理システムがもたらす高い
組織業績は，従業員の感性を無視することで成り立っているとも言える。ならば，業績に対
する影響を検証しようとする限りにおいて，ヒトの人間性を捉えることは困難となるだろ
う。 
こうした背景には，人的資源管理の研究視座の影響がある。既述のように，人的資源管理
研究は管理主義の視座をもつ。この視座は，人的資源管理に対して戦略性と成果を要求する。
そのために，戦略性にとっての最終的な成果となる組織業績が，戦略の実行ツールとしての
人的資源管理にも要求される。 
以上より，戦略的人的資源管理の枠組みでは，業績に対する影響を検証しようとする限り
においてヒトの人間性を捉えることが困難となる。しかし，ヒトの人間性を捉えなければ，
人的資源管理システムと業績の間のメカニズムを十分に解明することはできない。こうし
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た問題は，業績を従属変数として要求する管理主義の視座と，人的資源管理の人間観に由来
している。 
 
3.4 小括 
この章では，まず初期の戦略的人的資源管理の枠組みについて検討し，3つの共通した構
成要素が存在していることを明らかにした。それは，戦略，人的資源管理システム，業績で
あり，戦略→人的資源管理システム→業績という線型的な因果関係として捉えられている。
また，それらの関係性から，戦略的人的資源管理を①垂直的適合，②水平的適合，③業績へ
の寄与の 3つの特徴をもつ枠組みとして定義した。 
この枠組みを統計的に検証する研究が 1995年を契機として登場するようになった。これ
らの初期の統計的検証は，ハイ・コミットメント型の人的資源管理施策が多様な業績に対し
て正の影響をもつことを示していた。その後，人的資源管理研究の関心は，人的資源管理シ
ステムと業績の間のブラックボックスの解明へと移行した。このブラックボックス問題を
解明するために，従業員の知覚・態度・行動が媒介変数として見出された。 
しかし，戦略的人的資源管理の枠組みでは，従業員がなぜ・どのように人的資源管理を受
容するのか（あるいは，しないのか）について明らかにすることは困難となる。その原因は，
従業員を人的資源管理（インプット）に対して個人・組織レベルの業績（アウトプット）を
もたらす存在として位置付けていることにある。業績を従属変数として要求する管理主義
の視座に立脚する限りにおいて，ヒトの人間性を捉えることは困難となるのである。ゆえに，
管理主義の視座から脱却した上で，ヒトの人間性を捉えることが人的資源管理研究の課題
となる。 
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第 4章 ヒトの管理と従業員のアイデンティティ 
 
この章では，従業員のアイデンティティを捉える枠組みについて検討する。第 3 章の考
察から，戦略的人的資源管理の枠組みでは，管理主義の視座と人間観が原因となって，ヒト
の人間性を捉えることが困難となっていることが明らかとなった。こうした問題点に対す
る批判から，批判派人的資源管理（Critical HRM）と呼ばれる研究群が登場する。批判派
人的資源管理は，組織的な管理・統制と従業員のアイデンティティの関係性を分析の対象と
する。 
以下では，批判派人的資源管理による具体的な分析について検討し，人的資源管理と従業
員のアイデンティティの関係性をどのようにして捉えることができるのかについて考察す
る。 
 
4.1 批判派人的資源管理の登場とその枠組み 
戦略的人的資源管理の枠組みにおいて問題となった管理主義の視座と人間観に対して批
判的な立場を取る研究群として，批判派人的資源管理が登場した。批判派の研究は，人的資
源管理システムが従業員の内面に与える影響に関心を置く。このような研究関心の背景に
は，批判的経営研究という視座の影響がある。 
 
4.1.1 主流派と批判派の対立 
戦略的人的資源管理では，ブラックボックス問題が新たな研究課題となった。この課題に
対して，従業員の知覚・態度・行動を手掛かりにその解明を目指した研究は，主流派人的資
源管理（Mainstream HRM）と呼ばれる（Delbridge and Keenoy, 2010, p. 799）。この主
流派の抱える問題に対して，批判的な立場を取るのが批判派人的資源管理である（櫻井, 
2012, p. 106）。 
批判派人的資源管理は，人的資源管理研究においてヒトの人間性に対する関心が欠けて
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いることに警鐘を鳴らす（Bolton and Houlihan, 2007, p. 1）。確かに，主流派の研究は従
業員の知覚・態度・行動に焦点を当てた。しかし，主流派の研究では，従業員は特定の刺激
に対する反応を期待されるだけの存在として描かれている（Keenoy, 2009, p. 465; Legge, 
2001, p. 22）。そこで捉えられるのはヒトの数値化可能な側面であり，ヒトの人間性に対し
て十分な配慮が払われていない。従業員は，人的資源管理と業績の因果関係に埋め込まれた
存在として捉えられているのである。そのため，批判派は主流派とは異なる視座から従業員
を捉えることを試みる。それは，従業員の数値化できない内面を捉えることであり，コンテ
クストとの関係におけるアイデンティティや利害を分析対象とすることである。これによ
って，従業員は状況に対して内省的になり，その内省に基づいて差異を生み出すために行為
する存在として捉えられる（Janssens and Steyaert, 2009, p. 150）。 
また，批判派人的資源管理研究は，主流派による分析では組織の複雑性を十分に理解する
ことができないとする（Steffy and Grimes, 1992, p. 187; Alvesson, 2009, p. 56）。確かに，
これまでの主流派の研究が提示してきた知見は，実務家から参照されるに至っていないと
の指摘もある35（Rynes et al., 2007, p. 999）。線型的な因果関係を示す戦略的人的資源管理
の枠組みでは，想定された因果関係から外れた現象を説明することができないためである。
そのため，批判派では，最終的に業績に結び付くものに限定せずに人的資源管理システムの
影響を捉えることを試みる。ただし，こうした試みは，人的資源管理システムが業績に寄与
することを否定するものではない。むしろ，人的資源管理システムがもたらす影響の数値化
できない側面を捉えることで，業績に対する寄与についても主流派とは異なる説明が可能
となる。 
以上のような主流派に対する批判から，批判派人的資源管理は人的資源管理システムが
                                                   
35 Rynes et al.（2007）は，研究者が重要だと考える 3つの知見が実務家向けの雑誌でど
のように扱われているのかについて分析を行った。ここでの 3つの知見とは，①知性と仕
事の成果の強い関係，②従業員の特性と仕事の成果の関係，③目標設定が仕事の成果に与
える効果，である。分析結果から，それらの知見は実務家向けの雑誌ではほとんど扱われ
ていないことが明らかになった。 
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従業員の内面に与える影響に研究関心を寄せることになる。批判派人的資源管理は，2010
年には The International Journal of Human Resource Management 誌上で特集号（Vol. 
21, No. 6）が組まれるなど，人的資源管理研究において一定の存在感を示すに至っている。
これらの研究は，現在では批判的経営研究（Critical Management Studies; CMS）と呼ば
れる視座に立脚した研究として位置付けられる（Keenoy, 2009, pp. 465-468; Alvesson, 
2009, p. 52; Delbridge and Keenoy, 2010, pp. 800-805）。 
 
4.1.2 批判的経営研究 
批判的経営研究とは，既存の支配構造とそれがもたらす帰結を捉えて，それらの変容を促
そうとする視座である（Alvesson et al., 2009, pp. 9-11）。Delbridge and Keenoy（2010, 
pp. 800-805）によれば，批判的経営研究に共通するのは，管理主義（managerialism）に
対して批判的な立場を取ること36，そして以下の 3つのテーマにとりわけ高い関心を抱くこ
とである。1つ目のテーマは，社会的政治的コンテクスト（socio-political context）である。
批判的経営研究では，制度とそれに基づいた管理実践を社会的政治的コンテクストから理
解する。2つ目のテーマは，管理主義の変性（denaturalization）である。批判的経営研究
では，管理を業績と関連付ける視点に対して疑問を呈し，そうした視点を変性しようと試み
る。3つ目のテーマは，代替的意見（alternative voice）である。批判的経営研究では，主
流派研究では分析の対象外とされた少数派に属する人々の意見を積極的に提供する。以上
のような 3つのテーマに基づいて，批判的経営研究は「どのように管理するのか」ではなく
「何が起こっているのか」を明らかにすることを目的とする。 
また，Alvesson（2008, p. 18）では，批判的経営研究を以下の 4つの特徴をもつ視座と
して定義している。1つ目の特徴は 4つの Iに対する批判的な探求である。4つの Iとは，
                                                   
36 批判的経営研究は，管理主義に対する批判的な立場を共有する。しかし，管理そのもの
に対する態度は統一されていない。批判的経営研究には，より良い管理を目指して実務へ
の介入を目指す研究もあるが，管理そのものを拒絶しようとする研究も存在する
（Delbridge and Keenoy, 2010, p. 801）。 
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イデオロギー（ideologies），制度（institutions），利害（interests），アイデンティティ
（identities）であり，これらは支配的か，有害か，疑われているか，の 3 つの点から評価
される。2つ目の特徴は，否定，脱構築，再有声化，異化を通じて批判的な探求を行うこと
である。3つ目の特徴は，解放・反抗・社会的改善を目的とすることである。イデオロギー・
制度・アイデンティティは，再生産されたアイデア・意図・実践へと人びとを固定化する傾
向がある。批判的経営研究は，そうしたイデオロギ ・ー制度・アイデンティティからの解放，
もしくはそれに対する反抗を目指す。また，多数派の人々や特権をもたない人々が当然のよ
うにもつと思われているそれぞれの利害の社会的改善も，同様に目的となる。4つ目の特徴
は，人々を取り巻く状況的制約に対していくらかの正しい認識をもつことである。例えば，
現代の組織ではサービスと財の生産が正当な目的となる。こうした目的が，仕事と生活の両
面において制約となり得るのである。 
以上のような批判的経営研究の特徴は，目的と分析対象とに大別できる。まず，目的に関
しては，管理主義を変性・脱構築することで少数派に属する人々の立場を改善することを目
指している。弱い立場にある人々を解放するために，そうした支配構造の変容を促そうとし
ているのである。次に，分析対象としては，4つの Iとそれを取り巻くコンテクストが取り
上げられる。批判的経営研究では，従業員の利害やアイデンティティに分析の焦点を置く。
ただし，ヒトのアイデンティティの形成メカニズムに関心をもつ発達心理学研究とは異な
り，批判的経営研究では組織的な管理・統制と従業員のアイデンティティの関係性に関心を
もつ。そのため，制度やその背後にあるイデオロギー，さらにはコンテクストまでもが分析
の対象とされる。このような批判的経営研究の特徴は，批判派人的資源管理の枠組みにも継
承されている。 
 
4.1.3 批判派人的資源管理の枠組み 
批判派人的資源管理の枠組みには，批判的経営研究の特徴を受け継いだ 3 つの位相が存
在する。それは，①制度，②制度に基づいた管理実践，③従業員のアイデンティティ，であ 
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る（図 4-1）。 
批判派の枠組みの 1つ目の位相は，従業員のアイデンティティである。これは，批判的経
営研究の分析対象となる 4 つの I のうちのアイデンティティ（およびそれに伴って生じる
利害）に該当する。アイデンティティとは，自分に対する連続性（continuity）と斉一性
（sameness）の感覚であり，それが他者にも認められている状態を示す概念である（白井, 
2014, p. 115）。すなわち，アイデンティティは①自己の一貫性と②社会との関係性における
自己の位置付けという 2面性をもつ概念となる（横山, 2014, p. 3）。そして，それらの間に
生じるズレが，主体に変化を促す原動力となる。 
従業員は，組織内外を含めて多様なアイデンティティをもつ。だが，従業員としてのアイ
デンティティは，組織における自己の位置付けという側面から捉えることが可能となる。組
織における自己の位置付けは，関係性においてのみ捉えることができる。そのために，分析
においては，組織や他者との関係性を規定する制度を手掛かりにすることで，従業員のアイ
デンティティを認識することが可能になる37。 
2つ目の位相は，制度である。これは，批判的経営研究の分析対象となる 4つの Iのうち
の制度（およびその背後にあるイデオロギー）に該当する。すなわち，関係性を規定するも
のとして，特定の制度を分析の梃子とするのである。 
                                                   
37 例えば，Townley（1993）では，個人が認識可能になるプロセスに分析の焦点を置く。
Townley（1993）は，Michel Foucaultによる知識（knowledge），権力（power），主体
（subject）の枠組みを用いて，従業員を特定の知識とその権力によって認識可能な主体と
して捉えることを主張している。 
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この位相では，人的資源管理に関連する施策をすべて制度として捉える。近年では，ヒト
の管理に関するあらゆる施策が人的資源管理に関連付けられている。ゆえに，ここでの制度
とは，ヒトの管理に直接関わる施策であれば，どのようなものでも分析の対象とすることが
できる。 
3つ目の位相は，制度に基づいた管理実践である。ここでの管理実践とは，特定の制度に
基づいて多様に展開される行為を意味している。管理実践は，制度と従業員のアイデンティ
ティを架橋する概念である。制度は，ただ存在するだけで従業員のアイデンティティに影響
を及ぼす訳ではない。制度に基づいた多様な管理実践を通じて，従業員のアイデンティティ
は非線形的かつ複雑に形成されるのである。 
以上のような 3 つの位相に基づいた分析は，制度による従業員の内面に対する影響を明
らかにする。ここで分析の対象となる従業員は，経営的に割り当てられたアイデンティティ
を享受する単純化された受身の消費者ではない（Alvesson and Willmott, 2002, p. 621）。
批判派人的資源管理の分析では，特定の制度のもとで様々な葛藤を通じてアイデンティテ
ィを形成していく主体として従業員が描かれる。 
 
4.2 従業員のアイデンティティ形成の分析 
この節では，批判派人的資源管理の枠組みによる具体的な分析を例示する38。ここで取り
上げるのは，人的資源管理システムの分析（Alvesson and Kärreman, 2007），職務評価計
画導入の分析（Quaid, 1993），経営計画・業績評価の分析（Townley, 2002），チーム作業方
式の分析（Knights and McCabe, 2000）の 4つである。 
 
4.2.1 人的資源管理システムの分析 
Alvesson and Kärreman（2007）は，エクセレンス社というコンサルティング・ファー
ムの人的資源管理システムを分析している。この分析では，人的資源管理システムによって
                                                   
38 この節は，櫻井（2010）に加筆・修正を加えたものである。 
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優秀かつ野心的なエクセレンス社員としてのアイデンティティが形成される。また，それら
を架橋するのが評価とそのフィードバックやメンタリング，教育訓練などの管理実践であ
る。 
エクセレンス社は，急成長を遂げた大規模なコンサルティング・ファームであり，世界的
に評判の高い企業として知られる。その評判の一部は，優秀な人材を生み出す人的資源管理
システムによるものである。エクセレンス社の人的資源管理システムは，構築と運用に莫大
な時間・知力・労力が費やされていることで知られている。この人的資源管理システムは，
エクセレンス社において公平な実力主義を実現するものと見なされている。エクセレンス
社内に，このシステムに疑いをもつ従業員はいない。労働市場においても，エクセレンス社
での勤務経験は公平な実力主義を生き抜いたことの証左であり，人材としての価値を高め
るものと見なされている。 
従業員は，エクセレンス社という組織の世界で生きていくなかで，評価とそのフィードバ
ック，メンタリング，教育訓練などの管理実践を通じて，自分が価値ある存在であることを
信じ込むようになる。また，これらの管理実践を通じて，上司は部下に対する献身的な進行
役，介護者，開発者，評価者となり，そのような役割と自己を同一化していく。これによっ
て，上司は有能なエクセレンス社員としてのアイデンティティをもつようになる。部下もそ
れらの活動を通じて，エクセレンス社での自分の将来像を想像し，その将来像に基づいて今
の自分を位置付けていく。これによって，部下は優秀なエクセレンス社員になろうとする野
心を抱くようになる。また，公平な実力主義のエクセレンス社の世界を生き抜くなかで，従
業員はそのような世界を生き抜いていくだけの実力をもった優秀な人材として自らを捉え
直していく。こうして，優秀なエクセレンス社員としてのアイデンティティが形成される。 
エクセレンス社員としてのアイデンティティをもつ従業員は，自分が価値ある存在だと
信じるために，人的資源管理システムを正統化するようになる。公平な実力主義を実現する
ものとされる人的資源管理システムを正統化することは，公平な実力主義を生き抜いてき
た自分の価値を正統化することと同義となる。そのため，従業員は人的資源管理システムに
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対して莫大な時間・知力・労力が注ぎ込まれることを推奨するようになる。人的資源管理シ
ステムの正統化と自分の正統化が同義であることから，従業員は公平な実力主義の理念か
ら逸脱した他の従業員の行動を目の当たりにしても，それを偶然起きた不可思議な出来事
と見なすようになる。 
この分析からは，公平な実力主義を実現するとされる人的資源管理システムの影響によ
って，従業員が優秀なエクセレンス社員としてのアイデンティティを形成することが提示
される。一方で，エクセレンス社員としてのアイデンティティをもつ従業員は，盲目的に人
的資源管理システムを信奉し続けるようになる。 
 
4.2.2 職務評価計画導入の分析 
Quaid（1993）は，カナダのアトランティス州（仮名）政府における職務評価計画の導入
を分析している。アトランティス州政府は，1980年 3月から 1982年 9月の間に，1200人
におよぶ非組合員の行政執行者・管理職・専門職を対象として，ヘイ・システムという職務
評価計画を導入した。この分析では，ヘイ・システムの導入に伴ういくつかの儀式によって
ヘイ・システムの完全さを信奉する従業員が生み出され，彼らによってヘイ・システムが完
全な評価を可能とする科学的装置として再帰的に構成されていく姿が描かれている。 
アトランティス州政府では，ヘイ・コンサルタントによる職務評価計画の売り込みよりも
前に，他の外部のコンサルタントから，既存の職務分類法が無計画で混沌としたものである
ことが指摘されていた。その外部のコンサルタントから，既存の方法とは対照的に一連の体
系的な方法に沿ったヘイ・システムの導入が勧められた。これは，新しい制度を導入する前
に，古い制度に疑いのまなざしを向けるために必要な手続きであった。ヘイ・コンサルタン
トおよびその他の外部のコンサルタントによるこれらの手続きは，既存の職務分類法に対
する格下げの儀式であった。この儀式によって疑問視された既存の職務分類法に対しては
不満が投げ掛けられるようになり，それとは対照的な完全さをもつとされるヘイ・システム
が導入された。 
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ヘイ・システムの導入に伴い，ヘイ・コンサルタントによって体系的な手順の重要性が強
調され，正確な導入とシステムの完全さの維持を監督することが彼らの仕事となる。システ
ムの完全さを保証する試みは，それぞれの具体的な手順において行われる。例えば，職務記
述書の記入においては，ヘイ・システムに求められるフォーマットと厳密さを満たしていな
いことを理由に，ヘイ・コンサルタントによって従業員が作成した多くの職務記述書が何度
も拒まれる。この記入の儀式は，やり直しを通じてヘイ・システムの完全さを示すと同時に，
何度もやり直しを求められるという苦痛によって従業員のアイデンティティを溶かすため
のものでもある。この儀式によって，ヘイ・システムの管理人という新たな地位が確立され
ることとなる。これは，システムの複雑さゆえにそれを管理する熟練者が要求されると同時
に，そのような熟練者の存在によってシステムの完全さがさらに強調されることを意味す
る。 
ヘイ・システムの導入に伴って設立された評価委員会も，職務記述書の記入と同様に儀式
的側面をもつ。この委員会は，上級公務員，チーフ・ヘイ・コンサルタント，報酬部門の取
締役・管理者・分析者らによって構成される。この委員会で，評価者である上級公務員は，
ヘイ・コンサルタントから評価の判断を何度も拒絶される。この評価のやり直しの儀式を通
じて，上級公務員はかつての職務分類法とヘイ・システムとの違いを理解することを強いら
れる。 
格下げの儀式・記入の儀式・評価のやり直しの儀式という管理実践を通じて，ヘイ・シス
テムは職務の価値を決定的に評価できる完全なシステムであると信じ込まれるようになる。
ヘイ・システムに対する信奉によって，物事を客観的に測定できるものの存在が自明のもの
とされる。その結果，定性的よりも定量的，非公式よりも公式，主観的よりも客観的なもの
に価値を置くアイデンティティをもつ従業員が構成される。 
この分析からは，ヘイ・システムに基づくいくつかの儀式を通じて，従業員が数値化可能
な客観性を信奉するアイデンティティを形成することが提示される。一方で，ヘイ・システ
ムが完全な評価を可能にするシステムであると信じ込まれることによって，ヘイ・システム
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は経営的に望ましい不平等を維持していく。 
 
4.2.3 経営計画・業績評価の分析 
Townley（2002）は，カナダのアルバータ州政府の文化施設・歴史資料課における経営計
画と業績評価の導入を分析している。この分析では，経営計画・業績評価の浸透という管理
実践に応じて，専門家として伝統を重んじる現場の従業員が複雑な反抗を示すことが描か
れている。従業員は，自らのアイデンティティに対する危機感から形式的な従順を装ったり，
浸透を阻止するために抵抗したり，自らのアイデンティティが打ち崩されることへの恐れ
から反抗したりする。 
アルバータ州政府の指導のもとで，州政府内のすべての部門への経営計画および業績評
価の導入が義務付けられた。これに伴い，文化施設・歴史資料課にも経営計画と業績評価が
導入された。文化施設・歴史資料課の主な仕事は，文化財の保護や，それを公開・展示する
ための施設の管理であった。そのため，その課に属する従業員は，学芸員，研究者，解説者，
歴史家，公文書保管人，教育者などの専門家によって構成されていた。彼らは，社会的・知
的な伝統を重んじる専門家としてのアイデンティティをもっていた。 
経営計画・業績評価が導入された当初は，従業員の反応は予想に反して静かなものだった。
アルバータ州は行政改革の最初の地であり，経営計画・業績評価の導入がよりよい組織を導
くという信念が共有されていたためである。一方で，文化施設・歴史資料課の従業員は経営
計画・業績評価に対して形式的な従順を装っていた。この時点では，経営計画・業績評価は
部門単位で導入されたものでしかなかったために，このような対応が可能であった。 
経営計画・業績評価がより細かい単位にまで徹底されるようになり，遂には個人の単位に
までそれが浸透するようになった。すると，文化施設・歴史資料課の従業員はその導入に対
して明らかな抵抗を見せるようになる。経営計画・業績評価は，効率性とその結果としても
たらされる金銭を重視するものとして捉えられた。効率性や金銭を重視することは，社会
的・知的な伝統を重んじる彼らのアイデンティティに反するものであった。そのため，従業
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員は自分たちの仕事を測定することが困難であると主張するようになった。例えば，共同作
業が多いために仕事の成果を特定の個人に帰属することができないことが主張された。 
しかし，彼らの抵抗の甲斐もなく，経営計画・業績評価はさらに徹底されることになった。
赤字財政のために中央政府から予算が削減されることとなり，文化施設の維持のために歳
入を増やすことが要求された。このため，文化施設では，来場者数を増やすことが最大の目
的となり，これに伴って文化施設・歴史資料課の従業員は自らのアイデンティティに対する
危機感を抱くようになった。文化施設では，来場者数を増やすために，知的な伝統を反映さ
せたものから来場者が面白がるものへと歴史を書き換えていった。知的な伝統を重んじる
専門家にとって，この歴史の書き換えは自らのアイデンティティを打ち崩すものとして捉
えられた。そうした恐れから，従業員はますます強い反抗を示すようになった。 
この分析からは，経営計画・業績評価の導入と浸透によって，専門家としてのアイデンテ
ィティが次第に蝕まれていくことが提示される。しかし，こうしたアイデンティティの崩壊
は，従業員に対して経営的に望ましい新たなアイデンティティを形成する契機にもなり得
るだろう。 
 
4.2.4 チーム作業方式の分析 
Knights and McCabe（2000）は，インターモーターズ社（仮名）という自動車メーカー
の作業現場におけるチーム作業方式の導入を分析している。この分析では，従業員の経験を
３つに類型化している。それは，チーム作業方式に魅了された経験，悩まされた経験，困惑
させられた経験である。この 3 つの経験を与えるという管理実践を通じて，従業員はそれ
ぞれのアイデンティティを形成する。 
インターモーターズ社は，イギリスを拠点とした大手自動車メーカーである。同社は 1980
年代には安定した成長を遂げたものの，1990 年代に入ってからは不況の影響で赤字となっ
た。同社は，倒産を免れるために様々な改革を行った。この改革は，従業員には経営者の独
裁的な経営方法として受け取られた。そのため，1990 年代半ばから，経営者は以前よりも
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懐柔的な経営方法を採用するようになった。しかし，多くの従業員は以前の不快感を抱いた
ままであった。チーム作業方式は，同社がこの時期に取り組んだ改革の１つであった。 
このような状況のもとで，従業員はチーム作業方式を様々に捉え，それに応じた経験をす
るようになった。その経験とは，チーム作業方式に魅了された経験，悩まされた経験，困惑
させられた経験である。 
魅了された経験をもつ従業員たちは，経営者らとの同一化によって形成されるアイデン
ティティをもつ。彼らは，自分たちを他の従業員と比べて特別な存在として認識するように
なる。しかし，魅了された経験をもつ従業員たちは，決して一元化された利害をもつ存在で
はない。確かに，魅了された経験をもつ従業員のなかには，チーム作業方式に対して全面的
な信奉を示す者もいる。しかし，大半の従業員は，チーム作業方式によって確立した地位を
手に入れたために，チーム作業方式を支持している。その結果，彼らは自分たちを有能な存
在として捉えて，他の従業員との間に明確に線引きをするようになる。彼らにとって，チー
ム作業方式は自らを正統化するための根拠となる。 
悩まされた経験をもつ従業員は，チーム作業方式に対して恐れを抱いている。彼らは，チ
ーム作業方式が導入されるまで，有能な熟練者としてのアイデンティティをもっていた。し
かし，そのアイデンティティはチーム作業方式の導入によって蝕まれている。彼らにとって
のチーム作業方式は，新たなアイデンティティを植え付けるための洗脳の道具でしかない。
そのため，彼らは，魅了された経験をもつ従業員を出世主義に取りつかれているとして批判
する。だが，彼らは魅了された経験をもつ従業員に対して明らかな反抗を示すこともできな
いでいる。その結果，彼らは，自らのアイデンティティについて悩むことしかできない状態
に陥っている。 
困惑させられた経験をもつ従業員は，チーム作業方式による変化を拒む反抗者のアイデ
ンティティをもつ。彼らは，かつての同社でチーム作業方式の導入がアウトソーシングの導
入に結び付き，その結果多くの同僚が退職に追い込まれた様子を目の当たりにしている。ま
た，彼らの多くは，チーム作業方式の導入以前は有能な熟練者としてのアイデンティティを
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もっていた。そのため，彼らはチーム作業方式を自分たちの存在を脅かす反抗すべき対象と
して捉える。そこで，彼らはチーム作業方式の導入以前から工場内に「チーム」が存在して
いたことを主張する。この主張によって，チーム作業方式の存在意義を失わせようとしてい
るのである。 
この分析からは，チーム作業方式の導入とそれに伴うそれぞれの経験を通じて，従業員間
に異なるアイデンティティが形成されることが提示される。経営者との同一化によって形
成されるアイデンティティをもつ従業員が現れる一方で，自らのアイデンティティが蝕ま
れていくことに悩む従業員や，反抗者としてのアイデンティティをもつ従業員も現れた。こ
の分析は，特定の制度によって形成されるアイデンティティが 1 つのものに限らないこと
を示している。 
 
4.2.5 それぞれの分析の含意と課題 
それぞれの分析は，特定の制度と従業員のアイデンティティの関係性を明らかにしてい
る。各分析における 3 つの位相は，以下の通りである（表 4-1）。それぞれの分析からは，
以下のような含意が得られる。 
第 1 に，経営的に望ましいアイデンティティの形成においても非線形的なプロセスが存
在することである。例えば，人的資源管理システムの分析（Alvesson and Kärreman, 2007）
では，従業員が経営的に望ましいアイデンティティを形成していた。しかし，そうしたアイ
デンティティの形成は，莫大な時間・知力・労力が注ぎ込まれた人的資源管理システムや，
それに基づく評価とそのフィードバック・メンタリング・教育訓練などの管理実践との関わ
りにおいて，自分が価値ある存在であることを信じ込んだ結果として生じたものであった。
そのなかでも，特定の制度が従業員の価値を決定付ける根拠となり得ることが示された。 
第 2 に，制度とそれに伴う管理実践が既存のアイデンティティ蝕む場合もあることであ
る。職務評価計画導入の分析（Quaid, 1993）では，格下げの儀式，記入の儀式，評価のや
り直しの儀式を通じて，既存のアイデンティティを溶かすことが重要視されていた。経営計 
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画・業績評価の分析（Townley, 2002）では，経営計画・業績評価の浸透・徹底によって専
門家として伝統を重んじるアイデンティティが蝕まれていた。チーム作業方式の分析
（Knights and McCabe, 2000）では，悩まされた経験を通じて有能な熟練者としてのアイ
デンティティが蝕まれていた。このように，制度とそれに伴う管理実践は，新たなアイデン
ティティを形成するだけではない。それらの影響力は，既存のアイデンティティを侵食・崩
壊させることにも及ぶのである。 
第 3 に，特定の制度によって複数のアイデンティティが形成され得ることである。チー
ム作業方式の分析（Knights and McCabe, 2000）では，1つの制度に対して，3つ（あるい
はそれ以上）のアイデンティティに対する影響が見出された。このように，同じ状況下にあ
る従業員同士においても，それぞれのアイデンティティに対する影響は異なることが示さ
れた。 
以上のように，批判派人的資源管理は主流派の分析によっては示すことができない含意
を導くことができる。だが，こうした批判派の分析は，本当の意味で人的資源管理が従業員
の感性に対して与える影響を明らかするまでには至っていない（Keenoy, 2009, p. 467）。そ
の原因は，人的資源管理の捉え方にある。 
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批判派人的資源管理では，人的資源管理は固定的な意味をもたない用語として捉えられ
る39。人的資源管理という用語は，いまやヒトの管理を包括する用語として世界的に普及し
ている。その結果，ヒトの管理に関する考え方はもちろん，様々な施策・実践やそれを体系
化した枠組みまで含めて，すべて人的資源管理として表現されるのである。批判派の分析は，
このような人的資源管理の曖昧さをも分析の対象とするために，人的資源管理に関連付け
られるあらゆる施策を制度として分析対象にする。その結果，批判派の分析は，特定の人的
資源管理施策と従業員のアイデンティティの関係性に焦点化されることになる。 
しかし，ここで分析対象となっているのはあくまで 1 つの施策であり，イデオロギーも
含めた人的資源管理パラダイムではない。批判派人的資源管理はイデオロギ ・ー制度・利害・
アイデンティティからなる 4 つの I を分析の対象とするものであるが，ここで例示した分
析はイデオロギーについて十分に考察できていないのである。後述するように，アイデンテ
ィティとイデオロギーは同じプロセスの 2つの側面であると定義される（Erikson, 1959, p. 
157）。ゆえに，イデオロギーを欠いたままでは，アイデンティティの分析は不十分なものと
なってしまう。 
第 2 章で考察したように，人的資源管理は 2 つの新たな特質を備えることで新たな管理
パラダイムとして成立している。よって，人的資源管理パラダイムがもたらす影響を分析す
るためには，このイデオロギーとしての人的資源管理の特質にまで踏み込んだ分析が必要
になる。 
 
4.3 小括 
この章では，従業員のアイデンティティを捉える枠組みについて検討した。まず，戦略的
人的資源管理の枠組みにおいて問題となった管理主義の視座と人間観に対して批判的な立
                                                   
39 例えば，Keenoy（2009, p. 457）は，人的資源管理を流動的もしくは象徴的なシニフィ
アン（”floating” or “symbolic” signifier）として捉えることで，最もよく理解できると論
じている。 
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場を取る研究群として，批判派人的資源管理を検討した。批判派は，人的資源管理システム
が従業員の内面に与える影響に研究関心を寄せる研究である。そうした批判派の研究は，既
存の支配構造とそれがもたらす帰結を捉えて，それらの変容を促そうとする批判的経営研
究の視座に立脚している。 
批判派の分析枠組みには，①制度，②制度に基づいた管理実践，③従業員のアイデンティ
ティの 3つの分析の位相がある。この枠組みに即して，この章では，人的資源管理システム
の分析，職務評価計画導入の分析，経営計画・業績評価の分析，チーム作業方式の分析の 4
つの分析を例示した。これらの分析は，特定の施策と従業員のアイデンティティの関係性を
明らかにしたものであり，主流派の分析によっては示すことができない含意をもつ。その一
方で，批判派の分析は特定の人的資源管理施策と従業員のアイデンティティの関係性に焦
点化されており，イデオロギーとしての人的資源管理の特質にまで踏み込んだ分析ができ
ていない。アイデンティティと同じプロセスのもう 1 つの側面であるイデオロギーを欠い
たままでは，アイデンティティの分析は不十分なものとなる。ゆえに，人的資源管理パラダ
イムが従業員の感性に対して与える影響を明らかするためには，イデオロギーとしての人
的資源管理の特質にまで踏み込んだ分析が課題となる。 
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第 5章 人的資源管理が従業員のアイデンティティ形成に与える影響 
 
この章では，本論文の分析枠組みについて説明する。第 2 章から第 4 章にかけての考察
によって，これまでの人的資源管理研究が抱えてきた課題が明らかとなった。本論文では，
そうした課題に対する独自の分析枠組みを提示する。 
 
5.1 これまでの研究の課題 
これまでの人的資源管理研究は，ヒトの人間性を十分に捉えることができずにいる。そこ
で，本論文の枠組みを構築するための前段として，各章ごとに浮かび上がった課題について
改めて整理する。 
 
5.1.1 人的資源管理の特質における課題 
第 2章では，人的資源管理の特質を明らかにした。人的資源管理の人間観は，ヒトの人間
性を強調する点ではなく，ヒトの人間性に資源的価値を見出そうとする点に特徴をもって
いた。そのため，人的資源管理の人間観は，資源的価値に結びつけることが難しいヒトの人
間的側面を見落とすことになった。人的資源管理の人間観における人間尊重の精神は，資源
的価値に結びつけることが可能な側面に限定される。 
こうした固有の人間観を手掛かりに，人的資源管理の新たな特質として見出されたのは，
①従業員の利害の一元化，②個人としての貢献の要求，③管理主義，の 3つであった。この
ような新たな特質を備えることにより，人的資源管理は人事労務管理と区別される新たな
管理パラダイムとなった。人的資源管理が世界的に普及した現在では，人的資源管理の新た
な特質はヒトの管理における当然の考え方だと見なされている。そのため，ヒトの人間性に
資源的価値を見出そうとする人的資源管理の人間観に対しても，疑いのまなざしは向けら
れなくなっている。それに加えて，管理主義に立脚した人的資源管理研究は，ヒトの人間性
を把握するために必要な幅広いコンテクストと利害を周辺に追いやってしまっている
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（Keenoy, 2009, p. 465）。 
以上より，第 1の課題は，人的資源管理の新たな特質を相対化して捉えて，資源的価値に
結びつけることが難しいヒトの人間的側面を捉えることとなる。 
 
5.1.2 戦略的人的資源管理の枠組みにおける課題 
第 3 章では，人的資源管理の枠組みにおける従業員の位置付けを明らかにした。人的資
源管理研究の関心は，戦略的人的資源管理の枠組みの統計的検証を経て，ブラックボックス
問題の解明へと移行した。ブラックボックスの解明により，人的資源管理システムと業績の
間に従業員の知覚・態度・行動が見出された。しかし，従業員の知覚・態度・行動のみに着
目しても，従業員がなぜ・どのように人的資源管理を受容するのか（あるいは，しないのか）
について明らかにすることは困難となる。 
戦略的人的資源管理では，人的資源管理（インプット）に対して個人・組織レベルの業績
（アウトプット）をもたらす存在として従業員を位置付けていた。しかし，この枠組みでは，
従業員がどのような感性をもち，どのような判断をし，それがどのような行動に結び付いた
のかについて説明することができない。 
人的資源管理システムが与える影響は，管理主義の研究視座を背景として，最終的に業績
に結び付くものに限定されて検証されてきた。この枠組みに即したままでは，従業員の多様
な感性を検証することは困難となる。また，人的資源管理システムがもたらす高い組織業績
は，従業員の感性を無視することで成り立っているとの指摘もある（Guest, 2011, p. 5）。
ならば，管理主義の研究視座に立脚する限りにおいて，ヒトの人間性を捉えることは困難と
なる。 
以上より，第 2の課題は，管理主義の視座から脱却して，人的資源管理とヒトの人間性の
関係を捉えることとなる。 
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5.1.3 批判派人的資源管理の分析における課題 
第 4 章では，従業員のアイデンティティを捉える枠組みについて検討した。批判派人的
資源管理は，①制度，②制度に基づいた管理実践，③従業員のアイデンティティ，の 3つの
位相からなる枠組みによって，制度が従業員のアイデンティティに及ぼす影響を分析する。
この章で例示された分析からは，従業員が制度や管理実践との関わりから非線形的なプロ
セスを経てアイデンティティを形成していることが示された。これらの分析は，従業員が割
り当てられたアイデンティティを享受するだけの存在ではないことを示していた。批判派
人的資源管理は，主流派の分析によっては示すことができない含意を導くことを可能にし
た。 
批判派人的資源管理の分析では，人的資源管理に関連付けられるあらゆる施策を分析対
象としていた。批判派の分析は，人的資源管理の曖昧さをも分析の対象とするためである。
しかし，批判派の分析で分析対象となっているのはあくまで 1 つの施策であり，イデオロ
ギーも含めた人的資源管理パラダイムではない。批判派人的資源管理はイデオロギー・制
度・利害・アイデンティティからなる 4つの Iを分析の対象とするものであるが，ここで例
示した分析はイデオロギーについて十分に考察できていなかったのである。アイデンティ
ティと同じプロセスのもう 1 つの側面であるイデオロギーを欠いたままでは，アイデンテ
ィティの分析は不十分なものとなってしまう。また，パラダイムとしての人的資源管理が従
業員の感性に対して与える影響を明らかすることもできない（Keenoy, 2009, p. 467）。よっ
て，人的資源管理パラダイムがもたらす影響を分析するためには，イデオロギーとしての人
的資源管理の特質にまで踏み込んだ分析が必要になる。 
以上より，第 3 の課題は，人的資源管理の特質が従業員のアイデンティティ形成に及ぼ
す影響を捉えることとなる。 
 
5.1.4 本論文における課題 
各章の課題を集約すれば，本論文にとっての課題は，資源的価値に結びつけることが難し
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いヒトの人間的側面を捉えて，それと人的資源管理パラダイムとの関係性を分析すること
にある。そのためには，管理主義の視座から脱却することが必要になる。批判派人的資源管
理は，批判的経営研究の視座に立脚することで，こうした課題に取り組むことを可能にする。
しかし，批判派人的資源管理も，イデオロギーとしての人的資源管理の特質にまで踏み込ん
だ分析は提示できていない40。 
そこで，本論文では，人的資源管理の特質と従業員のアイデンティティの関係性を捉える
ための枠組みを構築する。本論文の目的は，現在の日本企業のヒトの管理（すなわち，人的
資源管理）が従業員のアイデンティティに対して与える影響を明らかにすることにあった。
この目的に沿って，まずはヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係について検討す
る。次いで，これまでの日本企業における従業員のアイデンティティ形成について考察する。
最後に，人的資源管理における従業員のアイデンティティ形成を捉えるための分析枠組み
を提示する。 
 
5.2 ヒトの管理とアイデンティティ 
従業員に対する管理は，彼らのアイデンティティ形成に影響を及ぼす。その関係性を捉え
るためには，従業員のアイデンティティ形成に影響を及ぼすものを特定しなければならな
い。そこで，まずは従業員のアイデンティティ形成を捉えるための概念と枠組みについて検
討する。 
 
5.2.1 アイデンティティの概念 
アイデンティティという概念を初めて使ったのは，Eriksonであるとされる（上野, 2005, 
p. 3）。Erikson（1959, p.23）によれば，自分がアイデンティティをもつという意識的な感
                                                   
40 批判派以外の人的資源管理研究においても，こうした課題が提起されている。例えば，
組織アイデンティティと自我アイデンティティの関係を実証することを試みた豊田
（2008, p. 13）では，「人材マネジメント思想」との関係性を検討することが今後の課題
とされている。 
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覚は，以下の 2 つの観察に基づいている。第 1 に，自己の斉一性（selfsameness）と連続
性（continuity）の直接的な知覚である。第 2に，他者が自分の斉一性と連続性を認識する
という事実の同時的知覚である。この 2 つの知覚は常に一致しているとは限らず，その間
に生じるズレが主体に変化を促すようになる41。 
Erikson（1959, p. 149）は，自我アイデンティティ42（ego identity）と自己アイデンテ
ィティ（self identity）を区別する。自我アイデンティティは主体（subject）に，自己アイ
デンティティは客体（object）に相当する。この 2つは，G. H. Meadによる主我（I）と客
我（me）にほぼ対応するものとされる（上野, 2005, p. 6）。 
また，Berger and Berger（1972, p. 62; 1975, p. 66）は，客我（me）に対応する側面の
みをアイデンティティとして定義している。彼らにとってアイデンティティは「自己の社会
化された部分」であり，「（他者による）同一化（identification）と自らによる同一化（self-
identification）の相互作用の産物」である（Berger and Berger, 1972, p. 62; 1975, p. 66）。 
本論文では，類似の用語による混乱を避けるために，Berger and Berger（1972; 1975）
と同様の定義を採用する。すなわち，アイデンティティとは客体化された自己であり，自分
自身による定義と他者による承認によって形成されるものである。したがって，本論文の分
析において従業員のアイデンティティ形成を捉えるためには，自己定義と他者による承認
を示す必要があるだろう。 
アイデンティティは，個人的アイデンティティと社会的アイデンティティに分割される。
個人アイデンティティとは，個人的な自己記述であり，個人的な人間関係に基づいて形成さ
れる。これに対して，社会的アイデンティティとは，集団やカテゴリーに基づいて形成され
る自己記述である。組織内での相対的な位置付けが重要になる従業員のアイデンティティ
                                                   
41 一方で，他者には認められないアイデンティティにしがみ付く人を精神病患者と呼ぶ
（Berger and Berger, 1972, p. 63; 1975, p. 67）。 
42 Erikson （1959, pp. 22-23）によれば，例えば，歩けるようになった子どもの自尊感情
は，社会的リアリティのなかで明確な位置付けをもった自我に発達しているという確信に
変化する。この感覚が，自我アイデンティティである。 
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にとっては，とりわけ社会的アイデンティティの概念が重要となる。社会的アイデンティテ
ィとは，「社会文化的な諸力と個人の社会的行動の型・内容の関係を説明する一連のプロセ
スと仮定」と定義される（Hogg and Abrams, 1988, pp. 13-14）。社会的アイデンティティ
は，勢力と地位関係を意味する多様な社会的カテゴリーから成り立っている。社会的カテゴ
リーは単体では特定の意味をもたず，他のカテゴリーとの対比において意味をもつように
なる。社会的アイデンティティは，そうした他のカテゴリーとの対比において特にイデオロ
ギー・価値観・信念などの違いに関心をもち，それらを背景としたコンフリクトに強調点を
置くことに特徴をもつ概念である（Hogg and Abrams, 1988, p.15）。 
本論文では，イデオロギーとしての人的資源管理の特質と従業員のアイデンティティの
関係性の分析に焦点を置いている。しかし，個人的アイデンティティの概念に焦点化してし
まえば，組織的な管理・統制との関係性を十分に分析できない。そのため，分析においては
社会的アイデンティティに着目し，人的資源管理の特質と従業員のアイデンティティの関
係性を分析する43。 
ただし，社会的アイデンティティは直接測定することができない（Hogg, 1992, p. 98）。
そのため，分析の際には人的資源管理の特質と従業員のアイデンティティを媒介する社会
的カテゴリーに着目する必要がある。既述のように，社会的アイデンティティは複数のカテ
ゴリーによって意味をもつためである。このようにヒトに対して付与されるカテゴリーは
役割と呼ばれる（宮台, 1991, p. 86）。役割とは，それ自身が関係的なプロセスにおいて再構
成されながら，相互作用によって構成された意味を媒介・介在するものである（Simpson 
and Carroll, 2008, p. 34）。役割は社会と個人を媒介する概念であり，個人の行動が社会的
行為となるような戦略的領域で作動する（Nadel, 1957, p. 20）。社会は規則や規範ならびに
                                                   
43 本論文では，社会的アイデンティティへと焦点化して分析を行う。しかし，それは社会
的アイデンティティ理論に依拠することを意味しない。社会的アイデンティティ理論は，
個人の認知に強調点をおく傾向があり，本論文が依拠する批判的経営研究とは立場が異な
るからである。批判的経営研究は，社会が人を構成すると同時に，人が社会を構成すると
考える社会構成主義の立場を取るため，本論文も同様の立場を取る。 
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その結果としての行動の恒常性に依存している。組織においても，特定の役割は特定の組織
ルーティンを生じさせる。そうしたルーティンの集積として，組織は組織となり得るのであ
る。こうした役割に対して，個人は積極的にその獲得を目指し，あるいは距離を置こうとす
る。この役割概念を手掛かりとすることで，従業員のアイデンティティ形成を分析すること
が可能になる。 
こうした組織における従業員の役割とアイデンティティ形成に関して，経営学において
最も顕著な例はホーソン実験であろう。ホーソン実験では，「ホーソン効果」と呼ばれる人
間関係の作用が論じられている。著名な大学の研究者の実験に参加することによって，ホー
ソン工場内において「被験者」としての役割を付与された実験参加者は，選ばれた者として
のアイデンティティを形成し，生産性を向上させたのである。 
ホーソン実験において被験者が期待されたのは，特定の作業条件下において生産性が向
上（あるいは，低下）することであって，どのような状況下においても高い生産性を示すこ
とではなかった。その実験方法には様々な問題点が指摘されているものの，結果としてホー
ソン実験から社会的存在としての人間観が提示されるに至った。すなわち，「被験者」とし
ての役割が，被験者に選ばれなかった他の労働者よりも優れているという自覚を彼らに芽
生えさせた。その自覚を通じて「選ばれた者」としてのアイデンティティが形成され，実験
参加者はどのような状況下においても生産性を向上させようという意欲をもつようになっ
たのである。換言すれば，「被験者に選ばれなかった者」である他の従業員との対比におい
て「被験者」としての意味を見出し，自らを選ばれた者とするアイデンティティを形成する
に至ったのである。このように，社会的アイデンティティは役割との関係性において形成さ
れるものとなる。 
以上より，本論文では複数の役割を対置させ，その役割を介して従業員が社会的アイデン
ティティを形成する様相を捉えていく。また，これ以降は，特に断りがない限り，社会的ア
イデンティティを指す言葉としてアイデンティティという表現を用いることにする。 
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5.2.2 アイデンティティ形成を捉えるための枠組み 
アイデンティティ形成を捉えるためには，イデオロギー・制度・管理実践の影響を分析の
対象とする必要がある。第 1に，アイデンティティと制度の関係である。制度は，制度に基
づく役割を演じるように訓練することを通じて，人びとを形成する（Gerth and Mills, 1953, 
p. 173）。社会におけるすべての役割は特定のアイデンティティを付与し，多くの場合，人
びとは演じる役割そのものになる（Berger, 1963, p. 98）。こうして形成されたアイデンテ
ィティによって，人びとは付与された役割の通りに振る舞うことが自らにとって唯一可能
なものと考えるようになる（Berger, 1963, p. 87）。制度は，役割を作り上げることで，個々
の行為だけでなく行為者も類型化するのである（Berger and Luckmann, 1966, p. 51）。 
第 2に，アイデンティティと管理実践の関係である。制度は，それ単体として従業員の役
割やアイデンティティを形成する訳ではない。制度は，管理実践を通じて初めて，従業員の
アイデンティティ形成に影響を及ぼすようになる。ここでの管理実践とは，特定の制度を利
用した管理そのものであり，制度と従業員を媒介する行為である。 
第 3 に，アイデンティティとイデオロギーの関係である。アイデンティティとイデオロ
ギーは同じプロセスの 2つの側面であるとされる（Erikson, 1959, p. 157）。イデオロギー
とは，特定の集団の既得権益を合理化するような観念やものの見方である（Berger, 1963, 
p.41）。イデオロギーは，特定の集団の既得権益に奉仕するだけでなく，その集団の行為を
正当化するように潜在的に機能する（Berger, 1963, pp. 112-113）。また，イデオロギーは
当該集団の利害に従って修正される（Berger and Luckmann, 1966, p. 114）。こうしたイデ
オロギーがもつ強制力によって，従業員は特定の役割へと同一化していく。イデオロギーを
拒否するか受容するかの選択は，個々の従業員のアイデンティティ形成と深く結びついて
いる。イデオロギーは，それ単体としてではなく，特定の制度・管理実践を通じて従業員に
影響を及ぼしていく。 
以上から，従業員のアイデンティティ形成を捉えるためには，特定の制度とそれに基づく
管理実践，そしてそれらの背後にあるイデオロギーの影響を捉える必要がある（図 5-1）。 
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イデオロギー・制度・管理実践の影響を捉えることで初めて，従業員の役割とアイデンティ
ティ形成を捉えることができるのである。以上のようなアイデンティティ形成のプロセス
は，当の本人にとって非反省的かつ非計画的なもので，ほとんど自動的なものである
（Berger, 1963, p. 109）。すなわち，人は自らのアイデンティティを思い通りに形成するこ
とはできないのである。このようにして，アイデンティティは社会的に付与・維持・変容さ
れるものとなる（Berger, 1963, p. 98）。 
 
5.3 日本的経営における従業員のアイデンティティ形成 
日本的経営は従業員に対して会社人間としてのアイデンティティを形成した。ここでは，
前節で検討したアイデンティティの概念・枠組みに即して，これまでの日本企業のヒトの管
理と従業員のアイデンティティの関係について考察する。 
 
5.3.1 日本的経営を支えた制度 
日本的経営は，西欧的経営とは根本的に異なる経営方式だとされる（津田, 1977, pp. 238-
246）。合理性の基準を原則とする西欧的経営では，ヒトは厳格な自己抑制のもとで働くこ
とを要求される。西欧的経営におけるヒトの管理は，ヒトの非合理的側面（すなわち，人間
的側面）を認めつつも，それを制御して合理性を貫くための手段として位置付けられる。こ
れに対して，合理性に加えて非合理性（すなわち，人間性）も原理とする日本的経営では，
経営体のなかに共同生活体をもつ。日本的経営におけるヒトの管理は，合理性と非合理性の
二重性のなかで協働の維持・発展を追求するものとして位置付けられる。 
こうした日本的経営を支えるのは，三種の神器と呼ばれる制度である。すなわち，終身雇
用，年功制賃金，企業別労働組合である44。第 1に，終身雇用とは会社が従業員を生涯にわ
                                                   
44 この 3つの制度を日本的経営の特徴として最初に指摘したのは，Abegglen（1958）で
あるとされる（Abegglen, 1958, 邦訳 p. 203, 加護野忠男による解説）。また，これらを
「三種の神器」と最初に命名したのは経済開発協力機構（1972, p. 1）の松永正男による
「序」であったとされる（野村, 2007, p. 95）。 
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たって雇用することである。終身雇用では，従業員も生涯にわたってその会社に在籍すると
される。ただし，実際には定年（戦前までは停年）に至るまでの間の雇用を維持する場合が
多く，生涯にわたって雇用関係を維持することは例外的であった（野村, 2007, p. 109）。第
2に，年功制賃金45とは年齢や勤続年数に応じて賃金が毎年累積的に増加する賃金制度であ
る。従業員の生活を保障するために定期昇給によって賃金が毎年一定程度上昇することか
ら，その根底には生活給としての考え方が存在するとされる（松山, 2014, p. 150）。第 3に，
企業別労働組合とは同一企業で働く従業員によって組織された労働組合である。企業別労
働組合の存続は企業の存続に依存するため，労使協議主義が原則となる。以上の 3 つの制
度は，日本的雇用システムとも呼ばれる（谷内, 2008, p. 5）。雇用システムにおけるこれら
の制度が誘因となることで，企業は従業員からの貢献を引き出している。日本的経営は，従
業員の貢献を長期的に評価し，誘因と貢献に対して長期的なバランスを取ることを特徴と
している（占部, 1978, p. 177）。 
これらの雇用システムは，日本的経営組織によって支えられていた。日本的経営における
組織構造は，職能別専門組織から事業部制組織へと移行したとされる（植村, 1993, pp. 100-
101）。これらの組織構造は広義の官僚制組織として捉えられるが46，集団単位の組織編成と
運営によって官僚制組織としては柔軟な構造となっている（植村, 1993, p. 103）。こうした
日本企業に特徴的な柔軟な官僚制組織を，本論文では日本的経営組織と表現する。日本的経
営はこのような組織構造によって支えられていたのである。 
日本的経営組織は，柔軟でありながらも官僚制組織であったため，専門化による職務の分
担を前提としていた。そうした職務間のネットワークは従業員同士の直接的なコミュニケ
ーションによって支えられていた（堀本, 2002, p. 192）。日本的経営においては，従業員の
                                                   
45 三種の神器の 1つとして，年功制賃金と年功制昇進を含めた「年功序列」を例示する研
究も存在する（e.g. 松山, 2014, pp. 149-152）。しかし，本論文では経済開発協力機構
（1972, p. 1）に倣い，年功制賃金を三種の神器の 1つとしている。 
46 官僚制とは厳密には支配・統治システムであり，組織構造のみを指す用語ではないが，
ここでは植村（1993）の用法に従っている。 
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配置転換によって社内の人的ネットワークが形成された。当時は情報システムが確立され
ていなかったため，そうした人的ネットワークに基づく従業員同士の直接的なコミュニケ
ーションを介して，日本的経営組織における分業が調整されていたのである。 
以上を整理すると，日本的経営は三種の神器と呼ばれる雇用システム，組織構造としての
日本的経営組織によって支えられていた。また，情報システムとしては確立していなかった
ものの，従業員同士の直接的なコミュニケーションによって職務間のネットワークが形成
されていたのである。 
 
5.3.2 日本的経営の背後にあるイデオロギー 
日本的経営の背後には，集団主義のイデオロギーが存在する47（宮坂, 1994, pp. 29-57）。
こうした認識の背景として，集団主義の日本人と個人主義の西欧人という対比がしばしば
前提とされる。個人主義とは，個人としての自由と平等に価値をおく考え方である。これに
対して，集団主義とは個人の利害よりも集団の利害を優先させる考え方である。こうした対
比から，日本人は西欧人とは正反対の集団主義者であるとされる。 
ただし，日本人の集団主義は個人主義と対立するものではない（濱口, 1982, p. 17）。日本
人は集団における関係性のなかで自己の欲求を満たし，集団としての福祉を確保しようと
する。日本人は盲目的に集団に従属しているのではなく，集団に対するコミットメントが自
らに利益をもたらすことを認識しているのである。そのため，個人が集団に包括されるとい
う受動的な側面だけでなく，個人が能動的に集団へと同化していく側面も見出せる。こうし
た主体的行為を含む概念として，間人主義（濱口, 1982, pp. 21-23）や，日本的集団主義（植
村, 1993, p. 75）が提示される。論者によって様々な名称が存在するが，本論文では個人の
                                                   
47 日本的経営の背後にあるイデオロギーは，厳密に言えば集団主義だけではない。広義に
言えば日本企業の存続の基盤となる資本主義の影響，特に近年では新自由主義の影響が指
摘される（Keenoy, 2009, p. 457）。また，当時の政治的なイデオロギーの対立なども日本
的経営には影響を及ぼしていたであろう。ただし，議論を複雑にすることを避けるため
に，本論文ではそれらのなかでもヒトの管理に最も影響を与えたとされる集団主義のイデ
オロギーに焦点を当てている。 
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主体的行為（集団への能動的な同化）を含んだものとして集団主義を捉える48。 
集団主義の形成要因には様々な説が存在する。田口（1986, p. 12）によれば，集団主義の
形成要因には，①地理的・民族的・自然的条件，②社会関係，③労働者＝人間，④人間性と
経営制度との複合，⑤経営制度，の 5 つが存在する（表 5-1）。これらの形成要因のうち，
田口（1986, pp. 10-13）は⑤を支持し，下請けや株式持ち合いなどの日本に特殊な経済的要
因によって三種の神器などの経営制度が形成され，それが閉鎖性の高い疑似共同体を形成
し，その結果として集団主義が形成されるとする。 
このような集団主義は日本的経営における従業員の行動・心理特性を指摘したものであ
るが，実際には集団主義的ではない従業員も存在した。会社（という集団）に同化するより
も，職人としての誇りを重視する会社から自律的な従業員（後述する職業人）や，会社にも
仕事にも深く関わろうとしない従業員（後述する一般労働者）も，一定数は存在したのであ
る。しかし，「日本人は集団主義だ」とする経験的な事実の 1つの側面が，いつしか「日本
人ならばすべて集団主義者でなければならない」という規範へと転化するようになる（宮坂, 
1994, p. 49）。それによって，集団主義は管理におけるイデオロギーと化し，日本企業で働
く従業員を他の人々に同調せざるをえない集団主義者にする。すなわち，集団主義は規範化
したイデオロギーとして日本企業の従業員の価値判断に組み入れられるようになり，それ
に規定される形で従業員行動が生じるようになる。以上のような集団主義イデオロギーは，
日本的経営を支える制度や管理実践を通じて従業員に影響を与えていく。 
また，日本的経営の背後には，管理主義のイデオロギーを見出すこともできる。管理主義
とは，管理を業績と関連付ける考え方であり，管理そのものに固有の視座である。そのため，
日本的経営に限らず，どのような管理にも管理主義のイデオロギーを見出すことは可能で
ある。しかし，日本的経営には独特の管理主義のイデオロギーが存在する。後述するように， 
                                                   
48 尾高（1984, pp. 81-83）は，集団主義に類する様々な名称を提示した論者に対して，集
団主義と全体主義を誤解していると指摘する。全体の必要を満たすことを至上命題とする
全体主義とは異なり，集団主義の目的はもともと成員個々人の福祉の増大にあったとされ
る。 
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日本的経営は集団的経営とも呼ばれる管理方式である。そのため，日本的経営における管理
主義は，集団としての業績を要求するイデオロギーとして作用していくのである。ただし，
こうした管理主義のイデオロギーは，広義の集団主義に包含されるものとして考えること
もできるだろう。 
 
5.3.3 日本的経営における管理実践 
集団主義のイデオロギーを背後にもつ制度は，日本企業に特徴的な管理実践を生じさせ
た（宮坂, 1994, pp. 199-237）。第 1に，集団単位の職務・責任の付与である。日本企業で
は，職務が個人ではなく集団によって担われており，専門家の原理が徹底されていない。官
僚制組織に見える日本企業の実体は，「集団単位の組織編成と運営になっている」（植村, 
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1993, p. 105）のである。そのため，個人単位の職務が明確化されておらず，同じ集団内の
仲間を手助けする行動が当たり前のものとなる。日本人は，個人責任の意識が希薄である一
方で集団としての連帯責任を強く意識し，集団に対して迷惑をかける行為に対しても強く
責任を意識するためである（岩田, 1977, pp. 87-102）。それゆえに，日本的経営においては，
個人の職務に対する権限と責任も明確になっていない。 
第 2 に，集団の一員としての評価である。日本企業の賃金を構成する要素の 1 つには，
年齢や勤続年数などの属人的要素に対応して支払われる属人給がある。この属人給は年功
的に運用されたことから，年功制賃金を支えるものとなった。その後，働きぶりや能力の違
いが賃金に反映されていないことに対する不満が生じたため，職務給49の導入を経て職能給
が導入された。職能給において評価の対象となる職務遂行能力は，「特定の企業に長期的に
．．．．．．．．．．
勤続してはじめて発揮されるあるいはその企業にとって意味がある（つまりその
．．
企業の目
的達成に貢献する）能力」（宮坂, 1994, p. 235）である。そのため，能力に対する評価も年
功主義的に運用される。日本的経営においては様々な賃金制度が導入されたが，それらは共
通して集団の一員として長期にわたって勤続することを評価したのである。すなわち，個人
のスタンドプレーによる貢献は評価されず，集団としての「和」を保ちながら貢献すること
が評価されたのである。 
以上の 2 つの管理実践をもつ日本的経営は，集団的経営ないし集団志向的経営とも呼ば
れる（植村, 1993, p. 79）。すなわち，管理実践においても，集団主義のイデオロギーの影響
が見出せるのである。 
 
5.3.4 会社人間の生成 
これらのイデオロギー・制度・管理実践の影響から，日本企業の従業員は自らのアイデン
ティティを形成していった。その中心となるのが，会社人間である。会社人間とは，会社に
                                                   
49 日本企業に導入された職務給も，結果的には年功制賃金との折衷型として運用されたと
される（宮坂, 1994, pp. 227-230）。 
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対して強く思い入れる従業員たちである（田尾, 1998, pp. 8-9）。会社人間としてのアイデン
ティティを形成した従業員は，組織に対して過剰に同調していることに気付かず，組織に対
して異議も挟まない存在となる。 
ただし，日本的経営によってすべての従業員が会社人間としてのアイデンティティを形
成していた訳ではない。熊沢（1994, pp. 38-46）によれば，資本主義の産業社会が生み出す
労働者は，以下の 3つに分類できる。 
第 1に，クラフトマン（職人的熟練工）や専門職のグループからなる職業人である。職業
人は，特定の職種においてどの企業でも通用する技能をもち，どの企業においても同水準の
報酬を受け取る。そのために，彼らは企業に対して自立的な立場にある。職業人は，仕事の
面白さから仕事人間になる場合はあっても，容易に会社人間になろうとはしない。 
第 2に，一般職の女性や非正規労働者などからなる一般労働者である。一般労働者は，ど
の企業・職種・職場で働くのかに関して偶発的な存在であり，単純な業務を流動的に担う。
一般労働者は，職業人ほどの技能をもっている訳でもなければ，企業から会社人間になるこ
とも期待されている訳でもなく，仕事にも会社にも傾斜しない。彼ら／彼女らは，企業に対
して自立的でも従属的でもない曖昧な立場にある。 
第 3に，内部労働市場における労働者としての会社人間である。会社人間は，生活時間に
占める労働時間の比率が高く，企業における仕事・人間関係・昇進・収入に関心をもち，企
業の要請を何よりも優先させるという特徴をもつ。彼らは，長期的な雇用のなかでキャリア
を展開し，それに伴って企業特殊的な技能を獲得していく。そのため，職業能力の展開の場
が特定の企業に限られている。こうした職業能力は他の企業では通用しないことも多いた
め，主として経営者の裁量のもとで決まる労働条件にも従わなければならない。その労働条
件は，能力主義的傾向が強まった人事考課によって決定される。会社人間は，そうした人事
考課に対して「〈強制された自発性〉をもって適応しようとする従業員」（熊沢, 1994, pp. 40-
41）である。 
会社人間は，少数のエリート的な典型的会社人間と，多数のノンエリート的な準会社人間
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に区別できる。このうち，典型的会社人間とは，自らの価値観を企業目的へと全面的に統合
させた従業員である。日本企業の特徴は，この典型的会社人間が準会社人間や職業人，一般
労働者たちを主導し牽引していることにあった。その意味で，日本的経営における従業員の
アイデンティティ形成は，典型的会社人間とそれ以外とに大別することもできる。 
以上のように，日本的経営に関わるイデオロギー・制度・管理実践は，会社人間（特に，
典型的会社人間）を中心としたいくつかのアイデンティティを形成した。それらの関係は，
次のように図示できる（図 5-2）。だが，このような関係性は，日本的経営の崩壊に伴って，
次第に成り立たなくなりつつある。特に，三種の神器の中心となる終身雇用の存続を肯定で
きない状態となったことから，日本的経営における「集団管理による利点を活かした経営が
変化してきている」との指摘もある（馬塲, 1995, pp. 116-118）。こうした指摘は，日本企業
に特有のヒトの管理が変容していることを示している。 
 
5.3.3 日本的経営の変化 
高度成長期のような高い成長率が見込めなくなった日本企業は，減量経営に積極的に取
り組むようになった（間, 1996, pp. 192-200）。これにより，三種の神器の中心である終身
雇用にも変化が生じた。終身雇用の対象とならない非正規労働者の雇用が増え，終身雇用の
中心的な担い手であったホワイトカラーが人員整理の対象になった。こうした背景から職
場の人間関係は希薄化し，集団主義のイデオロギーはかつてのような規範としての強制力
を失っていった。 
集団主義のイデオロギーを生み出したのは，三種の神器とよばれる制度であった。しかし，
そうした制度そのものが変容したのである。その背景には様々な要因が存在するが，本論文
ではそれらの要因のなかでも特に次の 3つに着目する。 
第 1 に，市場主義の影響である。グローバルに新自由主義的な経済政策が採用されるこ
とに伴って，ヒトの管理も市場の視点から理解されるようになる。こうした動向は日本企業
にも影響を与えており，日本企業のヒトの管理も緩やかに市場志向へとシフトしつつある 
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ことが指摘される50（Jacoby, 2005, p. 260; 清家, 2003, pp. 24-26）。市場主義は，集団では
なく個人に対して特権を与える（Keenoy, 2009, p. 465）。すなわち，これまで集団の一員と
して評価されてきた日本企業の従業員に対して，個人としての貢献が強く求められるよう
になる。以上のような背景から，日本企業では成果主義賃金制度が相次いで導入された。成
果主義賃金制度では，目標管理制度によって個人ごとに目標が設定され，その目標の達成度
合いに応じて賃金が支払われる。そのため，成果主義賃金制度は日本的経営のイデオロギー
である集団主義とは相容れないものであった。 
第 2に，組織変革の影響である。日本的経営組織は，職能別専門組織や事業部制組織など
を含む広義の官僚制組織とされることから，いわゆる逆機能が問題とされる。その 1つが，
他の部門に対して排他的となるセクショナリズムである。こうした問題点を克服するため
に組織変革が企図され，その手段の 1つとして設けられるのがプロジェクト組織である（植
村, 1993, pp. 139-145）。プロジェクト組織は，部門の垣根を越えて人材が集められ，期限
内に特定の問題を解決するために活動する。そのため，プロジェクト組織も自らの所属する
部門に固執する傾向にある日本的経営組織とは相容れないものであった51。 
第 3に，情報技術の影響である。情報技術革命は，国際的な競争力を失った日本企業の組
織を大きく変貌させた。この情報技術革命は，日本的経営を根本的に見直すための救世主的
な役割を期待されて登場したものであるとされる（長井, 2002, p. 66）。こうした情報技術
革命のなかでも，とりわけ重要視されているのが ERP（Enterprise Resource Planning）
である。ERP とは全社的な経営資源の計画・管理を行うための情報システムをパッケージ
化したソフトウェアであり，ERP パッケージとも呼ばれる。実務界での ERP の導入は，
1990 年代の企業による情報技術の利用における最大の進化であるとされる（Davenport, 
1998, p. 122）。ERPでは，マニュアルによって業務が標準化されるため，個人単位の責任
                                                   
50 ヒトの管理が市場志向へと転換した背景として，人的資源管理パラダイムの存在を指摘
する研究もある（上林, 2014, pp. 6-7）。 
51 一方で，終身雇用である日本企業では，従業員が昇進を期待してプロジェクト組織に進
んで参加するとの指摘もある（Kono and Clegg, 2001, p. 237）。 
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が明確になる。そのため，ERP も日本的経営とは相容れない技術特性をもつものであった
（吉原ほか, 2003, pp. 11-12）。 
以上のような 3 つの要因を背景に，日本企業ではそれぞれに対応する新たな制度が導入
されている。これらの制度は，アメリカを中心とした諸外国に端を発するものである。例え
ば，成果主義賃金制度はアメリカのシリコンバレーで働くエンジニアに対する報酬制度を
参考にして導入された制度である（城, 2004, p. 20）。また，プロジェクト組織も，そのルー
ツは「NASA のアポロ計画の際に従事した航空宇宙産業の企業によって導入されたプロジ
ェクト・マネジャー制」（奥村, 1980, p. 21）にある。そして，ERPを提供し始めた企業と
して知られるのは，ドイツの SAP 社やアメリカの ORACLE 社などである。こうした制度
の導入によって，日本企業のヒトの管理はアメリカにおいて考案された人的資源管理へと
移行していったのである。 
集団主義のイデオロギーを生み出したかつての制度が変容することで，日本企業のヒト
の管理におけるイデオロギーにも変化が生じるようになる。新たなイデオロギーを形成す
るのは，新たに導入された制度である。市場志向の強い人的資源管理を可能とするいくつか
の制度が導入されることで，日本企業のヒトの管理の背後にあるイデオロギーまでもがア
メリカナイズされていく。すなわち，人的資源管理の背後にある特質が，日本企業のヒトの
管理のイデオロギーへと化していくのである。 
 
5.4 分析枠組みと分析方法 
日本的経営は会社人間としての従業員を生成した。しかし，日本企業のヒトの管理は人的
資源管理へと変容しつつある。本論文の目的は，そうした変容のなかでの新たな従業員のア
イデンティティ形成を捉えることにあった。そのために，ここでは次章以降の分析のための
枠組みと方法について論じる。 
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5.4.1 本論文の分析枠組み 
まず，本論文で分析の対象とするのは，成果主義賃金制度，プロジェクト組織，ERP の
3つの制度である。第 1に，市場主義の影響によって，日本企業では成果主義賃金制度が導
入された。成果主義賃金制度は雇用システムを構成するものの 1 つであり，かつての年功
制賃金と対応関係にある。また，かつての雇用システムを構成していた終身雇用と企業別組
合は，現在も制度として存続している。しかし，既述のように終身雇用はそれほど強固なも
のではなくなりつつある。また，人的資源管理においては，労働組合そのものが軽視される
傾向にある。よって，この 2つの制度に関してはその影響が弱まっているものと思われる。 
第 2に，組織変革の影響によって，日本企業ではプロジェクト組織が導入された。プロジ
ェクト組織は新たな組織構造の 1 つの形態であり，これはかつての日本的経営組織に対応
するものである。 
第 3に，情報技術の影響によって，日本企業では ERPが導入された。ERPは全社的な経
営資源の計画・管理を可能とする情報システムである。かつての日本企業には情報システム
が確立していなかったために従業員同士の直接的なコミュニケーションが用いられていた
が，ERPはそれに置き換わるものとなる。 
以上の 3つの制度に基づいて，それぞれの管理実践が生じることになる。また，これらの
制度・管理実践の背後には，新たなイデオロギーとして人的資源管理の特質が見出せる。本
論文では，人的資源管理の特質として，人間観における①従業員の利害の一元化，管理原則
における②個人としての貢献の要求，そして，研究視座における③管理主義を見出した。た
だし，これらの 3 つの特質のうち，研究における管理主義の視座は我々研究者が分析に先
立って相対化すべきものとなる。管理主義とは，管理を業績と関連付ける考え方であり，管
理そのものに固有の視座である。それは，実務における管理に対しても当然のように見出す
ことができる。人的資源管理の研究は，そうした視座を（分析対象となる実務だけでなく）
研究そのものの出発点とすることに特徴をもつ。こうした視座は，管理主義に対して批判的
な立場を取る批判的経営研究に立脚することで，相対化することができる。実際に，研究視
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座としての管理主義を相対化した分析は，すでに批判派人的資源管理によって実施されて
いる。本論文においても，同様の視座からの分析によって，管理主義を相対化した分析を試
みる。人的資源管理の特質としての管理主義は，かつての日本的経営とは対照的に，個人と
しての業績を要求するものとなる。ただし，これは個人としての貢献の要求と大きく重なる
特質でもあるため，本論文では管理主義を主な分析の対象とはしないことにする。 
よって，本論文では，人的資源管理の特質として①従業員の利害の一元化と②個人として
の貢献の要求を主な分析の対象とする。なお，この 2 つの特質は学術的な知見から導き出
されたものであるが，実務においても見出すことが可能であることに言及しておく。例えば，
松山（2014, pp. 124-126）では，キヤノン，松下通信工業，リコー，武田薬品の 4社の人事
方針から，個人の尊重，能力成果主義，個人と組織の有機的融合の 3つの特徴を見出してい
る。この 3つの特徴のうち，個人の尊重は個人の成長欲求の尊重を謳うものであり，そうし
た利害をもつ存在として従業員を捉えるものである。これは，従業員の 1 つの側面だけに
焦点を当てたという意味で①従業員の利害の一元化に相当するものであり，また個人とい
う単位を強調しているという意味で②個人としての貢献の要求にも相当する特徴である。
また，能力成果主義とは個人に対して相応の能力と成果を要求するものであり，これは本論
文における②個人としての貢献の要求と同義の特徴となる。さらに，組織と個人の調和を強
調するものである個人と組織の有機的融合については，その前提として本論文における①
従業員の利害の一元化が存在する。このように，人的資源管理の特質は実務においても見出
すことができる。 
以上より，本論文の分析枠組みを構築する（図 5-3）。本論文で分析の対象とするのは，ま
ず制度としての成果主義賃金制度，プロジェクト組織，ERP である。そしてそれに基づく
管理実践も分析の対象とする。それらの制度・管理実践の背後にはイデオロギーとしての人
的資源管理の特質を見出す。これらのイデオロギー・制度・管理実践から，従業員に付与さ
れる役割を捉えていく。そして，その役割から，従業員のアイデンティティ形成について考
察していく。そのため，本論文の分析枠組みでは，①イデオロギーとしての人的資源管理の 
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特質，②制度，③管理実践，④役割，⑤従業員のアイデンティティの 5 つを分析対象とす
る。なお，図 5-3は，各分析対象の線型的な関係を示したものではない。この図における矢
印は必ずしも因果関係を示すものではなく，あくまで各分析対象の時間的な経緯や対立関
係を示したものである。次章以降では，この分析枠組みに即して分析を行う。 
 
5.4.2 分析の方法と対象 
次章以降の分析に先立って，分析の方法について簡潔に説明する。本論文の分析は，すべ
てケース・スタディの方法を用いている。ここでは，その分析方法を選択した理由，および
調査対象の選定と各調査の概要について述べる。 
本論文の分析は，ケース・スタディを用いる。この方法を選択した理由は，以下の 2つで
ある。第 1に，現在の事象に対して「どのように」あるいは「なぜ」を問う場合には，ケー
ス・スタディが最も適切な方法だからである（Yin, 1994, p. 9）。本論文の検討課題は，日本
企業の人的資源管理が従業員のアイデンティティ形成にどのような影響を及ぼしているの
か，である。そのため，次章以降では従業員のアイデンティティ形成のプロセスを分析の対
象としている。こうした分析に対しては，統計的な検証よりもケース・スタディによる分析
が適切な方法となる。 
第 2に，人的資源管理の影響を検証するためには，ケース・スタディによる分析が要求さ
れるからである（Guest, 1997, p. 274）。既述のように，これまでの人的資源管理研究では，
統計的手法を用いた検証が一般的であった。その際に，組織レベルの業績を（最終的な）従
属変数としてしまうことが，研究上の課題とされていた。そのために，人的資源管理が及ぼ
す影響については，業績を従属変数として想定しない探索的な分析が求められる。ケース・
スタディによる分析は，調査段階において新たな発見を分析枠組みに盛り込める余地があ
ることから，こうした要求に応えやすい方法だと言える。 
以上より，日本企業の人的資源管理が従業員のアイデンティティ形成に及ぼす影響につ
いて分析するためには，ケース・スタディが適切な方法となる。次章以降では，このケース・
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スタディを用いて分析を行う。 
第 6 章から第 8 章までの分析では，新たな制度を導入した事例を選定している。従業員
のアイデンティティは，何らかの制度を導入する際に強く意識される傾向があるためであ
る。新たな制度の導入に伴って，新たな役割が形成される。新たな役割は，その関係性によ
って既存の役割がもつ意味を変容させる。そうした役割の意味の変容によって，従業員は自
らのアイデンティティを強く意識するようになるのである。 
また，従業員がアイデンティティを形成するのには，相応の時間を要する。そのため，新
たな制度を導入してから一定以上の期間が経過している事例を分析対象として選定し，そ
れを対象者に回顧的に振り返ってもらうことでインタビュー・データを得ている。 
こうしたインタビュー・データを中心として，次章以降では従業員のアイデンティティ形
成を捉えていく。ただし，アイデンティティやイデオロギーは直接測定することが困難なも
のでもある。そのため，まずは第 6章から第 8章までの分析において，各事例の制度・管理
実践・役割のみを分析の対象とする。制度の存在や，組織的に付与される役割の存在は，観
察者の主観によって左右されにくいためである。また，制度に基づいた管理実践も，行為と
して観察可能である，ゆえに，第 6 章から第 8 章までの分析において，まずは観察可能な
制度・管理実践・役割を捉えていく。そして，第 9 章にて，それまでの分析結果に基づい
て，各事例におけるイデオロギーとアイデンティティを見出していく。アイデンティティと
イデオロギーは同じプロセスの 2 つの側面であるとされることからも，両者を同時に考察
することは妥当であると思われる。また，アイデンティティに関しては，できる限り当人に
よる自己定義と他者からの承認と見なしうるインタビュー・データを用いて考察すること
にする。 
第 6章では，住宅メーカーX社を調査対象としている。X社はもともと住宅部材メーカー
であったが，数十社との大規模な経営統合を行った。その際に，各社で運用されていた人事
制度も統合されることになった。第 6 章で取り上げる人事制度改革は，そのような背景か
ら実施されたものである。この調査は，2011年に 2か月間にわたって実施された。調査内
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容は，X社員へのインタビュー，社内資料，および二次資料に基づいている。インタビュー
対象者は，人事制度改革を主導した人事部長とその部下の 2 名である。後者には，計 5 時
間以上にも及ぶインタビューを実施している。 
第 7 章と第 8 章では，どちらも製造業 Y 社を調査対象としている。Y 社は，安定した経
営状態を保っていた企業であった。しかし，業績は少しずつ低下し，ついには数十年ぶりの
赤字を計上した。それを契機として，いくつかの改革が実施された。そうした改革の 1つが
第 7 章で取り上げる給与計算業務改革であり，第 8 章で取り上げる各種プロジェクトの設
立である。この 2つの調査は，2009年から 4年間にわたって同時に実施された。調査期間
中は，定期的にインタビュー調査が実施された。調査内容は，Y社員に対するインタビュー，
および二次資料に基づいている。インタビュー対象者は，ERP パッケージ導入を主導した
本社の給与計算センター・リーダー，給与計算担当者，人材開発グループ・リーダー，など
の計 8名である。  
なお，X 社および Y 社の事例は，匿名の事例として扱うことを条件に公表を許可されて
いる。よって，事例に登場する製品名，部署名などは，すべて仮名を用いている。また，分
析の際に参考にした二次資料についても，参考文献には記載していない。 
 
5.5 小括 
この章では，まずこれまでの研究の課題について整理した。その結果，資源的価値に結び
つけることが難しいヒトの人間的側面を捉えて，それと人的資源管理パラダイムとの関係
性を分析することが本論文の課題となった。そうした課題に対して，この章では，現在の日
本企業のヒトの管理（すなわち，人的資源管理）が従業員のアイデンティティ形成に及ぼす
影響を明らかにするための分析枠組みを構築した。 
まずは，従業員のアイデンティティ形成を捉えるための概念と枠組みについて検討した。
本論文では，アイデンティティを客体化された自己であり，自分自身による定義と他者によ
る承認によって形成されるものとして定義した。そして，社会的アイデンティティに着目し
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て，人的資源管理の特質と従業員のアイデンティティの関係性を分析していくことになっ
た。また，その際には従業員に付与される役割を手掛かりとし，それらに対するイデオロギ
ー・制度・管理実践の影響を分析の対象とした。 
次に，これまでの日本企業におけるヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係につ
いて考察した。日本的経営においては，イデオロギーとしての集団主義が，終身雇用・年功
制賃金・企業別組合や日本的経営組織などの制度を通じて，集団単位の職務・責任を付与し，
集団の一員として従業員を評価するという管理実践を生じさせていた。これらのイデオロ
ギー・制度・管理実践によって，従業員は会社人間・職業人・一般労働者などのアイデンテ
ィティを形成していた。 
しかし，様々な制度の導入によって，日本企業のヒトの管理は変容した。そこで，本論文
は，そうした変容のなかでの新たな従業員のアイデンティティ形成を捉えるための分析枠
組みを提示した。本論文の分析枠組みは，①イデオロギーとしての人的資源管理の特質，②
制度，③管理実践，④役割，⑤従業員のアイデンティティの 5 つを分析対象とした（図 5-
3）。次章以降では，この分析枠組みに即して，日本企業の人的資源管理における従業員のア
イデンティティ形成を捉えていく。 
また，最後に次章以降の分析にケース・スタディを用いることを論じ，各調査の概要につ
いて述べた。 
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第 6章 住宅メーカーX社における人事制度改革 
 
この章では，X社における人事制度改革について分析する52。X社では，数十社との経営
統合に伴って，従業員の一体化が課題となった。その際に，これまでの年功重視型の人事制
度が見直され，統合後には成果・実力を重視した人事制度が導入された。新たな人事制度で
は，多種多様な職務に就いていた従業員の多くを総合職扱いとした。この章では，こうした
人事制度改革の概要とその効果について分析する。 
 
6.1 人事制度改革に至る経緯 
X 社は，グループ連結で 5000 人以上の従業員を擁する創業 50 年ほどの住宅メーカーで
ある。X社は当初，販売部門を自社でもたない住宅部材メーカーであった。同業他社の多く
が直販体制による販売を行っていた一方で，X 社は製造した住宅部材の販売を代理店に任
せていた。X 社の販売を担う代理店は，地元工務店との折半出資で設立した直系の代理店
と，一般の代理店によって構成されていた。これらの代理店によって，X社が製造した住宅
部材は消費者に提供されていた。会社数は一般の代理店の方が多いものの，X社が製造した
住宅部材の販売実績の大半は代理店53によるものであった。 
X 社が代理店に販売を任せていたのは，地元に密着した製品の販売を可能にするためで
あった。その一環として，X社と代理店は共同で製品を企画し，それを代理店が地元で販売
することも試みられていた。そうした共同体制による製造・販売によって，X社は同業他社
との差別化を図っていた。しかし，代理店は X 社とは独立した企業であるため，X 社の意
向を徹底させることが難しかった。そのため，X 社は従業員を代理店に出向させるなどし
て，グループ全体の結束を高めていた。それと同時に，代理店間の処遇の格差を極力少なく
                                                   
52 ここで取り上げる事例の一部は，江夏・柴田・櫻井（2012）に基づいて作成している。 
53 以下，資本参加のない一般の代理店は登場しないため，直系の代理店を単に「代理店」
として表記する。 
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するために，人事制度の標準化にも取り組んでいた。当時の多くの日本企業が従業員の画一
化に危機感を抱いていた一方で，X 社は意図的に従業員を画一化して結束を高めようとし
ていた。 
その後，X社では販売不振によって業績が悪化し，経営を効率化してコストを削減するこ
とが急務となった。そこで，X社は代理店，物流会社，サービス会社など数十社との大規模
な経営統合を行った。この統合によって，製造・販売・施工・アフターサービスまでが一体
化され，X社では顧客の要望に迅速に対応できる直販体制が整えられた。 
また，この経営統合に伴って，X社は多様な職種に就く従業員を抱える企業となった。統
合以前は住宅部材の製造が主な業務であったため，管理対象としての従業員の職種も限ら
れていた。しかし，経営統合に伴って，かつての X 社には存在しなかった職種も管理の対
象となった。そのため，統合後の X 社では，多種多様な業務に従事する従業員の人事制度
が一本化されることになった。 
 
6.2 改革以前の人事制度 
X 社が属する住宅業界は国内での販売が主となるため，グローバル競争にさらされた経
験がなかった。そうした背景もあってか，改革以前の住宅部材メーカーであった X 社には
真面目で紳士的な従業員が多かった。従業員の人柄が良く貪欲さに欠けることから，X社は
「お坊ちゃんお嬢ちゃんの会社」という評価を受けることが多かった。 
 
うちの会社がお坊ちゃんお嬢ちゃんの会社なんて言われるのはね，まぁ人は良いけど
も，なんかたくましさに欠けるみたいなことが言われていたりとかね。…それも別にま
ったく悪い話とは思っていませんが，それはそれで残しつつも，もう少したくましくな
らないといけないねと。（人事部長 A氏） 
 
当時の X 社の従業員は，与えられた仕事をこなすことには長けていたものの，変革には
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疎いという側面をもっていたと回顧している。 
 
当社の社員を一言で言えば，「真面目で人柄が良く紳士的ですが，反面，スピード感に
欠けたり，変革に疎い」という面があります。（二次資料より引用） 
 
製品をつくれば売れるような右肩上がりの成長が前提となる環境下では，このような気
質の従業員によって容易に増収・増益を達成できた。このような環境が長く続いたことから，
X 社の従業員は自ら考えて行動することを要求されなかったのである。こうした従業員に
対して，X社では年功主義の人事制度を運用していた。勤続年数に応じて生活給としての賃
金を支払い，昇進・昇格を決めていたのである。また，昇進先のポストを確保する狙いもあ
って，X社は階層の多い組織であった。また，X社では従業員を長期的な雇用を通じて定年
まで育成する方針をもっていた。このように，当時の X 社の人事制度は受身型の従業員を
活用しようとするものであった。 
一方で，X社と経営統合することになる代理店の従業員は，X社の従業員とは正反対の気
質をもっていた。代理店では，いわゆるアメとムチによる管理が徹底され，自分の力で業績
を上げようとする一匹狼気質の従業員が多いとされていたのである。 
 
（X社の従業員に対して）こっちは一匹狼で，必死でモノを売ってくるみたいな人が代
理店にいてね。それが一緒の社員になっている訳ですよ。（A氏） 
 
こうした従業員に対しては，販売件数に応じたインセンティブとしての賃金が支払われ
ていた。代理店では，X社のように長期的な視点から育成するという考え方は弱く，むしろ
現場で先輩の背中を見て学ぶことが重視されていた。代理店では，優秀な従業員が会社に残
ることを期待されていたのである。そのため，代理店の従業員は売上至上主義者となる傾向
があった。 
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このように，まったく正反対の気質をもった従業員が経営統合によって同じ組織の一員
となる。そのため，統合後の X 社では，双方を納得させる新たな人事制度を構築する必要
があった。 
 
6.3 新たな人事制度の導入 
X社の人事制度改革は，従業員に自律的な行動を要請するものであった。これは，現場の
従業員に権限を委譲し，ボトムアップを実現することで環境の変化に対応するためである。
改革の際には，専門的な知識・技能をもつ個人として確立された人材の育成が課題となり，
プロフェッショナルとして活躍できる人材を育成することが基本理念とされた。この基本
理念は，従業員が受け入やすいような配慮をもって提示された。 
 
（プロフェッショナルとは）今もっている高い知識とスキル・経験を活かして会社に貢
献するプロなんです，と。プロと呼ばれる人ってのはプロ野球選手とかね，本当の一流
の人っていうイメージを一生懸命植え込もうとしましたね。（人材開発グループ B 氏） 
 
我々が一番考えたのは，受け入れられやすいようにしようということですね。（B氏） 
 
こうした基本理念に沿って，X 社では顧客目線で自律型の人材像が掲げられ，「人は我々
の最も価値ある資源である」という信念のもとで人事制度改革が進められていくことにな
った。 
ただし，規模も文化も違う複数の会社が経営統合することになったため，それらの間にあ
る格差を埋めることも課題となった。その課題を解消するためには，全従業員を一元的に扱
う必要があった。また，経営統合の際にはいくつかの工場を閉鎖し，ブルーカラーとして働
いていた従業員を営業職に就かせる必要性も生じた。こうした背景から，新たな人事制度の
もとでは一部の技能職を除き，大半の従業員が同じ総合職の扱いとなった。統合前に多種多
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様な職務に就いていた従業員の多くが，総合職として一元化されたのである。ただし，転勤
を望まない従業員はエリア限定の総合職とするなど，極力従業員の要望に沿うように対応
した。 
統合後の X 社に導入されたのは，自己選択型の成果・実力主義の人事制度であった。ま
ず，自己選択型の人事制度として，従業員による主体的なキャリアデザインが重視されるよ
うになった。新たな人事制度では，上司と部下の間で年に 2回実施される面接で，将来の目
標を達成させるための能力・キャリア開発を計画した。その上で，部下である従業員に対し
ては，研修費の一部を自己負担とし，有給休暇を取得して選択型研修を受講することを選択
させた。こうした取り組みによって，従業員はこれまで受動的に取り組んでいた研修に対し
て，当事者意識をもって参加するようになった。また，社内資格を認定するとともに，公的
資格取得のための費用を会社側が負担するなどした。これらの能力開発に関する取り組み
の背景には，エンプロイヤビリティの考え方がある。エンプロイヤビリティとは雇用される
能力のことであり，従業員自身が企業に雇用される能力を各自の責任で開発していくとい
う考え方である。改革後の X 社の能力開発では，各従業員に個人としての責任が要求され
るようになったのである。また，キャリア開発に関しても自己申告制度や社内公募制度など
が導入され，従業員が自らの責任によってキャリアを開発していくことが求められるよう
になった。こうした取り組みは，顧客目線の自律型人材を育成するためのものであった。統
合後の X 社では，能力・キャリア開発を通じて，従業員を顧客目線の自律型人材として標
準化することが目標とされたのである。 
 
基本はね，会社も個人もやっぱり自律するべきで，もたれあったらダメですよね。自律
しあったなかで，会社は会社で個人をサポートする。個人は個人で自分の力を発揮する
場所として会社を考えて欲しいし。これはクールな関係という訳ではないんですよ。会
社は温かいんですけれども，ただ単に自律しないで甘えた関係で会社にいられても困
るじゃないですか。そのなかでは成長しないですしね，本人がね。（A氏） 
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さらに，成果・実力主義の人事制度では，年功的処遇から成果・実力の処遇が重視される
ようになった。新たな人事制度では職能グレード制度が導入され，成果・実力に基づく昇進・
昇格が可能になった。職能グレードとは職能資格を大括り化したもので，これを職位と連動
させることで昇進要件が緩和されることになり，力ある若手従業員を積極的に登用するこ
とが可能になった。これに伴い，統合後の X 社では組織としての階層が削減された。不要
な管理職のポストが削られ，従業員が現場でプロフェッショナルとして活躍できる体制が
整えられた。また，賃金制度も成果型の処遇へと移行し，業績と連動して賞与が支払われる
ようになった。さらに，評価項目がオープン化され，評価結果が本人にフィードバックされ
る仕組みも整えた。 
 
やる気のある人には全員チャンスがあって，そうじゃない人も認めるけれども，ここま
では自分の責任としてちゃんと仕事をしてね，と。（そうじゃない人に対しては）等級
も処遇もこんなところになるよ，と。でも，責任をもって，ここまでの仕事をしてよ，
と。そういう人もいますね。一生懸命歯車の 1つとなって（会社を）動かしている人も
いるんで。でも，そのなかで，自分はもっとこんなことをしたいという人がいたら，チ
ャンスはあげるからがんばってやってみたら，というスタンスだと思うんですけどね。
基本はね。（A氏） 
 
新たに導入された人事制度のもとでは，まず「全員が同じ立場になる」ことが目標となっ
た。統合前の出身会社によって，同一労働でも賃金格差が生じていたためである。そのため
に，X 社では従業員間で差を付けないことを目的として成果主義が導入された。一般的に，
成果主義賃金制度とは，目標の達成度合いに応じて賃金が支払われる制度を指す。また，目
標の達成度合いを評価するために，目標管理制度によって年数回の面接が上司と部下の間
で実施される。すなわち，目標の達成度合いに応じて従業員間の賃金格差を生じさせる賃金
105 
 
制度である。しかし，X社の場合は，むしろ賃金格差を縮小するために成果主義が導入され
た。というのも，年功主義では評価の割合（例えば，Ａ評価は何％など）に関する暗黙のル
ールがあることが多く，それほど能力差のない従業員間に差を付けなければならない場合
もあるためである。また，かつての代理店では，販売件数に応じて賃金が支払われていたた
めに，販売実績によって従業員の間に大きな賃金格差が生じていた。こうした格差を是正す
ることを目的に，X 社では成果主義が導入されたのである。統合後の X 社に導入された人
事制度では，生活給に相当する基本給部分を残しつつ，業績連動型の賞与によって従業員の
成果に報いていた。この賃金制度によって，一部の優秀な従業員には賞与で報いる一方で，
その他大勢の従業員に対しては無理やり差を付けないように賃金が支払われるようになっ
た54。 
また，こうした差を付けない成果主義は，総合評価に基づく昇進・昇格によって補完され
ていた。統合後の X 社では，昇進・昇格の基準として成果は重視されていなかった。むし
ろ，昇進・昇格の要件としては能力・人柄・プロセスが重視され，顧客目線で自律型の人材
であることが要求された。その結果，成果を上げた従業員に対しては賞与で報い，X社が求
める人材に対しては昇進・昇格で報いることが可能になった。以上のような差を付けない成
果主義は，統合以前と比べて賃金格差を縮小する一方で，X社が求める人材を重要なポスト
へと昇進させる取り組みであったと言える。 
 
6.4 人事制度改革の効果 
人事制度改革の効果は，すぐに現れる訳ではない。X社の人事制度改革も，その効果を評
価するには時期尚早であろう。ただし，従業員の資格取得率が高まり，離職率も低下するな
ど，効果の一部はすでに確認することができる。 
こうした効果に加えて，「全員が同じ立場になる」ことから顧客目線の自律型人材を育成
                                                   
54 ただし，従業員全員が同じ立場になることが実現し，同一労働による賃金格差が解消し
てからは，成果に応じた賃金の支払いが推奨されるようになった。 
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するという目標は，少しずつ達成されつつある。X社では，規模も文化も違う複数の会社が
経営統合することになったため，それぞれの従業員の気質に合わせて人材育成が実施され
た。例えば，代理店に所属していた一匹狼気質の従業員に対しては，従業員満足・顧客満足
の重要性を認識してもらう必要があった。彼らの売上至上主義の考え方を改めさせるため
に，X 社では顧客目線に立つことの重要性を強調した。こうして，一匹狼気質の従業員は
「売れれば何でもいい」という考え方を改め，「お客さんの立場に立って考える」ことを重
視するようになった。また，住宅部材メーカーであったかつての X 社に所属していた従業
員は，人柄が良いけれども貪欲さに欠けていた。特に，ホワイトカラーの従業員はデスクワ
ークが中心であったために，内向き志向が強くなっていた。そこで，統合後の X 社では，
顧客目線で自ら考えられる人材となるために，彼らに現場へ赴いて顧客との接点をもつこ
とを要求した。現場に赴くことになったかつての X 社員は，次第に考えるよりも行動を起
こすマインドを身に付けるようになった。 
さらに，統合後に入社した新入社員に対しては，本当の X社員になることが要求された。
統合前から在籍している従業員のなかには，かつて所属していた会社の文化・気質が抜けき
らない人も多い。そうした従業員と比べれば，統合後の新入社員は顧客目線の自律型人材と
して育成しやすい。そのため，X 社は彼らこそが本当の X 社員になれるというメッセージ
を強調し，彼らを囲い込むようになった。そうした新入社員に対しては，資格取得とそれに
対する報酬を設定したり，能力開発のためのチェックリストなどを作成したりして，明確な
目標を示した。この目標に対して自律的に努力させることを通じて，X社では若手の従業員
を顧客目線の自律型人材へと育成している。 
ただし，すべての X 社員が掲げられた人材像に近づける訳ではない。X 社では，能力開
発に対する意欲に欠ける従業員に対しては，配置転換によってモチベーションの向上を促
していた。得意な仕事を見つけてあげることで，彼らを極力自律的な人材として扱えるよう
にするためである。また，メンター制度などのケアも充実させることで，メンタルヘルス対
策も行っていた。しかし，こうした取り組みにもかかわらず，それでも「健全なマインド」
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をもつことができない従業員に対しては，退職して新たなキャリアを歩むことを勧める場
合もあった。 
 
6.5 小括 
業績の悪化を受けて，X社は代理店，物流会社，サービス会社など数十社との大規模な経
営統合を行った。この経営統合に伴って，かつての X 社には存在しなかった職種も管理の
対象となった。統合後の X 社では，多様な業務に従事する従業員を総合職へと一元化し，
人事制度も一本化した。新たに導入されたのは，自己選択型の成果・実力主義の人事制度で
あった。 
人事制度改革によって，X社では「全員が同じ立場になる」ことが実現しつつある。それ
ぞれの従業員の気質に合わせた人材育成を実施することで，X 社では総合職扱いとなった
すべての従業員を顧客目線の自律型人材へと近づけていった。ただし，そうした人材像に近
づけない一部の従業員に対しては，新たなキャリアを勧める場合もあった。 
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第 7章 製造業 Y社における給与計算業務改革 
 
この章では，Y 社における給与計算業務改革について分析する55。今日，多くの企業で，
ERP（Enterprise Resource Planning）パッケージの導入を通じた業務改革が行われてい
る。ERP パッケージとは，全社的な経営資源の計画・管理を行うためのソフトウェアをパ
ッケージ化したものである。この章で取り上げる製造業 Y 社でも，給与計算業務改革のた
めに ERPパッケージが導入された。 
Y社の給与計算業務は，ERPパッケージの導入によって効率化された。こうした Y社の
ERP パッケージ導入のプロセスは，複数のメディアで取り上げられるほどの成功を収めて
いる。この章では，こうした給与計算業務改革の概要とその効果について分析する。 
 
7.1 給与計算業務改革に至る経緯 
Y社は，創業 80年弱の鋼板製造を中心とした企業であり，グループ連結で 2,000人以上
の従業員を擁している。Y社の事業所は，東京にある本社と地方都市にある大規模な工場を
中心に構成されており，従業員の多くはその 2 つのどちらかに勤務している。本社に勤務
している従業員は，管理部門のスタッフや営業職の従業員が大半を占める。これに対して，
地方工場に勤める従業員は，少数の管理部門のスタッフと，大多数の技術職の従業員（いわ
ゆる，ブルーカラーを含む）によって構成されている。 
Y 社の本社は東京に置かれているが，従業員にとっては東京本社よりも地方工場の方が
「存在感が大きい」組織であるとされる。東京本社は，大規模な営業所に管理部門を付属さ
せたようなものであり，必ずしも全社的な管理を担う本社機能を果たしている訳ではなか
った。Y社の管理部門の多くは，本社だけでなく地方工場にも設置されていた。東京にある
本社は，近年になってようやく本社機能をもつようになっている。 
Y社は，数十年にわたって安定した経営状態を保ってきた。Y社の主要な取引先は親会社
                                                   
55 ここで取り上げる事例は，櫻井・浦野（2012）に基づいて作成している。 
109 
 
であり，安定した取引が保障されていた。そのため，Y社の業績は景気に左右されることも
少なく，健全な経営を維持していた。 
しかし，Y社の業績は長年にわたって少しずつ減少を続けており，それが社内で問題視さ
れるようになった。この状況を打開するために，Y社は各業務の合理化および経費削減に取
り組むようになった。その一環として，30 年以上にわたって本社と地方工場で稼働してい
たそれぞれの給与管理システムを統合し，業務を効率化していくことが課題となった。 
 
7.2 改革以前の給与計算業務 
Y社では，給与計算業務に多くの労力が費やされ，他の人事業務が圧迫されていた。人事
情報は膨大な量の文書で管理されており，業務の進め方についての標準化されたマニュア
ルも存在しなかった。人事情報を得ようと思えば 2000枚以上におよぶ台帳を 1ページずつ
めくって探すしかなかった。また，異動や昇進の際には，本社と地方工場で別々に保管され
た台帳を手作業で整理していた。給与の支払いの際にも，2000 人以上の従業員の台帳に記
された勤怠データを手作業で入力して給与計算を行っていた。これらの膨大な作業は，担当
者にとって大きな負担となっていた。 
給与計算の時期になると，まずは人事グループが各職場から勤怠管理表を回収した。回収
された勤怠データは，情報システムグループのパンチャー担当者の手に渡り，手作業でイン
プットされた。インプットが終わると，人事グループの従業員がそのデータをお互いに読み
合わせてチェックを行った。そこで間違いが確認されなければ，ようやくそのデータを用い
て給与計算が行われた。以上の一連の作業を経て，支給日の営業 3 日前には銀行へ振込伝
送処理を行う，というスケジュールで Y 社では給与が支払われていた。当時の給与支払い
は，毎月 20日締め（夜勤もあるため，実質的には 21日の午前 8時締め）で，27日に支給
されていた。その期間に祝日などを挟む場合には，21 日のうちに給与計算をすべて終えな
ければならないこともあった。人事グループは，給与計算以外にも，社会保険に関する業務
や教育・採用などの業務も抱えており，それぞれに担当者が配置されていた。しかし，毎月
110 
 
21日だけは人事グループの全従業員が給与計算業務に総動員されていた。給与計算業務は，
人事グループ全体にとって大きな負担となっていたのである。 
 
（給与計算業務を担う部門は）傍から見ても大変な職場だったんですよ。…深夜まで残
って仕事をするところってそんなにないじゃないですか。…（実際に給与計算業務に携
わってみて）もう死ぬかと思った。（地方工場の給与計算担当者 A氏56） 
 
給与計算業務には，勤務状況や社内制度・法改正などを正確に把握し，それを給与へと反
映させることが必要になる。そのため，本社と地方工場のそれぞれには，給与計算に関する
仕組みの全体像を把握して各担当者の業務を監督するベテランの担当者がいた。給与管理
システムは，社内制度や法律が改正される度に追加的な対処がなされていたが，老朽化が進
んでいた。だが，ベテラン担当者は，自身の経験や能力でシステムの老朽化を補い，滞りな
く給与計算業務を遂行させていた。また，給与計算を行う際には，想定通りの結果が正確に
出るように常に給与管理システムをメンテナンスする必要があった。地方工場のベテラン
担当者はプログラミングにも精通していたことから，給与計算業務だけでなくシステムの
メンテナンスも担当していた57。給与に関わる情報が情報システムグループなどの外部の人
の目に触れることがないように，自らシステムのメンテナンスを行っていたのである。 
 
自分でこう考えて，直しに掛かって，プログラム更新とかもやって，給与計算の結果も
自分でチェックして。（地方工場の給与計算センター・リーダーB氏） 
 
                                                   
56 インタビュー対象者のなかには，ERPパッケージ導入後に異動や昇進によって役職名
が変わっている人も多い。そのため，これ以降は ERPパッケージ導入後の役職名に統一
して記している。 
57 これに対して，東京本社のベテラン担当者は給与管理システムのメンテナンスを行うこ
とはできなかった。そのため，東京本社では若手の担当者がメンテナンスを行い，ベテラ
ン担当者がその結果をチェックしていた。 
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その後，ベテラン担当者が管理職へと昇進し，給与計算以外の業務にも携わるようになっ
た。そのため，給与管理システムのプログラム修正については情報システムグループの担当
者に業務を依頼するようになった。だが，その依頼の際にも修正箇所を見出すのはベテラン
担当者であり，情報システムグループの担当者はその修正を請け負う立場にあった。当時の
Y 社の給与計算の仕組みは，ベテラン担当者の裁量によって変更することが可能であった。 
以上のように，改革前のY社の給与計算業務はベテラン担当者への依存度合が高かった。
ベテラン担当者がいなければ，Y社では毎月の給与の支払いさえ困難な状況にあった。その
ため，ベテラン担当者の部下には優秀な若手の幹部候補生が配置され，彼らが給与計算業務
を支えていた。給与計算業務を監督することは，Y 社の重要な役割として認識されていた。 
 
当時の給与計算っていうのは，大卒の総合職がやるもので，まぁ，そのベテランの 20
～30 年クラスの人たちは大卒じゃなかったですけど，その人たちのもとで働いていた
のは大卒の総合職。若手の登竜門じゃないですけど，そういう人たちが入社 5 年目と
か 7-8年目ぐらいの私みたいな人間とかが，その超ベテランの下ですごい勢いで（給与
計算業務を）やってた訳ですよ。（東京本社の給与計算センター・リーダーC氏） 
 
C 氏は，将来的には給与計算業務が一般職として働く女性担当者の仕事になると考えて
いた。しかし，彼女たちはそれが実現するとは考えていなかった。 
 
そんなことは考えられないと。給与計算なんていう重要な仕事を一般職に任せるなん
てことはありえないって言われたのを今でも覚えているんですけどね。（C氏） 
 
Y 社における給与計算業務は，とりわけ若手従業員の人脈作りや会社の仕組みについて
学ぶ勉強の場にもなっていた。そのため，ひとまず有望な若手の幹部候補生が給与計算業務
に配属されていた。しかし，彼らは 2～3 年の勤務を経てようやく業務を覚え始めた頃に，
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他の部署に配置転換されることが多かった。結果，長年にわたって給与計算業務を手がけて
きたのは，ベテラン担当者 1人という状況にあった。このことは，給与計算業務におけるベ
テラン担当者の個人的な経験や能力の重要性をますます強調させることになった。このよ
うな背景もあって，ベテラン担当者は給与計算業務に対して人一倍強い責任感を感じてい
た。 
 
びっくりしたのが，給与計算日には親が死んでも出てこなきゃいけないって言われた
んですよ。それで，実際にそのぐらいのことを言っても全然嘘くさくないだけの責任感
が，（ベテラン担当者には）すごい漂ってたんですよ。（C氏） 
 
以上のように，Y社の本社と地方工場では，老朽化したそれぞれの給与管理システムが稼
働していた。しかし，それぞれのベテラン担当者がシステムの老朽化を補うことで，滞りな
く給与計算業務が遂行されていた。しかし，給与計算業務は，人事グループの従業員にとっ
て大きな負担になっていた。さらに，Y社の給与管理システムは導入されてから 30年ほど
が経過しており，社内制度の変更や法改正への対応が次第に困難になっていた。それぞれの
給与管理システムには，サポートの期限も迫っていた。さらに，これまで給与管理システム
の老朽化を補ってきたベテラン担当者の定年退職も迫っていた。そして，業績の減少を受け
て業務合理化の圧力も高まっていた。以上のような理由が重なり，Y社は本社と地方工場の
給与計算システムを統合し，その業務をベテラン担当者に頼らずに効率的に進めるための
改革を実施することになった。 
 
7.3 ERPパッケージの導入 
給与管理システムの統合に際して，当初は新たな給与管理システムの自社開発が検討さ
れた。しかし，関連会社との連結会計に対応する必要もあったため，結局は ERPパッケー
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ジ58導入によって給与管理システムが統合されることになった。 
ERPパッケージは，以下の 3つの技術特性をもつ。第 1に，ERPパッケージには，それ
までの導入実績や経験をもとにした最適な業務モデルが組み込まれている（中村, 2000, p. 
7; 市田, 2004, p. 26）。予め取り組むべき業務がシステムに組み込まれた ERP パッケージ
を導入すれば，業務を効率化させるに留まらず，ベテラン担当者への依存体制をも脱するこ
とができる。当初は，経費削減の煽りを受けて IT化に必要な投資が認められず，新たな給
与管理システムの自社開発が試みられていた。しかし，給与管理システムを自社開発してし
まえば，今度は開発担当者に依存する状況を生み出してしまう恐れがある。こうした特定の
個人への依存体制を回避するためには，ERPパッケージの導入が最適な選択であった。 
第 2 に，それまで部門ごとに別々のシステムで遂行されていた業務が，ERP パッケージ
のシステムに統合されることで，全体としての効率化が可能になる（小井沼ほか, 1999, p. 
406; 熊澤, 2004, p. 353）。給与管理システムは，本社と地方工場で別々のものが稼働して
おり，それぞれのシステムに基づいて給与計算を行う必要があった。それに対して，ソフト
ウェアがパッケージ化された ERPパッケージを導入すれば，本社と地方工場の給与計算シ
ステムを一新し，統合することが可能になる。給与管理システムと同時に人事管理システム
も同じパッケージとして導入することで，文書で管理されていた人事情報をデータベース
化することもできる。給与管理システムと人事管理システムを統合して運用することが可
能になるのである。 
第 3 に，ERP パッケージの導入には，強力なトップダウン方式の導入が必要になる（渡
辺, 2000, p. 11; 平田, 2005, p. 346）。ERPパッケージが導入されると，従来の業務の進め
方を変更し，ERP パッケージに組み込まれた業務モデルに合わせることが必要になる。Y
社においても権限を与えられたプロジェクト組織として，本社に給与計算センターが設立
                                                   
58 匿名企業の事例であるため，ERPパッケージの製品名は伏せている。なお，Y社の
ERPパッケージ導入の際には，人事管理システムと給与管理システムのソフトウェアが同
時に導入されている。導入後はその 2つが 1つの統合されたパッケージとして扱われるた
め，これ以降は特に言及しない限りその 2つを区別せずに扱っている。 
114 
 
された59。給与管理システムの統合が検討された当時の Y 社では大規模な雇用調整が検討
されており，人事グループが ERP パッケージ導入に専念することは難しかった。しかし，
給与計算センターというプロジェクト組織が設立されることで，新たな給与管理システム
の導入が推進されやすくなった。 
以上の 3つの技術特性をもつ ERPパッケージの導入によって，Y社の給与計算業務にか
かる負担は大幅に軽減されることになった。 
 
7.4 給与計算業務改革の効果 
Y 社では，ERP パッケージが導入されることで給与管理システムの運用コストが削減し
た。ERP パッケージの導入を契機に給与体系も見直され，可能な部分は全て統一された。
さらに，これまでの業務プロセスも見直され，300 種類以上あった帳票の 8 割が廃止され
た。 
ERP パッケージの導入によって，文書によるデータ作成はコンピュータ端末を利用した
データ入力へと変化した。ネットワークを利用することで，他部門との調整も容易になった。 
 
（ERP パッケージが導入されたことで，給与計算業務は）そんなに大変じゃなくなっ
てきたかな。すべて自分のペースでできるっていうのもあるんですけど，今までは情報
システムグループの方と一緒に共同でやってる感じだったので，ご迷惑をお掛けする
こともあるし，向こうのタイミングにも合わせたりしないといけないんで，時間がかか
ったりという面もあったんです。でも，ERP パッケージになってからは，すべて自分
でできるんですね。データが 1 件違うからってわざわざ修正の依頼に行って，出来上
                                                   
59 東京本社に設立された給与計算センターは，ERPパッケージ導入だけでなく，関連会
社の給与計算業務を一手に担うシェアード・サービス部門の立ち上げも目的としていた。
給与計算センターは，それらの遂行に特化したプロジェクト組織であった。そのため，
ERPパッケージ導入後に，給与計算業務を引き継ぐシェアード・サービス部門になること
を見越して，地方工場にも給与計算センターが併設された。なお，ERPパッケージ導入後
に本社の給与計算センターは地方工場へと統合されている。 
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がるのを待って，それから計算して，とかじゃなくって，もう自分でやり直して，それ
でその空いてる時間にこっちやって，とかもう自分で仕事を組み立てられるので，だい
ぶ時間的には短縮されて。…前に比べると全然楽にはなりましたね。（A 氏） 
 
また，ERP パッケージが導入されることで，給与計算担当者は，ベテラン担当者に頼る
ことなく業務を進められるようになった。かつては，老朽化した給与管理システムを補うた
めに，どうしてもベテラン担当者の培ってきた経験や能力が必要であった。一連の業務を覚
えるためには，少なくとも 10年ほどは給与計算業務に特化する必要があった。しかし，女
性が給与計算業務を担当している場合には，結婚や出産といったライフイベントで休職・退
職することもあるため，10 年も給与計算業務へ特化することが難しかった。したがって，
従業員に緊急の事態が発生してしまうと，給与計算業務への対応が極めて困難な状況に陥
るという問題を抱えていた。しかし，ERP パッケージが導入されることで，新たな担当者
は 2-3ヵ月間の勉強だけでそのシステムを扱えるようになったのである。 
さらに，ERP パッケージ導入によって業務運用マニュアルが標準化され，それが一元化
されたことで，1つの関連会社の給与計算業務すべてを 1人の従業員がこなせるようになっ
た。これによって，各担当者は，担当企業の給与計算の仕組みの全体像を把握できるように
なった。その結果，現在では，各担当者にそれぞれ担当企業が割り振られ，その企業の給与
計算業務に対する明確な責任が付与されている。 
 
ERP パッケージを導入したことによって，複数社の給与計算がシステム的には 1 つで
できるというのは，これは圧倒的に違いますので。まぁ，その分その 1つの会社を逆に
今度は任されたら，それは自分の中でこう色々組み立ててできる。それまでは，（担当
者は）Y 社という 1 つの給与計算のなかの 1 つの単体業務をやって…その 1 つだけを
やっていたようなイメージですけど。今はもう 1 人で 2 社ぐらいを自分の都合に合わ
せてやるという，そういうのはもうずいぶん違うと思いますけどね。…色んな会社の色
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んな制度の違いであるとか，そういったことも把握するような形には今はなっている
と思いますね。（担当者が給与計算業務に対して）全体感はもてるかなと思いますね。
（地方工場の労務グループ・リーダーD氏） 
 
やっぱり全体感をもって仕事ができるかどうかってすごいポイントだと思うんですよ
ね。私も 1 年目とか 2 年目の時，結局給与計算の全体像ってわからなくて。…ひたす
ら毎日毎日そればっかりチェックしてインプットしてみたいなことをやっていると，
給与計算業務の全体像ってわからないんですよね。（C氏） 
 
また，ERP パッケージ導入により人事情報の集計が容易となったことで，給与計算セン
ターは他部署からのリクエストに応じてデータの分析も行うようになった。給与計算セン
ターには，給与計算業務だけでなく，今や全社的な業務の全体像を把握し，長期的な視野の
もとでの企画・立案することが求められるようになった60。 
 
結局，各部門に（データを）出したらそれで仕事が終わりかって言ったら，それは違う
よねっていうのが今まさに求められていることですね，うちの部門に。じゃあ，この数
字を使ってどういう風に各職場に求めるっていうか，どういう仕事をしてほしいとか，
これってちょっとおかしいんじゃないですかとかっていう，そういう（立案をする）部
門になるべきでしょって言われているのがまさに今ですね。（D氏） 
 
どんな人に，純粋にただ頑張るだけじゃなくて，どんな頑張り方をさせるのか。そのた
めにどんな人の配置をしなければいけないのかとか，どんなふうに人をもってきたり
するのかということを，まぁ考えなければいけなくなっているということですね。（B
                                                   
60 このような提案を要望されたために，現在，給与計算センターでは人件費のシミュレー
ションのためのプログラムの開発を外部に委託している。 
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氏） 
 
かつての担当者たちは，給与計算業務の一旦を担うだけの存在であった。しかし，単に与
えられた業務こなすだけの存在であった担当者たちは，各社の給与計算業務の責任を付与
されることになった。また，企画・立案などの新たな業務が要請されるようになった。こう
した状況に対して，担当者は自らの業務が「質の高い仕事」になったとして歓迎した。 
 
（結果的に，業務が増えてしまったことに関して）まぁ，質の高い仕事が増えると考え
ていますかね。ただただ数字を集めるだけでなくって。（D氏） 
 
やりがいはありますよね。…1社（分の給与計算を）任されるからですかね。すごい責
任感なのかも。以前（この部署に）来る時はすごい嫌だなと思ってて，業種も変わるし
どうだろうと思ってたんですけど。慣れるまでは大変でしたけど。今はむしろ楽しいと
いうか，来てよかったなと思いますね。たぶん任せてもらえるっていうやりがいという
か。それで，任されたからには間違いを起こしてはいけないと思うし。1ヶ月で結果が
出ると，それはそれで達成感というか。他の職場の人からも頼られたりとかするじゃな
いですか。そういうのにちゃんと応えられるから，またそれはそれでよかったなと思う
し。楽しいです。（A氏） 
 
こうして，Y 社の給与計算業務は，ベテラン担当者への依存体制を脱することになった。
本社の給与計算センターは，ERP パッケージ導入が達成されると同時に，地方工場へと統
合された。地方工場に統合された給与計算センターは，関連会社を含めた 8 社の給与計算
業務を担うシェアード・サービス部門として機能するようになった。統合後の給与計算セン
ターでは，8社の給与計算をわずか数名の従業員で担当している61。 
                                                   
61 地方工場に統合された給与計算センターは，その後人事グループに統合される形で廃止
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7.5 小括 
業績が少しずつ減少していた Y 社では，給与管理システムを統合し，業務を効率化して
いくことが課題となった。当時の Y 社における給与計算業務は，人事グループ全体にとっ
て大きな負担となっていた。そこで，ERP パッケージの導入によって，給与計算業務の改
革が試みられた。 
給与計算業務改革によって，Y社の給与計算業務は大幅に効率化された。それにより，各
担当者は自律的に業務を進められるようになった。また，各担当者にはそれぞれ担当企業を
割り振られ，その企業の給与計算業務に対する明確な責任が付与されるようになった。さら
に，各担当者には，給与計算だけでなく企画・立案することも求められるようになった。 
 
  
                                                   
となった。現在の Y社では，人事グループの 4名の従業員だけで，関連会社を含めた 8社
の給与計算業務を担っている。 
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第 8章 製造業 Y社における各種プロジェクトの設立 
 
この章では，Y社における各種プロジェクト設立について分析する62。Y社では，数十年
ぶりの業績赤字を計上した後に，企業 DNA再構築プロジェクトや人材再構築プロジェクト
などの各種プロジェクトが次々に設立された。これらのプロジェクト設立およびその活動
は，Y社の従業員に対する育成効果をもっていた。この章では，こうした各種プロジェクト
設立のの概要とその効果について分析する。 
 
8.1 各種プロジェクト設立に至る経緯 
この章で取り上げる Y 社は，第 7 章と同じ企業である。既述のように，鋼板製造を中心
に事業を手がける Y社は，数十年にわたって安定した経営状態を保ってきた。しかし，Y社
の業績は長年にわたって少しずつ減少を続けており，平成 17年にはついに業績が数十年ぶ
りの赤字を計上した。すると，社内では現状打破のための「革新」がテーマとなり始めた。
Y 社における各種プロジェクトの設立は，この革新の一環として着手されたものであった。 
数十年ぶりの業績赤字が計上された翌年から，Y 社では各部門に業績赤字から回復する
ためのプロジェクト設立が要請された。こうして，いくつかのプロジェクトが設立されたも
のの，一部の例外を除いて，期待されたほどの成果を収めることができなかった。安定した
経営状態に慣れた従業員は，急に活動のための場を与えられても，どのように動いていいの
か分からず戸惑うことが多かった。急遽設立されたプロジェクトを Y 社の従業員だけで設
立・運営していくことには限界があった。これらの反省を踏まえ，Y社では外部機関の助力
を得ることで新たなプロジェクトを設立することになった。 
 
8.2 初期のプロジェクト 
平成 20 年頃に，外部のコンサルタントの力を借りて，「技術のキャッシュ化プロジェク
                                                   
62 ここで取り上げる事例は，櫻井・浦野（2013）に基づいて作成している。 
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ト」が設立された。このプロジェクトは，「技術の価値を棚卸しする」をスローガンとして，
Y 社の利益の源泉を探ることを目的としたものであった。当時の Y 社は取引を親会社に依
存していたため，自社の製品がなぜ売れるのかについて明確な見解を持ち合わせていなか
った。自社の技術の市場価値を，正確に把握できていなかったのである。そこで，数十年ぶ
りの業績赤字を計上したことへの反省から，まずは自社の強みを把握することが目指され
た。 
このプロジェクトでは，営業職の従業員と技術職の従業員が混成チームを編成した。そし
て，異なる職種の従業員同士が話し合い，自社の強みについて議論を交わした。その上で，
顧客である取引先企業の 1 つ 1 つに対して，Y 社の製品を購入している理由についてのヒ
アリングを行った。ヒアリングの結果から明らかとなったのは，顧客から評価されていた強
みと，Y社の従業員が認識していた強みが異なるということであった。Y社の顧客は，Y社
の従業員が想定していなかった技術を高く評価して製品を購入していたのである。このプ
ロジェクトを通じて，当初は想定されていなかった Y 社の本当の強みを把握することが可
能となった。 
「技術のキャッシュ化プロジェクト」は，自社の強みとなる技術を把握するという一定の
成果を収めることに成功した。ただし，それが直ちに Y社の業績を向上させる訳ではない。
そのため，「技術のキャッシュ化プロジェクト」に続いて，業績の向上に直結するプロジェ
クトの設立が検討されるようになった。こうして設立されたのが，「新規事業開発プロジェ
クト」である。 
このプロジェクトでは，まず社内公募制を利用し，社内から新規事業のアイデアを募った。
そして，提案されたアイデアに基づいて具体的な事業計画を作成し，それを社内で報告した。
このプロジェクトの活動は 1 年以上にわたって続いた。そして，プロジェクトの活動が認
められ，考案された事業計画の事業化を目的とした新たな部署の設立が検討されるように
なった。その後，Y社では新規事業開発グループが設立され，新規事業の事業化が試みられ
ている。 
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8.3 後期のプロジェクト 
「技術のキャッシュ化プロジェクト」と「新規事業開発プロジェクト」が一定の成果を収
めたことを受け，半年後にはまた新たなプロジェクトが設立されることになった。それが，
「企業 DNA再構築プロジェクト」である。 
Y社は，創業 80年弱の歴史をもつ企業でありながら，明確な経営理念をもっていなかっ
た。かつては親会社からの依頼で製品を製造することを主な業務としていたこともあり，独
自の経営理念を掲げる必要がなかったのである。しかし，Y社で「革新」がテーマとなると，
企業としての経営理念を作成することが要請されるようになった。 
このプロジェクトでは，経営理念・行動指針・ビジョンなどの作成の他に，「Y社の DNA」
と名付けられた Y 社の慣行についても見直しが行われた。「Y 社の DNA」とは，Y 社のこ
れまでの慣行を 100 周年に向けてどのように活かしていくのか／変革していくのかを明文
化したもので，例えば以下のようなものがある 。 
 
業績は事実！会社の経営状況は自分たちがチェックし，行動せよ！！断ち切ろう！『経
営は経営者が考えていればいいと思っている』DNA 
 
会社が何をしてくれるかではなく，あなたが会社に何ができるかを考えよ！断ち切ろ
う！『見て見ぬふりする』DNA 
 
受身の営業・技術サービスから，仕掛ける営業・技術サービスを目指せ！残して磨こ
う！『顧客に頼まれたことはきちんとやりきる』DNA 
 
これらの「Y 社の DNA」は，会社や取引先である親会社への依存体制を改めるために，
従業員の意識を変革させることを狙いとしている。かつてのように受け身で定型的な業務
を遂行することを望ましいと考えて働いていた従業員に対して積極的に当事者意識を芽生
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えさせ，そのための意欲やバイタリティを喚起させようとしているのである。 
このプロジェクトを通じて作成された経営理念や「Y社の DNA」は，Y社の 100周年に
向けて作成された従業員向けの携帯用小冊子にまとめられ，Y 社の全従業員に配布された。
この小冊子は，これまでの企業イメージを脱するためにカジュアルな装丁にこだわって仕
上げられ，見た目から「革新」を意識させるような作りになっている。 
「企業 DNA再構築プロジェクト」は，Y社が求める新たな従業員像を提示するものであ
った。ただし，「Y社の DNA」のようなスローガンは，Y社の全従業員に向けたものであっ
たために，抽象的に表現された具体性に欠けるものであった。抽象的なスローガンを掲揚す
るだけで，求められる従業員が育成される訳ではない。そこで，次は実際に従業員を育成し
ていくことが課題となった。それに伴って，人材育成について議論する場も必要になった。
このような経緯から，「企業 DNA 再構築プロジェクト」と並行して「人材再構築プロジェ
クト」が設立された。 
このプロジェクトは，人材育成の大きな方針や枠組みを考案する第 1次プロジェクトと，
育成方法を考案する第 2 次プロジェクトの 2 つの時期に分かれて活動が行われた。まず，
第 1 次プロジェクトでは，Y 社の人材育成の方針や枠組みを巡る議論を中心として，数ヵ
月間の活動を行った。議論の争点となったのは，従業員と事業のどちらを起点として方針や
枠組みを決定するのかについてであった。Y 社の従業員を起点として今後の事業を構想す
るという意見がある一方で，今後の事業を起点として従業員を育成していくという意見も
あり，この 2つの考え方が対立したのである。 
 
人を起点としてものを考えるのか，組織を起点としてものを考えるのかって，結構（プ
ロジェクトの）なかでやりあったんですよね。（人材開発グループ・リーダーA氏） 
 
数ヶ月間に及ぶ議論を経て，プロジェクト内では，事業を起点に発想することで合意が得
られることになった。このような合意が得られたことを成果として，第 1 次プロジェクト
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は解散した。そして，事業を起点とした人材育成の枠組みを具体化すべく，第 1次プロジェ
クトが解散した 1ヶ月後には第 2次プロジェクトが設立された。 
第 2 次プロジェクトの目標は，事業を起点とした Y 社の人材育成に取り組むことであっ
た。そのために，まずは Y 社の事業計画を考案することが必要となる。よって，事業計画
を考案するために，第 2次プロジェクトでは，優良企業の事業分析を行うことになった。第
2次プロジェクトは，半年間の活動期間の多くの時間をこの事業分析に費やした。 
このプロジェクトでは，いくつかの優良企業を分析対象として選定し，事業計画などの分
析を行った。対象となった企業の経営者に対してヒアリング調査なども行った。それらの結
果を踏まえて，Y 社の 100 周年に向けた事業計画が作成され，この事業計画に基づいて Y
社の人材育成に取り組まれることになった。ただし，臨時のプロジェクト組織では長期的な
視点からの育成が困難となってしまう。そこで，長期的な視点から従業員を育成していくた
めの専門の部署として，新たに人材開発グループが設立されることになった。 
 
8.4 各種プロジェクト設立の効果 
初期のプロジェクトは，事業に直接関わるものであった。「技術のキャッシュ化プロジェ
クト」では，自社の強みとなる技術を把握することに成功した。「新規事業開発プロジェク
ト」では，プロジェクトの活動が認められて新規事業開発グループが設立された。これらの
プロジェクトは，Y社の事業そのものに対して，一定の成果を収めたと言えよう。 
これに対して，後期のプロジェクトは Y 社の全従業員の育成を目的としていた。プロジ
ェクトの設立からまだ数年しか経過していないこともあり，実際に Y 社の人材育成に効果
が現れるのはもう少し先のことになる。だが，このプロジェクトの活動は，プロジェクトに
参加したメンバーに対する育成効果があったことが事後的に回顧されている。 
 
その時にプロジェクトにいた連中はですね，それなりに良いものを出して，会社をあっ
と言わせようというつもりでいたんですけど。まぁ，正直に言って会社はそこまで期待
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はしてなかったと思うんですよ。でも，そういうものの考え方を（プロジェクトを通し
て）学べということだったんだなぁと，今は理解できるんです。（A氏） 
 
大した提言はできなかったけど，プロジェクト・メンバーの育成にはつながっている訳
ですよ。私たち自身の成長にはつながっていると。…私たち自身の勉強には随分なった
なと思いますね。（人材再構築プロジェクト・メンバーB氏） 
 
こうした育成効果は，当初から意図されていた訳ではなかった。しかし，参加メンバーは
プロジェクトでの経験を通じて，次第に自分自身の成長を実感するようになった。Y 社で
は，各種プロジェクト設立およびその活動を通じて，従業員の意識に変化が生じていた。そ
の契機の 1 つが，人材再構築プロジェクトであった。このプロジェクトに参加したメンバ
ーは，プロジェクトでの経験が自らの成長の機会になったと振り返っている。 
 
（プロジェクトによって）そんなに目に見えるものが生まれた訳じゃないんだけど，プ
ロジェクトに関わったメンバーの意識が変わったことは評価されていると思いますね。
（A氏） 
 
Y 社の各種プロジェクトは，プロジェクトの参加メンバーの意識を変化させた。彼らは，
かつて受け身で定型的な業務を遂行することを望んでいたが，当事者感覚をもって積極的
に新たな業務を担うことを望むようになった。また，彼らは，自らの能力を試すための場を
与えられることでそれに挑むという意識をもつようになった。このように，各種プロジェク
トは参加メンバーに対して「目線を上げる」という育成効果をもっていた。 
そうした意識の変化から，各種プロジェクトの解散後にプロジェクトの参加メンバーは
新たなステージへと飛び込んでいった。もともと，Y社は従業員の配置転換がほとんどない
企業であった。Y社の従業員は，長年の固定化された上司と部下の関係の下で定型的な業務
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を遂行することに慣れ，それを望んでいた。そうしたなかで，積極的に挑戦する姿勢を示す
メンバーが集まった各種プロジェクトは Y 社のなかでも特異な存在であった。ただし，プ
ロジェクト組織は一時的な組織であるため，一定の期間が経過したあとには解散を余儀な
くされる。プロジェクトの解散が決定されると，プロジェクトの参加メンバーには自らのキ
ャリアに対する内省が促されることになった。彼らは，プロジェクトの活動を通じて今後の
Y社の事業計画や従業員像を提示していた。そうした提示が自らの内省にも影響し，プロジ
ェクトの参加メンバーには「解散後に何をするのか」が強く問われることになった。Y社の
経営層は，プロジェクトの参加メンバーに対して，事業計画や従業員像を提案するだけでな
く「自ら事業に飛び込む」ことを要望していた。経営層からの要望もあり，プロジェクトへ
参加したメンバーの多くは自らの意志でかつての所属部門を離れ，新たなステージへと飛
び込んでいった。メンバーのなかには，管理部門から営業部門へ異動する従業員や，海外事
業部門へ異動する従業員だけでなく，親会社へ出向する従業員もいた。 
また，一連のプロジェクト活動を通じて，Y社では経営層とプロジェクト・メンバーの間
に信頼関係が構築された。プロジェクト活動では，経営層の前で報告が課されることも多か
った。その報告を通じて，Y 社の経営層は社内の意欲的な従業員を把握することができた。
また，プロジェクト・メンバー側も，報告の際のやりとりを通じて経営層の考え方を理解す
ることで経営層との間に信頼関係を構築することができた。この相互の信頼関係の構築こ
そが，各種プロジェクト設立の最大の成果であった。この信頼関係に基づいて，プロジェク
ト・メンバーは目先の処遇よりも中長期的な事業の発展を目指して行動できるようになっ
た。また，そうした従業員に対して，Y社の経営層もより責任のある仕事を任せるようにな
った。 
こうした背景から，Y社ではプロジェクト・メンバーへの選抜を通じて，従業員を意欲に
基づいて評価する傾向が強まった。Y 社で設立された各種プロジェクトに参加したメンバ
ーのなかには，大卒の幹部候補生もいれば，高卒や短大卒の従業員もいた。参加メンバーに
対しては，学歴の代わりに強い問題意識と意欲・バイタリティが求められた。そうして設立
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されたプロジェクトのなかには，その意欲的な姿勢から「野武士集団」と形容されるプロジ
ェクトもあった。ただし，そうしたプロジェクトに選抜されたメンバーは，その後の昇進可
能性が約束されていた訳ではなかった。プロジェクトへの選抜は，彼らのその後のキャリア
に影響しないものであった。Y社では学歴別の登用が徹底されており，高卒の従業員と大卒
の従業員のキャリアは明確に異なっていた。学歴の異なる従業員は，それぞれが求めるキャ
リアも異なっていると考えられていた。しかし，Y社のなかで各種プロジェクトの重要性が
高まっていくと，昇進や昇格の際にも意欲・バイタリティを評価しようとする気運が高まっ
ていった。その結果，ここ数年間の昇進や昇格については学歴が問われることが少なくなっ
てきている。それに代わって，実績のある従業員のなかから特に強い意欲やバイタリティを
もつ者が評価されて選抜される傾向が進んでいる。 
 
学歴は関係なし，みたいな感じに一気になりましたね。ここ数年で。…なんか従業員に
求められるものって，着実に大きく変わっていますね。そういう意味じゃ，あんまり学
歴とかってことよりは，（重視されるのは）意欲なのかバイタリティなのか，好奇心な
のか。（B氏） 
 
やりたい気持ちというか，そこですよね。最後まで自分がやり切るんだみたいな，そう
いったところをすごく重視しているんだと思います。（A氏） 
 
プロジェクトでの経験を通じて，Y 社では意欲的に成長を望むような従業員が評価され
るようになった。そうした従業員は，Y社で「攻めの人材」と呼ばれていた。「攻めの人材」
は，長期的なキャリア開発の観点からより責任のある仕事を任せられるようになった。Y社
では，学歴とは無関係に意欲次第で責任ある仕事を任せてもらえるという公平な昇進管理
が実現されつつあった。また，「攻めの人材」は，プロジェクトで一定の成果を収めたこと
によって，新たな成果を要請されるようになった。彼らは，プロジェクトの解散を通じて新
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たなステージへと積極的に飛び込むことで，自律的に成長を志向するようになった。 
一方で，そうした「攻めの人材」の活躍は，定型的な業務を遂行する従業員によって支え
られていた。そうした従業員は，Y社で「守りの人材」と呼ばれていた。Y社では，昇進や
昇格の際にも意欲やバイタリティが評価される傾向が強まっていった。Y社では，意欲に基
づいた新たな序列が形成されつつあった。しかし，意欲を示しにくい「守りの人材」は，意
欲という一元的な基準だけが強調されてしまえば，業務に対する正当な評価が受けられな
くなってしまう。 
 
一時期 Y 社でも，守りの人材だけじゃだめで，攻めの人材じゃなきゃだめだ，という
言い方もされたんですけど，いつもそういう言い方をされると微妙な空気が流れて。守
りの人材で何が悪いんだ，という反応も結構あったりして。今まで通り目の前の日々の
仕事をやってくれる人も必要，みたいな言い方も，併せてしていますね。管理部門も事
業に関われと言う一方で，今まで通り言われたことをしっかりやってくれる人も必要
ですという言い方を，併せてしています。（B氏） 
 
このように，「守りの人材」は Y社を支える人材として自らの存在を確立するための反応
を示すようになった。 
 
8.5 小括 
数十年ぶりの業績赤字を計上した Y 社では，その翌年からいくつかのプロジェクトが設
立された。初期のプロジェクトでは，自社の強みを把握するための「技術のキャッシュ化プ
ロジェクト」や，新規事業開発グループの設立へと至った「新規事業開発プロジェクト」な
どが設立された。これらの初期のプロジェクトは，Y 社の事業に直接関わるものであった。
後期のプロジェクトでは，企業としての経営理念を作成するための「企業 DNA 再構築プロ
ジェクト」や人材開発グループの設立へと至った「人材再構築プロジェクト」などが設立さ
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れた。これらの後期のプロジェクトは，人材育成を目的としたものであった。 
各種プロジェクトの設立によって，プロジェクトの参加メンバーの意識に変化が生じた。
当事者意識をもつようになった参加メンバーの立場は，プロジェクトの解散後にかつての
所属部門を離れ，新たなステージへと飛び込んでいった。また，Y社では昇進や昇格の際に
も意欲が評価されるようになった。ただし，意欲的な「攻めの人材」が評価される一方で，
定型的な業務を担う「守りの人材」は自らの存在を確立するための反応を示すようになった。 
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第 9章 ディスカッション 
 
この章では，第 6 章，第 7 章，第 8 章の分析結果から，イデオロギーとしての人的資源
管理の特質を見出し，それが従業員のアイデンティティ形成に与える影響について考察す
る（9.1，9.2，9.3）。そして，本論文の検討課題に対する考察を試みる（9.4）。 
本論文で分析の対象とした X 社と Y 社には共通点があった。それは，かつての安定した
経営環境に変化が生じ，改革を余儀なくされたということである。こうした環境の変化に対
応するために，両社はヒトの管理を変容させる新たな制度を導入していた。 
 
9.1  人事制度改革を通じた従業員のアイデンティティ形成 
X社の人事制度改革は，大規模な経営統合に伴って実施されたものである。人事制度改革
の際には顧客目線で自律型の人材像が掲げられ，従業員をその人材像に近づけるために
様々な取り組みが行われた。こうした改革の背後に，人的資源管理の特質が見出せる。また，
そうした特質によって，従業員のアイデンティティにも変化が生じるようになる。 
 
9.1.1 人事制度改革における人的資源管理の特質 
X 社では人事制度改革の際に，従業員を顧客目線の自律型人材として標準化することが
目標とされた。その前段として，X社ではまず「全員が同じ立場になる」ことを実現させる
必要があった。X社は，大規模な経営統合によって，様々な気質をもつ多様な職種の従業員
を抱えることになった。統合の対象となった企業は全国に点在していたため，統合後には転
勤の有無や賃金格差等が問題となった。そうした問題を解消するために，統合後の X 社で
はほとんどの従業員を総合職扱いとした。ただし，転勤を望まない従業員はエリア限定の総
合職とするなど，極力従業員の要望に沿うように尽力した。こうして，一部の技能職を除き，
大半の従業員は同じ立場として扱われるようになった。同じ立場となった従業員に対して，
X社は格差を是正するために成果主義を導入した。この賃金制度は，一部の優秀な販売実績
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をもつ従業員に報いる一方で，大半の従業員間の格差をなくすための取り組みでもあった。
実際に，かつての代理店と比べると，統合後の X 社の賃金には業績と連動した部分は少な
くなっている。こうして，X 社では「全員が同じ立場になる」ことを実現させたのである。
その上で，X社では総合職となった従業員に対して，顧客目線の自律型人材となることを求
めた。従業員に要求されたのは，会社との自律的な関係を保ちつつ，自らを成長させようと
する姿勢であった。そのために，それぞれの従業員の気質に応じた人材育成が実施された。
この人材育成の実施によって，X 社の従業員は顧客目線の自律型人材として一元化されて
いったのである。 
また，人事制度改革を通じて，統合後の X 社の従業員には個人としての貢献が要求され
るようになった。統合後の X 社では，本人のモチベーション次第で能力・キャリアを開発
できるような制度が整えられた。これらの制度に伴って X 社の従業員にはエンプロイヤビ
リティが要請され，自らの責任において能力を開発することが求められるようになった。ま
た，そうして能力開発に努めた従業員に対しては，仮に成果に結び付かなかったとしても，
昇進によって報いていた。X社では，賃金と昇進に関する評価基準を明確に分けていたので
ある。これによって，従業員は目先の成果に振り回されずに顧客目線の自律型人材となるべ
く自らの能力を開発することができた。また，職能グレード制度の導入によって，能力ある
若手の従業員を積極的に登用することが可能になった。このように，X社では，人事制度改
革を通じて個人としての貢献が要求され，それに報いる体制が整えられていったのである。 
 
9.1.2 人事制度改革における従業員のアイデンティティ形成 
統合前の X 社に所属していた「デスクワークが中心の部材メーカーの従業員」は，かつ
ての会社人間に相当する。彼らは，「真面目で人柄が良く紳士的」な存在として自らを捉え
ており，そうした気質から「お坊ちゃんお嬢ちゃん」と評されていた。当時の X社では，与
えられた業務をきちんと遂行してくれる従業員が望まれていたため，こうした従業員が多
かった。彼らは，会社からの期待に真面目な態度で応える会社人間としての側面をもつ存在
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であった。 
これに対して，のちに X 社へと経営統合される「住宅販売を担う代理店の従業員」は，
自らの力によって販売実績をあげていた。彼らは，そのような環境において売上至上主義と
なる傾向があり，かつての X 社の社員からは一匹狼と呼ばれていた。一匹狼としての気質
をもつ代理店の従業員は，会社からは自律した存在であり，販売実績を向上させることを何
よりも優先させていた。彼らは，会社人間というよりも仕事人間であり，かつての職業人と
しての側面をもつ存在であった。 
しかし，人事制度改革によって，すべての X 社の従業員は「顧客目線の自律型人材」と
なることを要求された。従業員に対して，「プロフェッショナルとして活躍できる人材」と
して，「高い知識とスキル・経験を活かして会社に貢献する」ことが求められるようになっ
た。こうした人材を育成すべく，統合後の X 社では従業員を掲げられた人材像へと標準化
することが目標となった。そのために，X社ではこの人材像に基づいて人事制度改革が進め
られた。その際には，会社と個人の自律した関係が前提とされた。 
新たな人事制度のもとでの人材育成を通じて，X 社の従業員は統合後の X 社が求める人
材として自らを捉え直すようになった。かつての代理店の従業員は，顧客目線に立つことの
重要性を説かれることで，顧客の立場から考えることを重視するようになった。かつての部
材メーカーの従業員は，現場へ赴いて顧客との接点をもつことを要求されることで，考える
よりも行動を起こすマインドを身に付けるようになった。また，統合後に入社した新入社員
は，本当の X 社員になるための明確な目標を付与されることで，その達成に向けて自律的
に努力するようになった。X 社では，求められる人材へと同一化できる従業員に対しては，
「チャンスはあげるからがんばってみたら，というスタンス」で対応していた。このチャン
スを活かして意欲的に振る舞った従業員は，社内で「健全なマインド」をもつ従業員である
と見なされた。 
ただし，すべての従業員が X 社の求める人材になれる訳ではない。そうした人材へと同
一化できない従業員に対しては，「自分の責任としてちゃんと仕事を」することが要求され
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た。ただし，その場合には「等級も処遇もこんなところ（＝低い水準）になる」ことが明確
に示された。X社では，最低限の仕事をこなす従業員に対しては，それ相応の処遇で応じた
のである。また，求められる人材へと同一化できず，意欲的に仕事に取り組むことができな
い一部の従業員に対しては，退職を勧告する場合もあった。 
以上の考察は，以下のように図示することができる（図 9-1）。この事例では，人事制度改
革のために自己選択型の成果・実力主義の人事制度が導入された。この制度に基づいて，い
くつかの管理実践が生じた。Ｘ社では，統合後の従業員の大半を総合職へと一元化した。ま
た，差を付けない成果主義を実施することで，能力差のない従業員間に賃金格差が生じない
ようにしていた。これらの管理実践は従業員間の差をなくそうとするものであり，その背後
には従業員の利害の一元化が見出せる。一方で，Ｘ社は従業員に対してエンプロイヤビリテ
ィを要請していた。従業員が自律的に雇用され得る能力を開発することが求められたので
ある。また，そうした自律型の人材は，総合評価による昇進によって報いられていた。これ
らの管理実践は個々の従業員に対して責任をもって自律的に行動することを要求するもの
であり，その背後には個人としての貢献の要求が見出せる。 
これらのイデオロギー・制度・管理実践によって，Ｘ社の従業員は顧客目線の自律型人材
としての役割を付与された。これは，かつてのデスクワークが中心の部材メーカーの従業員
や住宅販売を担う代理店の従業員との対比から，Ｘ社に求められる人材像として強調され
たものである。こうした役割が付与されることで，会社人間としての側面をもつ従業員や職
業人としての側面をもつ従業員は，次第に自らを統合後の X 社が求める人材として捉え直
すようになる。ただし，このように従業員の新たなアイデンティティが形成される一方で，
「健全なマインド」をもつことができない従業員に対しては，相応の処遇を与えるか，場合
によっては退職を勧めることもあった。 
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9.2 給与計算業務改革を通じた従業員のアイデンティティ形成 
Y 社の給与計算業務改革は，ERP パッケージの導入によって一定の成功を収めた。業務
は大幅に効率化され，給与計算業務を担っていた担当者の立場にも変化が生じた。そうした
変化の背後に，人的資源管理の特質が見出せる。また，そうした特質によって，従業員のア
イデンティティにも変化が生じるようになる。 
 
9.2.1 給与計算業務改革における人的資源管理の特質 
給与計算業務改革によって，各担当者には個人としての貢献が要求されるようになった。
従来の給与計算業務は，ベテラン担当者の監督のもと，個々の担当者の分担作業によって成
立していた。給与計算には情報システムグループなど他部門の協力が必要であり，その調整
の手間もかかった。しかし，ERPパッケージの導入は，給与計算業務を劇的に改善させた。
かつてのような分業体制における重労働のイメージは刷新された。各担当者は，ベテラン担
当者に頼ることなく，業務を短時間で自律的に運営できるようになった。また，ネットワー
クの利用が可能となることで，他部門との調整も容易になった。現在では，各担当者に担当
企業が割り振られ，明確な責任が付与されている。自律的に業務を進められるようになった
ことで，2社以上の給与計算を任される担当者も現れ始めた。また，会社間の制度の違いも
把握しやすくなった。単に与えられた役割をこなすだけの存在であった担当者は，担当各社
の給与計算業務全体に責任をもつようになった。こうして給与計算業務は，チームとしての
貢献よりも個人としての貢献が要求されるものへと変容したのである。 
また，給与計算業務改革は，各担当者の利害を変容させた。従来の給与計算業務では，ベ
テラン担当者と各担当者の役割が明確に異なっていた。ベテラン担当者は強い権限と責任
をもち，長年の経験によって培われた能力を用いて給与計算業務全体を監督していた。それ
を支える各担当者の役割は，分業された 1 つの業務を担う職務にもかかわらず，その重要
さゆえに大卒の幹部候補生の登竜門でもあった。高い能力をもつベテラン担当者と，相応の
学歴をもつ幹部候補生とで，給与計算業務は遂行されていた。しかし，ERP パッケージ導
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入によって，給与計算は誰でも担当可能な業務となった。能力や学歴が重要ではなくなり，
給与計算業務は一般職の従業員でも担当可能になった。担当者は，能力や学歴に左右される
ことなく，自らの意欲次第で成果を向上させることが可能となった。その結果，各担当者は
意欲的に成果を向上させようとする利害をもつようになった。 
 
9.2.2 給与計算業務改革における従業員のアイデンティティ形成 
給与計算業務では，ベテラン担当者が「業務全体の監督者」としての役割を担い，それを
「幹部候補生」としての役割を担う大卒総合職の従業員がサポートしていた。ベテラン担当
者は，業務に対して人一倍強い責任感を感じており，給与計算には「親が死んでも出てこな
きゃいけない」と考えるほどの仕事人間であった。彼らはかつての職業人としての側面をも
つ存在であった。一方で，大卒総合職の従業員は，給与計算業務に対して責任感をもってい
たが，その後の自らのキャリアも展望していた。そのため，給与計算業務を「若手の登竜門」
として位置付けていた。彼らは会社人間のなかでもエリート的な典型的会社人間に分類さ
れる存在であった。 
それに対し，一般職の従業員であった各担当者は「業務の分担者」としての役割を担うだ
けであった。給与計算の分担業務を担うことは，大変な苦労を担うことを意味していた。そ
のため，給与計算業務を担う部署は「大変な職場」として捉えられていた。少なくとも当時
の一般職の従業員は，会社に対しても仕事に対しても傾斜しておらず，できる限り苦労はし
たくないと考えていた。自らをベテラン担当者や大卒総合職の従業員たちと明確に区分し，
「給与計算なんていう重要な仕事を一般職に任せるなんてことはありえない」と考えてい
た。彼女たちは，ベテラン担当者や大卒総合職の従業員たちとの比較から，自分たちを代替
可能な存在として捉えていた。彼女たちは，与えられた業務をこなすだけの一般労働者とし
ての側面をもつ存在であった。 
しかし，ERP パッケージの導入によって，給与計算業務は大幅に効率化された。こうし
た効率化に伴い，各担当者に対して期待される役割にも変化が生じた。彼女らは担当する関
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連企業の給与計算業務すべてを 1 人でこなせるようになった。そのため，各担当者に担当
企業が割り振られ，その企業の給与計算業務に対する明確な責任が付与されるようになっ
た。こうして，単なる「業務の分担者」でしかなかった役割が，「担当企業の責任者」へと
変化した。また，ERP パッケージ導入により人事情報の集計が容易となったため，彼女ら
は Y 社において人事情報に基づいた「戦略的な企画・立案者」としての役割を期待される
ようになった。 
こうした役割の変化に伴って，給与計算業務の担当者は，質の高い仕事を担う人材として
自らを捉え直すようになった。彼女たちは「自分で仕事を組み立てられる」ようになったこ
とで自律性が養われ，業務そのものも「全然楽」になったと感じるようになった。また，担
当企業が明確になったことから，1社の給与計算業務に対して全体感をもって仕事をするよ
うになった。そのため，担当者は自らの仕事に「やりがい」を感じるようになり，他部署か
らの要請に応えることで「達成感」を得るようになった。担当者は，新たに担うことになっ
た自らの仕事を「質の高い仕事」と表現するようになった。 
以上の考察は，以下のように図示することができる（図 9-2）。この事例では，給与計算業
務改革のために ERPパッケージが導入された。この制度が導入されることで，いくつかの
管理実践が生じた。Ｙ社では，各社の給与計算業務の責任を伴う「質の高い仕事」を付与す
ることで，担当者たちの意欲を向上させた。これにより，各担当者は意欲的に成果を向上さ
せようとする利害をもつようになった。この背後には，従業員の利害の一元化が見出せる。
一方で，ERP パッケージの導入によって，各担当者には明確な責任が付与された。それぞ
れに担当企業が割り振られ，その企業における給与計算業務すべてに一人で責任をもつよ
うになった。この背後には，個人としての貢献の要求が見出せる。 
これらのイデオロギー・制度・管理実践によって，給与計算業務の担当者には担当企業の
責任者および戦略的な企画・立案者としての役割が付与される。これは，かつての業務の担
当者としての役割との対比から，Ｙ社におけるより積極的な役割として強調される。こうし
た役割が付与されることで，与えられた業務をこなすだけの一般労働者としての側面をも 
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つ担当者は，次第に自らを質の高い仕事を担う人材として捉え直すようになる。 
 
9.3 各種プロジェクト設立を通じた従業員のアイデンティティ形成 
Y 社における一連のプロジェクト設立およびその活動は，数十年ぶりの業績赤字の計上
に対する反省から生まれたものである。そのため，初期のプロジェクトは，「技術のキャッ
シュ化プロジェクト」や「新規事業開発プロジェクト」などの Y 社の事業に直接関わるも
のであった。しかし，後期のプロジェクトは，「企業 DNA 再構築プロジェクト」や「人材
再構築プロジェクト」といった人材育成を目的としたものへと移行した。事業に直接関わる
プロジェクトの活動を通じて新たな課題が見出され，その課題が人材育成に行き着いたの
である。こうしたプロジェクトの展開の背後に，人的資源管理の特質が見出せる。また，そ
うした特質によって，従業員のアイデンティティにも変化が生じるようになる。 
 
9.3.1 各種プロジェクト設立における人的資源管理の特質 
各種プロジェクトの解散を通じて，プロジェクトの参加メンバーには個人としての貢献
が要求されるようになった。プロジェクト組織は一時的な組織であるため，一定の期間が経
過したあとには解散を余儀なくされる。プロジェクトの解散が決定されると，プロジェクト
の参加メンバーには自らのキャリアに対する内省が促されることになった。彼らは，プロジ
ェクトの活動を通じて今後の Y 社の事業計画や従業員像を提示していた。そうした提示が
自らの内省にも影響し，プロジェクトの参加メンバーには「解散後に何をするのか」が強く
問われることになった。Y社の経営層は，プロジェクトの参加メンバーに対して，事業計画
や従業員像を提案するだけでなく「自ら事業に飛び込む」ことを要望していた。経営層から
の要望もあり，プロジェクトへ参加したメンバーの多くは自らの意志でかつての所属部門
を離れ，新たなステージへと飛び込んでいった。メンバーのなかには，管理部門から営業部
門へ異動する従業員や，海外事業部門へ異動する従業員だけでなく，親会社へ出向する従業
員もいた。このように，プロジェクト単位での貢献が要求されていた参加メンバーに対して，
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今度は 1人の Y社員として企業に貢献することが要求されるようになったのである。 
また，Y社ではプロジェクト・メンバーへの選抜を通じて，従業員を意欲に基づいて評価
する傾向が強まった。Y 社で設立された各種プロジェクトに参加したメンバーのなかには，
大卒の幹部候補生もいれば，高卒や短大卒の従業員もいた。参加メンバーに対しては，学歴
の代わりに強い問題意識と意欲・バイタリティが要求された。ただし，そうしたプロジェク
トに選抜されたメンバーは，その後の昇進可能性が約束されていた訳ではなかった。Y社で
は学歴別の登用が徹底されており，高卒の従業員と大卒の従業員のキャリアは明確に異な
っていたためである。しかし，Y 社のなかで各種プロジェクトの重要性が高まっていくと，
昇進や昇格の際にも意欲・バイタリティを評価しようとする気運が高まっていった。その結
果，ここ数年間の昇進や昇格については学歴が問われることが少なくなり，それに代わって
実績のある従業員のなかから特に強い意欲やバイタリティをもつ者が評価されて選抜され
る傾向が進んでいる。Y社では，経営者と同様に意欲的に組織に貢献しようとする利害をも
つ従業員を評価する傾向が強まったのである。 
 
9.3.2 各種プロジェクト設立における従業員のアイデンティティ形成 
プロジェクトでの経験を通じて，Y 社では意欲的に成長を望むような従業員が評価され
るようになった。そうした従業員は，Y社で「攻めの人材」と呼ばれていた。「攻めの人材」
としての役割を担う従業員は，当事者意識をもって顧客のために自ら考えて行動するとい
う Y 社の DNA を体現する存在であった。「攻めの人材」は，自らが提示した Y 社の DNA
を，プロジェクトを通じて学んでいた。彼らは，プロジェクトの活動を「そういう（＝経営
者としての）ものの考え方を学べということだった」と振り返り，「私たち自身の成長には
つながっている」と考えている。かつては受身で定型的な業務を担うことを望むこともあっ
た彼らは，当事者意識をもって積極的に新たな業務を担うことを望むようになったのであ
る。また，会社側も彼らに対して長期的なキャリア開発の観点からより責任のある仕事を任
せるようになった。Y社では，学歴とは無関係に意欲次第で責任ある仕事を任せてもらえる
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という公平な昇進管理が実現されつつあった。また，「攻めの人材」は，プロジェクトで一
定の成果を収めたことによって，新たな成果を要請されるようになった。彼らは，プロジェ
クトの解散を通じて新たなステージへと積極的に飛び込むことで，自律的に成長を志向す
るするようになった。こうして，「攻めの人材」は Y社の DNAをもつ人材として自らを捉
え直すようになった。 
一方で，そうした「攻めの人材」の活躍は，定型的な業務を遂行する従業員によって支え
られていた。そうした従業員は，Y社で「守りの人材」と呼ばれていた。彼らは，かつての
ように固定化された上司と部下の関係の下で定型的な業務を担うことを望んでいた。しか
し，Y社では昇進や昇格の際にも意欲やバイタリティが評価される傾向が強まり，意欲に基
づいた新たな序列が形成されつつあった。意欲を示しにくい「守りの人材」としての役割を
担う従業員は，意欲という一元的な基準だけが強調されてしまえば，業務に対する正当な評
価が受けられなくなってしまう。そのため，「守りの人材」は Y社のなかで自らの存在を確
立するために「守りの人材で何が悪いんだ」と主張するようになった。これに対し，会社側
も「今まで通り言われたことをしっかりやってくれる人も必要」であることを示した。こう
したやり取りから，「守りの人材」はY社を支える人材として自らを捉え直すようになった。
「守りの人材」は，与えられた仕事をこなすことを望んでおり，その重要性を強調する存在
であった。その意味で，彼らはかつての準会社人間や職業人としての側面をもつ存在であっ
たことが推測される。 
以上の考察は，以下のように図示することができる（図 9-3）。この事例では，数十年ぶり
の業績赤字を受けてプロジェクトが設立された。この制度が導入されることで，いくつかの
管理実践が生じた。Y社では，意欲的な従業員を高く評価するようになったことから，学歴
を問わない昇進・昇格が可能になった。これにより，経営者と同様に意欲的に組織に貢献し
ようとする利害をもつ従業員が評価されるようになった。この背後には，従業員の利害の一
元化が見出せる。一方で，プロジェクトの解散に伴って，プロジェクトの参加メンバーには
1人で事業へ飛び込みことが要請されるようになった。これにより，プロジェクト単位では 
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なく，1人の Y社員としての貢献が求められるようになった。この背後には，個人としての
貢献の要求が見出せる。 
これらのイデオロギー・制度・管理実践によって，Ｙ社の従業員には 2つの対比的な役割
が付与される。それが，「攻めの人材」と「守りの人材」である。プロジェクトの参加メン
バーを中心に，意欲的な姿勢を示す従業員に対しては，「攻めの人材」という表現が用いら
れるようになった。「攻めの人材」としての役割を付与された従業員は，当事者意識をもっ
て顧客のために自ら考えて行動するという Y 社の DNA を体現する存在として，学歴とは
無関係に責任ある仕事を任せられた。こうして，彼らは自らを Y 社の DNA をもつ人材と
して捉え直すようになる。これに対して，定型的な業務を担う従業員は「守りの人材」と呼
ばれるようになった。「守りの人材」としての役割を付与された従業員は，Y 社のなかで自
らの存在を確立するための反応を示すようになり，それを会社側に認めさせた。こうして，
彼らは Y社を支える人材として自らを捉え直すようになる。 
 
9.4 人的資源管理におけるアイデンティティの二極化 
以上の 3つの考察から，各章の事例を次のように位置付けることができる。まず，第 6章
の住宅メーカーX 社における人事制度改革の事例は，異なるアイデンティティをもつ従業
員たちが 1 つのアイデンティティへと収束される様相を捉えたものである。次に，第 7 章
の製造業 Y 社における給与計算業務改革は，制度の導入によって従業員のアイデンティテ
ィが変容していく様相を捉えたものである。最後に，第 8 章の製造業 Y 社における各種プ
ロジェクトの設立は，新たに見出された役割（攻めの人材）がそれと対置する役割（守りの
人材）を生じさせ，それに応じて従業員が対立するアイデンティティを形成していく様相を
捉えたものである。そして，これら 3つの事例に対する考察では，それぞれの制度・管理実
践の背後に人的資源管理の特質が見出されている。これらの考察から，人的資源管理へと移
行した日本企業のヒトの管理は，従業員に対して新たなアイデンティティ形成を促してい
ると言えよう。 
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では，日本企業の人的資源管理は従業員のアイデンティティ形成にどのような影響を及
ぼしているのであろうか。以上の 3つの考察から，以下のように考えることができる（図 9-
4）。日本企業のヒトの管理が変容し，それに伴って新たな制度が導入された。本論文で分析
の対象としたのは，そうした制度のなかでも，成果主義賃金制度，ERP パッケージ，プロ
ジェクト組織の 3 つである。これらの制度とその制度に基づいた管理実践の背後には，イ
デオロギーとしての人的資源管理の特質が見出された。それが，従業員の利害の一元化と個
人としての貢献の要求である。これらのイデオロギー・制度・管理実践の影響によって，従
業員には特定の役割が付与される。 
本論文の分析から見出された従業員の役割は，次の 2 つに集約できる。第 1 に，求めら
れる人材としての役割である。人的資源管理では，従業員に対して自律性・戦略性・個人と
しての責任が要請される。こうした要請に応えるのが，求められる人材である。求められる
人材へと同一化した従業員は，自律した個人として行動するようになる。本論文において分
析した統合後の X 社の従業員，Y 社の給与計算業務の担当者，Y 社の攻めの人材も，自ら
考えて行動するようになっていた。彼ら／彼女らは，自律的に行動するという側面からは能
動的な存在に見える。しかし，新たな制度の導入に伴って評価基準が変容するとそれを積極
的に受け入れようとしており，そうした側面から見ると受動的な存在でもある。彼ら／彼女
らは，本当の意味で自律的なのではなく，要請に応じて自律的に振る舞う存在である。彼ら
／彼女らに共通するのは，人的資源管理の特質によって設けられた評価基準を積極的に受
け入れ，そうした評価基準に即して自らの人的資源としての価値を高めようとすることで
ある。これは，ヒトの人間性に資源的価値を見出す人的資源管理の人間観そのものに自ら同
一化していくことでもある。その意味で，彼ら／彼女らは求められる人材としての役割を積
極的に受け入れることで，人的資源としてのアイデンティティをもつようになる存在だと
考えられる。人的資源として自らを同一化していく従業員は，自らの資源的価値を示そうと
する利害をもち，意欲的に組織に貢献しようとするようになる。 
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第 2に，必要な人材としての役割である63。人的資源管理においても，受動性・定型性・
集団としての責任を要請される役割は不変のままである。こうした要請に応えるのが，必要
な人材である。必要な人材へと同一化した従業員は，求められる人材へと同一化できなかっ
た従業員でもある。彼ら／彼女らは，集団として自らの必要性を訴えるようになる。本論文
において分析した Y 社の守りの人材も，自らの存在意義を示すために開き直りにも見える
態度を表明した。そうした従業員も企業経営には不可欠な存在であるため，企業側も彼ら／
彼女らの主張を認めていた。しかし，X社の分析にもあったように，受け身で定型的な業務
のみを担う従業員に対しては相応の処遇が与えられる。彼ら／彼女らは，求められる人材と
の対比から，相対的に低い処遇に甘んじなくてはならない。必要な人材へと同一化した従業
員は，受け身で定型的な業務を担おうとする側面からは受動的な存在に見える。しかし，自
らの立場が危うくなると積極的に自らの必要性を主張しており，そうした側面から見ると
能動的な存在でもある。彼ら／彼女らは，本当の意味で受け身なのではなく，自らの存在意
義を確立するためには主体的に振る舞う存在である。彼ら／彼女らに共通するのは，人的資
源管理の特質によって設けられた評価基準を受け入れられず，かつての評価基準に依存し
て自らの労働力としての価値を示そうとすることである。これは，ヒトの労働力としての側
面を重視する人事労務管理の人間観に自らを同一化していくことでもある。その意味で，彼
ら／彼女らは必要な人材としての役割を享受することで，必要不可欠な労働力としてのア
イデンティティをもつようになる存在だと考えられる。労働力として自らを同一化してい
く従業員は，自分たちが企業経営にとって必要不可欠な労働力であることを示そうとする
利害をもつ。しかし，そうした主張が強まるほどに，自分たちが必要不可欠であると同時に
代替可能な存在であることを自覚していかざるをえないだろう。X 社で求められる人材へ
と同一化できなかった一部の従業員を「健全なマインド」をもつことができない従業員と見
                                                   
63 必要な人材としての役割は，特定の従業員が過去に担っていた役割である場合もある
（図 9-1，図 9-2）。求められる人材としての役割を付与された従業員は，過去に自らが担
っていた役割との対比から，新たな役割を意味付けていく。 
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なし，場合によっては退職を勧めていたことがそれを物語っている。 
以上のように，人的資源管理のイデオロギー・制度・管理実践は，従業員の利害を一元化
して扱うがゆえに従業員のアイデンティティを二極化していたと言える。ただし，求められ
る人材へと同一化できなかった従業員すべてが労働力としてのアイデンティティを形成す
るとは断言できない。例えば，X社において退職を勧められた従業員には，また別のアイデ
ンティティが形成されていた可能性もある。また，調査対象者を拡大すれば，さらなる従業
員のアイデンティティ形成を捉えられた可能性も否定できない。こうした分析は今後の課
題でもあるが，少なくとも本論文の考察からは，人的資源と労働力という 2 つのアイデン
ティティへの二極化が見出されたのである。 
ただし，アイデンティティの二極化それ自体は，日本的経営においても見られた現象であ
った。既述のように，日本的経営における従業員のアイデンティティ形成は，典型的会社人
間とそれ以外への二極化として捉えることもできるためである。日本的経営においては，学
歴や職種・雇用形態などに応じて従業員のアイデンティティが形成されていた。熟練工や専
門職に就く従業員は職業人としてのアイデンティティを形成し，一般職や非正規労働者と
して働く従業員は一般労働者としてのアイデンティティを形成していた。そして，総合職と
して企業内でキャリアを展開する従業員だけが，会社人間としてのアイデンティティを形
成していた。会社人間のなかでも，少数のエリート的な典型的会社人間と，多数のノンエリ
ート的な準会社人間が区別された。すなわち，日本的経営において中心的な存在であった典
型的会社人間としてのアイデンティティを形成できるのは，総合職として働く一部の男性
だけであった。このように，日本的経営のもとでは，学歴や職種・雇用形態に応じてアイデ
ンティティが形成されていたのである。 
これに対して，人的資源管理におけるアイデンティティの二極化は，これまでの日本的経
営のもとでのアイデンティティ形成とは根本的に異なる特徴をもつ。それは，学歴や職種・
雇用形態などを不問にし，経営者と同様の利害をもつかどうかによってアイデンティティ
を二極化してしまうことである。分析対象とした X 社と Y 社では，改革前の職種・雇用形
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態が問われなくなる傾向にあった。X社では，経営統合に伴って，大半の従業員が総合職へ
と一元化された。その上で，自らの責任において能力を開発した従業員を昇進させていた。
また，Y社では，一般職である給与計算業務の担当者に対して，戦略的な企画・立案が求め
られるようになった。また，プロジェクト・メンバーへの選抜基準が浸透することで，昇進・
昇格の際にも学歴を問わずに意欲的な従業員が評価されるようになった。以上の分析結果
も，学歴や職種・雇用形態などを不問にしたアイデンティティの二極化が生じていることを
示している。すなわち，人的資源管理においては，従業員の利害に応じてアイデンティティ
が形成されるのである。以上のような人的資源管理におけるアイデンティティの二極化は，
人的資源とそれ以外への二極化としても捉えられる。 
以上より，本論文における考察は，日本企業の人的資源管理が従業員のアイデンティティ
の二極化のあり方を変容させていることを示していると言えよう。 
 
9.5小括 
この章では，第 6 章，第 7 章，第 8 章の分析結果から，イデオロギーとしての人的資源
管理の特質を見出し，それが従業員のアイデンティティ形成に与える影響について考察し
た。第 6 章の住宅メーカーX 社における人事制度改革では，会社人間としての側面をもつ
従業員や職業人としての側面をもつ従業員が，次第に自らを統合後の X 社が求める人材と
して捉え直すようになっていた。第 7 章の製造業 Y 社における給与計算業務改革では，与
えられた業務をこなすだけの一般労働者としての側面をもつ担当者が，次第に自らを質の
高い仕事を担う人材として捉え直すようになっていた。第 8 章の製造業 Y 社における各種
プロジェクトの設立では，「攻めの人材」としての役割を付与された従業員が，自らを Y社
の DNA をもつ人材として捉え直すようになっていた。また，「守りの人材」としての役割
を付与された従業員は，Y社を支える人材として自らを捉え直すようになっていた。このよ
うに，人的資源管理へと移行した日本企業のヒトの管理は，従業員に対して新たなアイデン
ティティ形成を促していた。 
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以上の 3 つの考察を踏まえて，この章では本論文の検討課題に対する考察を試みた（図
9-4）。人的資源管理のイデオロギー・制度・管理実践の影響によって，従業員は 2つの役割
を付与され，それに応じたアイデンティティを形成していく。第 1に，求められる人材とし
ての役割を付与された従業員は，人的資源としてのアイデンティティをもつようになる。第
2に，必要な人材としての役割を付与された従業員は，必要不可欠な労働力としてのアイデ
ンティティをもつようになる。このように，人的資源管理のイデオロギー・制度・管理実践
は，従業員の利害を一元化して扱うがゆえに従業員のアイデンティティを二極化していた。 
かつての日本的経営における従業員のアイデンティティ形成は，典型的会社人間とそれ
以外への二極化であった。日本的経営のもとでは，学歴や職種・雇用形態に応じてアイデン
ティティが形成されていた。これに対し，人的資源管理におけるアイデンティティの二極化
は，学歴や職種・雇用形態などを不問にし，経営者と同様の利害をもつかどうかによってア
イデンティティを二極化するのである。以上のような本論文における考察は，日本企業の人
的資源管理が従業員のアイデンティティの二極化のあり方を変容させていることを示して
いる。 
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第 10章 結論 
 
本論文では，日本企業の人的資源管理における従業員のアイデンティティ形成について
考察してきた。本論文を閉じるに際して，まずは本論において考察してきたことをまとめ
（10.1），本論文から導かれる含意について整理する（10.2）。最後に，本論文では検討しき
れなかった課題を示し，今後の展望について論じる（10.3）。 
 
10.1 本論文の要約と結論 
本論文の目的は，日本企業の人的資源管理における従業員のアイデンティティ形成につ
いて考察することであった。このような目的をもつにいたる背景には，人的資源管理研究が
従業員という存在に対する十分な配慮を欠いたまま展開していることに対する問題意識が
あった。かつての日本的経営のもとで，従業員は会社人間としてのアイデンティティを形成
していた。しかし，日本企業のヒトの管理が人的資源管理へと移行することに伴い，人的資
源の概念では説明できない従業員も現れた。そうした実務の変化に対して，人的資源管理研
究はヒトそのものに対する関心を低下させていた。そのため，現在の日本企業のヒトの管理
が従業員のアイデンティティに対して与える影響についても，十分な研究蓄積がなかった
のである。 
そこで，本論文では「日本企業の人的資源管理は従業員のアイデンティティ形成にどのよ
うな影響を及ぼしているのか」を検討課題とし，それに対する考察を試みた。 
第 2章では，人的資源管理の特質について考察した。まず，人事労務管理と人的資源管理
の比較によって，人的資源管理の特質を明らかにした。その結果，①人間尊重の人間観，②
戦略性，③管理者の役割，という 3つの人的資源管理の特質が見出された。ただし，その後
の考察において人事労務管理と人的資源管理の人間観の違いを検討することで，①人間尊
重の人間観は必ずしも人的資源管理に固有の特質ではないことが明らかとなった。むしろ，
人的資源管理の人間観として特徴的なのは，ヒトの人間性を強調する点ではなく，ヒトの人
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間性に資源的価値を見出そうとする点であった。 
さらに，こうした固有の人間観を手掛かりに，人的資源管理の特質を批判的に考察した。
その結果，人的資源管理の新たな特質として見出されたのは，①従業員の利害の一元化，②
個人としての貢献の要求，③管理主義，の 3つであった。批判的考察によって見出された人
的資源管理の新たな特質は，資源的価値に結びつけることが難しいヒトの人間的側面を見
落としているという人的資源管理の課題も提示していた。 
第 3 章では，戦略的人的資源管理の枠組みについて検討し，従業員がどのように位置付
けられているのかについて考察した。まず，初期の戦略的人的資源管理の枠組みについて検
討し，戦略，人的資源管理システム，業績の 3つの構成要素が線型的な因果関係として捉え
られていることを明らかにした。また，それらの関係性から，戦略的人的資源管理を①垂直
的適合，②水平的適合，③業績への寄与の 3つの特徴をもつ枠組みとして定義した。次に，
この枠組みを統計的に検証する研究について検討した。初期の統計的検証は，ハイ・コミッ
トメント型の人的資源管理施策が多様な業績に対して正の影響をもつことを示していた。
その後，人的資源管理研究の関心は，人的資源管理システムと業績の間のブラックボックス
の解明へと移行し，人的資源管理施策と業績を媒介する変数として従業員の知覚・態度・行
動が見出された。 
これらの戦略的人的資源管理の枠組みでは，従業員を人的資源管理（インプット）に対し
て個人・組織レベルの業績（アウトプット）をもたらす存在として位置付けていた。その原
因は，業績を従属変数として要求する管理主義の視座に立脚していたことにあった。そのた
め，戦略的人的資源管理の枠組みではヒトの人間性を捉えることが困難となっていた。 
第 4章では，ヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係について検討した。まず，戦
略的人的資源管理の枠組みにおいて問題となった管理主義の視座と人間観に対して批判的
な立場を取る研究群として，批判派人的資源管理を検討した。批判派は，人的資源管理シス
テムが従業員の内面に与える影響に研究関心を寄せる研究であった。そうした批判派の研
究は，既存の支配構造とそれがもたらす帰結を捉えて，それらの変容を促そうとする批判的
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経営研究の視座に立脚していた。 
批判派の分析枠組みには，①制度，②制度に基づいた管理実践，③従業員のアイデンティ
ティの 3つの分析の位相があった。この枠組みに即して，人的資源管理システムの分析，職
務評価計画導入の分析，経営計画・業績評価の分析，チーム作業方式の分析の 4つの分析を
例示した。これらの分析は，特定の施策と従業員のアイデンティティの関係性を明らかにし
たものであり，主流派の分析によっては示すことができない含意をもっていた。その一方で，
批判派の分析は特定の人的資源管理施策と従業員のアイデンティティの関係性に焦点化さ
れており，イデオロギーとしての人的資源管理の特質にまで踏み込んだ分析ができていな
かった。アイデンティティと同じプロセスのもう 1 つの側面であるイデオロギーを欠いて
いたために，アイデンティティの分析は不十分なものとなっていたのである。そのため，人
的資源管理パラダイムが従業員の感性に対して与える影響も明らかにされていなかった。 
第 5章では，本論文の枠組みを提示した。これまでの研究の課題について整理した結果，
資源的価値に結びつけることが難しいヒトの人間的側面を捉えて，それと人的資源管理パ
ラダイムとの関係性を分析することが本論文の課題となった。そうした課題に対して，本論
文は，日本企業における人的資源管理が従業員のアイデンティティ形成に及ぼす影響を明
らかにするための分析枠組みを構築した。 
まずは，従業員のアイデンティティ形成を捉えるための概念と枠組みについて検討した。
本論文では，アイデンティティを客体化された自己であり，自分自身による定義と他者によ
る承認によって形成されるものとして定義した。そして，社会的アイデンティティに着目し
て，人的資源管理の特質と従業員のアイデンティティの関係性を分析することにした。また，
その際には従業員に付与される役割を手掛かりとし，それらに対するイデオロギー・制度・
管理実践の影響を分析の対象とした。 
次に，これまでの日本企業におけるヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係につ
いて考察した。日本的経営においては，イデオロギーとしての集団主義が，終身雇用・年功
制賃金・企業別組合や日本的経営組織などの制度を通じて，集団単位の職務・責任を付与し，
152 
 
集団の一員として従業員を評価するという管理実践を生じさせていた。これらのイデオロ
ギー・制度・管理実践によって，従業員は会社人間・職業人・一般労働者などのアイデンテ
ィティを形成していた。 
しかし，様々な制度の導入によって，日本企業のヒトの管理は変容している。そこで，本
論文は，そうした変容のなかでの新たな従業員のアイデンティティ形成を捉えるための分
析枠組みを提示した。本論文の分析枠組みは，①イデオロギーとしての人的資源管理の特質，
②制度，③管理実践，④役割，⑤従業員のアイデンティティの 5つを分析対象とした（図 5-
3）。また，最後に次章以降の分析にケース・スタディを用いることを論じ，各調査の概要に
ついて述べた。 
第 6章では，住宅メーカーX社における人事制度改革を分析した。業績の悪化を受けて，
X社は代理店，物流会社，サービス会社など数十社との大規模な経営統合を行った。この経
営統合に伴って，かつての X 社には存在しなかった職種も管理の対象となった。統合後の
X社では，多様な業務に従事する従業員を総合職へと一元化し，人事制度も一本化した。新
たに導入されたのは，自己選択型の成果・実力主義の人事制度であった。 
人事制度改革によって，X社では「全員が同じ立場になる」ことが実現しつつある。それ
ぞれの従業員の気質に合わせた人材育成を実施することで，X 社では総合職扱いとなった
すべての従業員を顧客目線の自律型人材へと近づけていった。ただし，そうした人材像に近
づけない一部の従業員に対しては，新たなキャリアを勧める場合もあった。 
第 7 章では，製造業 Y 社における給与計算業務改革を分析した。業績が少しずつ減少し
ていた Y社では，給与管理システムを統合し，業務を効率化していくことが課題となった。
当時のY社における給与計算業務は，人事グループ全体にとって大きな負担となっていた。
そこで，ERPパッケージの導入によって，給与計算業務の改革が試みられた。 
給与計算業務改革によって，Y社の給与計算業務は大幅に効率化された。それにより，各
担当者は自律的に業務を進められるようになった。また，各担当者にはそれぞれ担当企業を
割り振られ，その企業の給与計算業務に対する明確な責任が付与されるようになった。さら
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に，各担当者には，給与計算だけでなく企画・立案することも求められるようになった。 
第 8 章では，製造業 Y 社における各種プロジェクトの設立を分析した。数十年ぶりの業
績赤字を計上した Y 社では，その翌年からいくつかのプロジェクトが設立された。初期の
プロジェクトでは，自社の強みを把握するための「技術のキャッシュ化プロジェクト」や，
新規事業開発グループの設立へと至った「新規事業開発プロジェクト」などが設立された。
これらの初期のプロジェクトは，Y社の事業に直接関わるものであった。後期のプロジェク
トでは，企業としての経営理念を作成するための「企業 DNA再構築プロジェクト」や人材
開発グループの設立へと至った「人材再構築プロジェクト」などが設立された。これらの後
期のプロジェクトは，人材育成を目的としたものであった。 
各種プロジェクトの設立によって，プロジェクトの参加メンバーの意識に変化が生じた。
当事者意識をもつようになった参加メンバーの立場は，プロジェクトの解散後にかつての
所属部門を離れ，新たなステージへと飛び込んでいった。また，Y社では昇進や昇格の際に
も意欲が評価されるようになった。ただし，意欲的な「攻めの人材」が評価される一方で，
定型的な業務を担う「守りの人材」は自らの存在を確立するための反応を示すようになった。 
第 9 章では，第 6 章，第 7 章，第 8 章の分析結果から，イデオロギーとしての人的資源
管理の特質を見出し，それが従業員のアイデンティティ形成に与える影響について考察し
た。第 6 章の住宅メーカーX 社における人事制度改革では，会社人間としての側面をもつ
従業員や職業人としての側面をもつ従業員が，次第に自らを統合後の X 社が求める人材と
して捉え直すようになっていた。第 7 章の製造業 Y 社における給与計算業務改革では，与
えられた業務をこなすだけの一般労働者としての側面をもつ担当者が，次第に自らを質の
高い仕事を担う人材として捉え直すようになっていた。第 8 章の製造業 Y 社における各種
プロジェクトの設立では，「攻めの人材」としての役割を付与された従業員が，自らを Y社
の DNA をもつ人材として捉え直すようになっていた。また，「守りの人材」としての役割
を付与された従業員は，Y社を支える人材として自らを捉え直すようになっていた。このよ
うに，人的資源管理へと移行した日本企業のヒトの管理は，従業員に対して新たなアイデン
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ティティ形成を促していた。 
以上の 3 つの考察を踏まえて，この章では本論文の検討課題に対する考察を試みた（図
9-4）。人的資源管理のイデオロギー・制度・管理実践の影響によって，従業員は 2つの役割
を付与され，それに応じたアイデンティティを形成していく。第 1に，求められる人材とし
ての役割を付与された従業員は，人的資源としてのアイデンティティをもつようになる。第
2に，必要な人材としての役割を付与された従業員は，必要不可欠な労働力としてのアイデ
ンティティをもつようになる。このように，人的資源管理のイデオロギー・制度・管理実践
は，従業員の利害を一元化して扱うがゆえに従業員のアイデンティティを二極化していた。 
かつての日本的経営における従業員のアイデンティティ形成は，典型的会社人間とそれ
以外への二極化であった。日本的経営のもとでは，学歴や職種・雇用形態に応じてアイデン
ティティが形成されていた。これに対し，人的資源管理におけるアイデンティティの二極化
は，学歴や職種・雇用形態などを不問にし，経営者と同様の利害をもつかどうかによってア
イデンティティを二極化するのである。 
以上の考察より，日本企業の人的資源管理は従業員のアイデンティティの二極化のあり
方を変容させていると結論付けることができるであろう。 
 
10.2 本論文から導かれる含意 
本論文では，日本企業のヒトの管理が従業員のアイデンティティに対して与える影響に
ついて考察した。このテーマに関して，本論文は日本的経営と会社人間に関する研究，人的
資源管理研究，戦略的人的資源管理研究，批判派人的資源管理研究などの複数の研究を取り
上げて検討した。こうした複数領域の研究を結びつけて考察した点に，本論文の独自性を見
出すことができる。 
ただし，本論文における考察は，これらの先行研究を単につなぎ合わせただけのものでは
ない。そこで，本論文の考察がそれらの先行研究に対してどのような理論的含意をもつのか
を示す必要があるだろう。本論文から導かれる理論的含意は，次の 6点にある。 
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第 1 に，本論文の主たる理論的含意は，会社人間以降の従業員のアイデンティティを提
示したことである。本論文では，人的資源管理において人的資源と労働力への二極化という
新たなアイデンティティ形成が生じていることが考察された。こうしたアイデンティティ
の形成は，かつての日本的経営のもとでのアイデンティティ形成とは根本的に異なるもの
である。日本的経営において，従業員は学歴や職種・雇用形態に応じて，会社人間，職業人，
一般労働者などのアイデンティティを形成していた。しかし，会社人間の終焉が叫ばれるよ
うになった後には，日本企業の従業員のアイデンティティについて十分な研究が展開され
ていなかった。それに対し，本論文では，学歴や職種・雇用形態などが不問になり，従業員
の利害に応じてアイデンティティが形成されることを示した。本論文で提示したアイデン
ティティの二極化の変容は，現在の日本企業の従業員のアイデンティティを捉えるための
布石となるだろう。 
第 2 に，日本企業のヒトの管理の変容を示したことである。日本的経営が崩壊しつつあ
るなかで，日本企業のヒトの管理は変容している。本論文の分析では，成果主義賃金制度，
プロジェクト組織，ERP という 3 つの制度を手掛かりとして，それに基づいた管理実践を
捉え，それらの背後に人的資源管理の特質を見出した。これらの分析結果は，日本企業のヒ
トの管理がイデオロギー・制度・管理実践として人的資源管理へと移行していることを示し
ている。 
第 3に，人的資源管理の新たな特質を提示したことである。人的資源管理の特質は，一般
的に①人間尊重の人間観，②戦略性，③管理者の役割にあるとされる。本論文では，これら
の特質を批判的に考察することで，①従業員の利害の一元化，②個人としての貢献の要求，
③管理主義の 3 つを新たな特質として見出した。この新たな特質は，人的資源管理という
パラダイムを相対化する上で，重要な論点となるだろう。 
第 4に，人的資源に対置するアイデンティティの形成を捉えたことである。特に，人的資
源管理研究では，資源的価値に結びつけることが難しい人間的側面を捉えることが課題と
なっていた。本論文によって提示された従業員のアイデンティティ形成は，そうした人間的
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側面を捉えたものとして位置付けられる。特に，労働力としてのアイデンティティの形成は，
従業員の間に不満や迷い・葛藤などを生じさせる。そうした不満・迷い・葛藤が，結果とし
て入社早々に退職する新入社員，メンタルヘルスに問題を抱える従業員，お荷物社員などを
生み出しているとも考えられる。 
第 5 に，役割を介した従業員のアイデンティティ形成について考察したことである。戦
略的人的資源管理研究では，従業員の役割は役割期待と役割行動によって説明されていた。
その枠組みでは，事業戦略に応じて期待される役割行動が規定され，その期待通りに従業員
行動が生じることが示されている。しかし，この枠組みでは，具体的にどのような役割が従
業員に対して付与されたのかが明らかにされず，役割期待と行動の関係性もマクロな視点
から線型的に論じられている。本論文で示した分析枠組みの一部は，従業員の役割とアイデ
ンティティの相互関係を示したものである。こうした関係性は，管理主義の視座から離れ，
ミクロな視点から職場を捉えることで明らかとなる。本論文のような視点から従業員の役
割を捉え直すことで，戦略的人的資源管理の枠組みが一層精緻化されることが期待できる
だろう。また，本論文の分析は，従業員が意思と感情をもって相互作用する職場（守島, 2010, 
p. 72）におけるヒトの管理を捉えたものとしても位置付け得るだろう。 
第 6 に，ヒトの管理と従業員のアイデンティティの関係について，イデオロギーに焦点
を当てた分析枠組みを提示したことである。批判派人的資源管理は，イデオロギー，制度，
利害，アイデンティティからなる 4つの Iに焦点を当てた分析であった。しかし，批判派の
分析では，それらのうちイデオロギーに対する考察が不十分であった。アイデンティティと
同じプロセスのもう 1 つの側面であるイデオロギーを欠いていたために，アイデンティテ
ィの分析も不十分なものとなっていたのである。これを踏まえ，本論文では①イデオロギー
としての人的資源管理の特質，②制度，③管理実践，④役割，⑤従業員のアイデンティティ
の 5 つを分析対象とした分析枠組みを提示した。こうした枠組みの提示によって，批判派
人的資源管理の枠組みも精緻化されることが期待できるであろう。 
本論文における考察は，以上のような 6 つの理論的含意をもつ。だが，この 6 つの理論
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的含意を直ちに実務的含意へと結びつけることはできない。なぜなら，本論文は実務に対す
る直接的な含意を導出することを目的とした研究ではないからである。 
しかし，本論文の考察からあえて実務的含意を見出すとすれば，それは人的資源管理が不
可避的に管理の困難を招くことを示したことにある。人的資源管理の特質は，従業員の利害
を一元化した上で，個人としての貢献を要求する。これにより，多くの従業員が同じ土俵の
上に立って競わされることになる。そうした状況下で，従業員は人的資源としてのアイデン
ティティを形成する。一方で，そうした状況になじめない従業員は，人的資源以外のアイデ
ンティティを形成するようになる。そうしたアイデンティティの 1 つとして，本論文では
労働力としてのアイデンティティを見出した。このように，人的資源管理は従業員にアイデ
ンティティの二極化を生じさせるために，自ずと管理を困難にしてしまうという限界をも
つのである。 
成長率が鈍化した日本企業は，三種の神器と呼ばれる雇用システムを維持できなくなり，
減量経営に積極的に取り組むようになった。そのような状況にあって，市場志向の人的資源
管理は（少なくとも，経営者にとっては）都合の良いものとなる。そのため，日本企業のヒ
トの管理が人的資源管理へと移行することを止めることは困難であろう。ならば，実務にお
いては，管理の困難を受け入れた上で従業員を管理していくしかない。こうした状況に対し
て，論理の飛躍を承知の上であえて提言をするならば，実務においてはプロセスに対する評
価を重視すべきであろう。労働力としてのアイデンティティを形成する従業員は，集団とし
ての責任を要請される役割を付与されている。彼らは，経営者とは異なる利害をもち，個人
としての貢献を求められることを嫌う集団主義者として捉えられる。こうした集団的志向
性をもつ従業員に対しては，「恥」をかかせないような配慮が求められる。「恥」の文化をも
つ集団主義者は，目標の達成度合いだけが評価の指標となれば，それを達成できなかった場
合には不満・反発を生じさせるだろう。その場合，彼らは目標達成に至るプロセスにおける
努力を主張することで，自らの存在意義を示していく。ゆえに，目標達成に至るプロセスを
評価の対象とすれば，彼らが不満分子となる可能性を抑えることができるだろう。実際に，
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成果主義賃金制度の成功例としてもてはやされるのは，成果だけでなくプロセスも評価対
象とした企業の取り組みであることが多い。以上より，人的資源管理による困難性を解消す
るためには，プロセスに対する評価が重要になるだろう。 
 
10.3 今後の課題と展望 
本論文において残された課題は，以下の 5点である。 
第 1 に，分析結果から得られた命題が一般化できるかどうかについて検証する必要があ
る。本論文では，ケース・スタディの分析結果を考察し，日本企業の人的資源管理は従業員
にアイデンティティの二極化を生じさせていると結論付けた。しかし，この命題は 3 つの
事例に対する考察から得られた知見であり，現段階では探索的に発見された仮説に過ぎな
い。この点に関して，今後の研究では，企業横断的なアンケート調査を実施するなどして，
命題の一般化を検証する必要があるだろう。 
第 2 に，日本企業のヒトの管理を変容させた様々な制度に関して，分析の対象を広げる
必要がある。本論文の分析では，日本企業のヒトの管理を変容させた様々な要因のうち，市
場主義，組織変革，情報技術の影響に着目した。その上で，それぞれの要因に対応する制度
として，成果主義賃金制度，，プロジェクト組織 ERP の 3 つを取り上げて分析を行った。
しかし，日本企業のヒトの管理を変容させた制度はこの 3つだけではない。例えば，日本企
業には，社内ベンチャー制度や社内カンパニー制度などの日本的経営組織とは相容れない
制度が次々と導入されている。これ以外にも，終身雇用や年功制賃金などによって構成され
る雇用システムを崩壊させつつある，雇用形態に関する新たな制度も導入されている。今後
は，こうした多様な制度へと分析の対象を拡大して，日本企業のヒトの管理の変容を正確に
捉える必要があるだろう。 
第 3 に，人的資源以外のアイデンティティを形成する従業員の多様性について検討する
必要がある。日本的経営とは異なり，人的資源管理においては学歴や職種・雇用形態を不問
としたアイデンティティの二極化が生じていることが示された。しかし，本論文の分析では，
159 
 
人的資源としてのアイデンティティを形成できない従業員が一元的な存在であるかどうか
は確認できていない。人的資源としてのアイデンティティからはみ出した従業員が，すべて
労働者としてのアイデンティティを形成するのかどうかは明らかにされていないのである。
人的資源管理においては，学歴や職種・雇用形態が不問とされ，従業員の利害に応じてアイ
デンティティが二極化される。しかし，それらとは異なる要因によって人的資源以外のアイ
デンティティを形成する従業員の多様性が捉えられる可能性もある。そのためには，人的資
源以外のアイデンティティを形成する従業員に着目し，彼らが形成するアイデンティティ
の差異について分析していく必要があるだろう。 
第 4に，2つの対立するアイデンティティ間の移行について分析する必要がある。本論文
では，人的資源管理においてアイデンティティの二極化が生じていることまでしか分析で
きていない。しかし，何らかの契機によって一方のアイデンティティをもつ従業員が他方の
アイデンティティを形成する可能性もあるだろう。例えば，労働力としてのアイデンティテ
ィを形成する従業員が，突然人的資源としてのアイデンティティを形成することも起こり
得る。こうした移行過程が示されれば，特に労働力としてのアイデンティティをもつ従業員
に対する管理について重要な示唆が得られる。よって，アイデンティティの二極化における
コンフリクトだけでなく，それらの間の移行について改めて検討する必要があるだろう。 
第 5 に，従業員の社会的アイデンティティと個人的アイデンティティの関係性を分析す
る必要がある。本論文では，従業員の社会的アイデンティティに焦点化して分析をおこなっ
た。しかし，こうした社会的アイデンティティは，個人的アイデンティティと無関係ではな
い。ゆえに，従業員の私生活での個人的な関係も分析の対象とすることで，従業員のアイデ
ンティティ形成における新たな示唆が得られる可能性もあるだろう。また，個人的アイデン
ティティを分析の対象とすることで，従業員の人間的側面をさらに詳細に捉えていくこと
が可能となるだろう。 
本論文における考察を発展させていくためには，これらの課題について検討を重ねてい
く必要がある。  
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